
 

 

 

 

安全研究の評価結果（案）について（事前評価） 
 

令和３年１月２７日 

原 子 力 規 制 庁 

 

1．評価の概要 

「原子力規制委員会における安全研究の基本方針」（改正令和元年５月 29日原子力規制

委員会決定。以下「基本方針」という。）及び「安全研究プロジェクトの評価実施要領」

（平成 31年４月 16日原子力規制庁長官決定。以下「評価実施要領」という。）に基づき、

長官官房技術基盤グループで実施する安全研究プロジェクトを対象に、事前、中間評価及

び事後評価を行うこととなっている。 

長官官房技術基盤グループで実施している安全研究プロジェクトのうち、令和３年度

（2021 年度）から実施予定の新規の安全研究プロジェクト８件について事前評価に係る

自己評価を実施した。これらの自己評価を基に、原子力規制委員会による評価結果（案）

を別紙のとおり取りまとめた。 

 

2．自己評価の方法 

基本方針及び評価実施要領に基づき、下記のとおり自己評価を実施した。 

 

2. 1 事前評価 

基本方針に基づき作成した「「今後推進すべき安全研究の分野及びその実施方針」

について」（令和２年６月 24日原子力規制委員会了承。）に従い計画された新規の安

全研究プロジェクトについて、その計画、成果目標及び研究手法の技術的妥当性等

の自己評価を行った。具体的には、当該安全研究プロジェクトを実施するための研

究計画を作成した上で、研究計画の適切性及び研究内容の技術的妥当性について、

その適否を判定することにより評価を行った。 

なお、評価においては、研究手法、成果の取りまとめ方法等の技術的妥当性の評

価に客観性を加味する観点から、技術評価検討会を開催し、外部の専門家の意見を

聴取した。 
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＜別紙、別添及び参考＞ 

別紙  安全研究に係る事前評価結果（案） 

別添  安全研究に係る自己評価結果（事前） 

 

参考１ 「安全研究プロジェクトの評価実施要領」（平成 31年４月 16日原子力規制庁

長官決定）（抜粋） 

参考２ 「「今後推進すべき安全研究の分野及びその実施方針」について」（令和２年６

月 24日原子力規制委員会了承）（抜粋） 

参考３ 事前評価対象安全研究プロジェクトの研究計画（技術評価検討会での議論を

踏まえ朱記修正） 
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安全研究に係る事前評価結果（案） 
 

令和３年１月２７日 

原子力規制委員会  

 

１．事前評価の進め方 

1.1 評価の対象 

長官官房技術基盤グループで実施している安全研究プロジェクトのうち、事前評価

の対象となるプロジェクトは下表に示す８件である。これらは、実施方針に基づいて

令和３年度からの実施が計画されたものである。 

 

表 事前評価対象プロジェクト 
 

分野 プロジェクト名 実施期間（年度） 

1 横断的原子力安全 
津波評価手法及び既往津波の波源推定に関する
研究 

R3 – R6 
(2021 - 2024) 

2 横断的原子力安全 
外部事象に係る施設・設備のフラジリティ評価手法
の高度化に関する研究 

R3 – R6 
(2021 - 2024) 

3 横断的原子力安全 火災防護に係る影響評価に関する研究（フェーズ 2） 
R3 – R6 

(2021 - 2024) 

4 熱流動・核特性 
核特性解析における最適評価手法及び不確かさ評
価手法に関する研究 

R3 – R6 
(2021 - 2024) 

5 
核燃料サイクル・ 
廃棄物 

再処理施設及び MOX 燃料加工施設における重大
事故等の事象進展に係る研究 

R3 – R7 
(2021 - 2025) 

6 
核燃料サイクル・ 
廃棄物 

廃棄物埋設における長期性能評価に関する研究 
R3 – R6 

(2021 - 2024) 

7 
核燃料サイクル・ 
廃棄物 

放射性廃棄物の放射能濃度等の定量評価技術に
関する研究 

R3 – R7 
(2021 - 2025) 

8 
原子力災害対策・
放射線規制等 

特定重大事故等対処施設等を考慮した緊急時活動
レベル（EAL）見直しに関する研究 

R3 – R7 
(2021 - 2025) 

 

1.2 評価方法 

基本方針及び評価実施要領に基づき原子力規制庁（技術基盤グループ）が実施した

自己評価（別添）に基づき、評価プロセス及び評価結果の妥当性を確認した。 

 

２．事前評価結果 

事前評価の対象となる８件の安全研究プロジェクトについて、実施方針と整合して

研究実施内容が策定されていることを確認した。なお、技術評価検討会の際に外部専

門家から受けた指摘や意見を踏まえた対応を行うことや、新たな知見等に基づき必要

に応じて研究計画を見直すことが適当である。 

 

別紙 
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安全研究に係る自己評価結果（事前） 
 

令和３年１月２７日 

原 子 力 規 制 庁 

 

 

Ⅰ．津波評価手法及び既往津波の波源推定に関する研究（R3～R6（2021～2024）） 

 

1. 先行する研究プロジェクトの成果と課題 

 従来の津波評価における初期水位の設定では、海底の地殻変動量の水平成分の影

響が含まれるよう断層のすべり量を大きくして鉛直成分を設定し海面に与える

方法が用いられてきた。近年、地震調査研究推進本部が公表した「津波レシピ」

では、地殻変動の水平変位による寄与（以下「水平変位の寄与」という。）を直接

的に考慮する方法が採用され、一般的になりつつある。R2年度までに実施した研

究では、海溝軸付近の地形を模擬し、水平変位の寄与が海水面の水位変動に及ぼ

す影響を確認するために水理実験を行うとともに、同一条件で水平変位の寄与を

考慮した方法による津波伝播解析を行った。その結果、同手法による解析水位が

水理実験による水位を下回ったことから、津波初期水位の設定方法の改良・精緻

化が必要である。 

 これまでのプロジェクトでは津波堆積物に基づく津波波源推定手法を整備して

きた。一方、過去の巨大津波について、発生の記録はあるものの、その波源の位

置や規模が明確に定まっていないものがある。また、津波堆積物には、本質的に

津波由来かどうかの確からしさ（信頼度）や、推定年代の幅、そして、未発見で

あっても浸水や堆積物消失の可能性を否定できないことに起因する不確かさが

伴う。これまでの研究成果を活用しつつ、津波堆積物の不確かさを考慮すること

により、明確でなかった過去の巨大津波の波源を推定し、津波堆積物の不確かさ

と推定波源の相関関係を把握する手法を整備できる可能性がある。 

 

2. 研究プロジェクトの目的 

 海溝軸付近で発生する津波を模擬した水理実験結果等に基づいて、津波の初期水

位の生成メカニズムの解明と、その特徴を考慮したより精緻な津波の初期水位設

定方法の改良を行い、津波評価手法に関する知見を拡充する。 

 津波波源が明確になっていない既往の巨大津波を対象に、津波堆積物調査を実施

し、津波堆積物の不確かさを整理する。また、土砂移動モデルを用いた津波堆積

物に基づく波源推定手法を適用し、具体的な津波波源を推定するとともに、津波

堆積物の不確かさと推定波源の相関性に関する知見を拡充する。 

 

3. 研究概要 

 海溝軸付近で発生する津波について、初期水位の生成過程に関する実験的及び解

別添 
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析的な既往研究をレビューして知見を蓄積するとともに、R2 年度までの水理実

験の条件に新たな条件及び計測項目を追加してデータを取得する。さらに、水理

実験結果等を踏まえて初期水位の設定方法を改良する。 

 H28 年度までに整備した「津波堆積物に基づく津波波源推定手法」を利用して、

1611 年慶長三陸地震津波を事例として具体的な津波波源の推定を試みる。その

ために、まず、当該津波によると考えられる津波堆積物に関する文献調査及び、

現地調査と年代分析を行ってデータを拡充する。次に、千島海溝沿いから日本海

溝沿いに複数の津波波源（シナリオ波源）を想定して津波の陸上遡上及び土砂移

動の解析を実施し、データベースを作成する。これらの津波堆積物情報及び解析

結果のデータベースを用いて、複数の具体的な津波波源を推定する。さらに、津

波堆積物の不確かさと推定波源の相関関係を求める。 

 

4. 地震・津波技術評価検討会における主な意見及びその対応 

 国内外の過去の研究、最新知見を踏まえているが、レビューを確実に行い、その

結果を反映させるよう計画をブラッシュアップすることとの意見があった。本プ

ロジェクトでは、常に国内外の最新知見をレビューして、その結果を踏まえ、必

要に応じて計画を見直し、研究を進めることとする。 

 津波の初期水位設定方法の改良について、水理実験結果を説明できるようにする

ことと実地震による津波の初期水位設定方法の高精度化の間にはギャップがあ

り、その間をつなぐ研究ができるかどうか検討するよう意見があった。本研究で

は、室内実験と実津波をつなげられるよう、実験結果を説明できる無次元パラメ

ータを検討し、初期水位設定方法に反映することを考える。 

 巨大津波の波源推定について、現計画のとおり、津波堆積物記録に内在する不確

かさの影響を単純化しない形で成果を取りまとめるよう意見があった。本研究で

は、津波堆積物の不確かさを踏まえ、推定される波源が複数存在することを前提

に、推定波源の確からしさを定量化する方法を検討し、研究を進める。 

 重大な見落としはないと考えられるが、成果のプロセスに対し定量的な指標を取

り入れて計画の進行を管理して進めていくことが重要であるとの意見があった。

本プロジェクトを進めていく過程において、これまでと同様に、年度ごとに業務

計画管理表を作成し、定量的な目標を設定して進捗管理を行っていく計画である。 

 

5. 事前評価結果 

（１）研究計画（案）の適切性： 適 

 研究計画（案）は実施方針と整合している。津波初期水位の設定方法及び、既往

の巨大津波の波源推定に関する課題に対応するため、水理実験、数値解析、津波

堆積物の現地調査・分析を行い、津波評価及び波源推定に関する知見を蓄積する

ものであり、必要性の観点から適切である。成果の活用先について、「基準津波

及び耐津波設計方針に係る審査ガイド」の運用等に活用することが考えられ、適

切である。 
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（２）研究内容の技術的妥当性： 適 

 技術評価検討会において確認されたように、国内外の最新の研究、知見を踏まえ

たものとなっており、調査・研究方法は妥当と考えられる。 

 

（３）研究計画（案）への反映 

 技術評価検討会において、研究計画（案）の見直しが必要となるコメントは無

かったことから、研究計画（案）に従い研究を進める。ただし、研究を遂行し

ていく過程において、水理実験の現象理解を深めるために粒子法などの 3次元

流体解析手法の導入など、必要に応じて研究計画を適宜見直すこととする。 
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Ⅱ．外部事象に係る施設・設備のフラジリティ評価手法の高度化に関する研究 

（R3～R6（2021～2024）） 

 

1. 先行する研究プロジェクトの成果と課題 

先行する研究プロジェクトでは、規制ニーズや研究シーズ等を踏まえて、外部事象にお

ける耐震、耐津波及び耐衝撃の各分野について施設の評価に係る研究を実施した。 

（１）耐震分野 

   新規制基準の策定以降、基準地震動 Ss の策定において不確かさを考慮すること等に

加え、各施設の適合性に係る審査等では、より精緻な耐震評価が行われてきている。

このため、施設の現実的な評価手法や実耐力の把握について知見の拡充が必要となっ

ている。 

 建屋評価では、床や壁の三次元的な応答を精緻に評価するために、三次元解析を

用いた耐震評価手法に係る知見を拡充した。今後の課題としては、さらなる精緻

化として、非線形挙動を示す建屋の耐震安全性評価手法の適用性確認等が重要で

ある。 

 地盤評価では、防潮堤周辺の礫質土地盤等の液状化による変形挙動を評価するた

めに、遠心模型実験及びシミュレーション解析等により礫質土地盤の液状化に係

る知見を拡充した。今後の課題としては、礫質土地盤の液状化が施設へ与える影

響の評価等が重要である。 

 設備評価では、設備の実耐力を把握するために、過去に実施された試験結果等を

分析して耐震重要設備の耐震余裕を整理した。また、配管設備の地震時亀裂進展

に係る評価手法を提案した。今後の課題としては、発電所の長期運転等の観点か

ら大きな地震を経験した設備の耐震性や、新規制基準適用後に新たに導入された

設備の耐震性の確認等が重要である。 

（２）耐津波分野 

新規制基準において、施設に作用する津波波力等に対する規制要求が定められたこ

とから、津波波力や漂流物の衝突力に対する評価について知見の拡充が必要となって

いる。 

 津波波力評価では、既往の津波漂流物による衝突評価式の妥当性を確認するため

に、漂流物の衝突実験を行い防潮堤への影響等を評価した。また、防潮堤前面に

砂丘が存在する場合や基準津波を越える津波が防潮堤を越波した場合に、津波が

防潮堤に作用する波力に与える影響についても実験により評価を行った。今後の

課題としては、粘性のある堆積物が混入して大きな波力を生じる津波の発生条件

等について知見を拡充することが重要である。 

（３）耐衝撃分野 

新規制基準において、施設に作用する衝撃力等に対する規制要求が定められたこと

から、衝撃力に対する局部的損傷評価、全体的損傷評価及び機能評価について知見の

拡充が必要となっている。 
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 建屋評価では、飛翔体等の衝突に対する建物・構築物の局部的損傷、全体的損傷

及び衝撃波の伝播性状を把握するために、実験及びシミュレーション解析によっ

て、衝撃力に対する応答評価手法の適用性について検討した。今後の課題として

は、構造物の設置状況や構造形状等を踏まえたより複雑な条件での衝突評価に係

る知見の拡充等が重要である。 

 設備評価では、衝撃力に対する設備の挙動を把握するために、設備の衝撃振動試

験を行い、設備の耐力を確認した。今後の課題としては、これまでに得られた知

見に基づき、ガタ・摩擦系等を含む設備の応答に係る知見の拡充等が重要である。 

 

2. 研究プロジェクトの目的 

 本研究プロジェクトは、地震、津波及び衝撃等の外部事象に対して、「実用発電

用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈」に

係る適合性審査及び「核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規則に関する法律」

に係る安全性向上評価に関する知見を拡充するため、施設のより現実的な応答や

耐力に係る評価手法の妥当性等について、実験や解析を行い確認する。 

 

3. 研究概要 

 耐震分野では、地震荷重作用時に低接地率状態となる建屋の応答挙動、温度荷重

等の条件を踏まえた建屋の応答挙動及び建屋の地震観測等に基づいた地震応答

解析モデルの精緻化に係る知見を拡充する。また、礫質土等の地盤の液状化によ

る施設への影響等について遠心模型実験やシミュレーション解析等により知見

を拡充する。加えて、過去に大きな地震を経験した既設プラントを対象に、設備

の基準地震動を超える地震荷重における耐震性を把握し、既往の評価手法の適用

性を確認する。 

 耐津波分野では、沿岸の地形効果による影響が現れる条件について検討するとと

もに、必要に応じて防潮堤への作用波力に与える影響について把握する。 

 耐衝撃分野では、建屋・構造物等を対象に、飛翔体等による衝撃作用を受ける構

造物の設置状況及び形状特性を考慮した安全性評価に係る知見を拡充する。また、

設備の耐衝撃性能を把握するため、衝撃力に対する設備の耐力・応答解析手法を

検討する。  

 

4. 地震・津波技術評価検討会における主な意見及びその対応 

 耐震分野については、建屋内の多数の観測点における地震記録等を分析すること

で得られた知見を他の建屋に展開するといった観点及び周辺地盤の観測記録も

含めて建屋の三次元挙動の分析に活用することが重要である。また液状化の検討

に関して、遠心模型実験の結果を実地盤の評価へ適用するには大型の装置による

実験等で妥当性を確認する必要がある等の意見があった。本研究では、地盤の観

測記録も取得して評価を行い、他の建屋の三次元挙動の評価へ展開することや、

液状化に係る大型の試験も実施して研究を進めることとする。 
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 耐津波分野については、津波波力が増加する要因の検討に加えて、作用波力の評

価についても行う必要がある等の意見があった。本研究では、原子力発電所サイ

トにおける津波波力が増加する要因に関する検討を踏まえ、必要に応じて計画を

見直し、研究を進めることとする。 

 耐衝撃分野については、岩盤の地質条件や外力の設定等、多面的な検討が必要で

あり、他分野の専門家からの知見を取り入れることが重要である等の意見があっ

た。本研究では、適宜、幅広い分野の外部有識者の方からレビューを受けて研究

に反映することとする。 

 

5. 事前評価結果 

（１）研究計画（案）の適切性： 適 

 研究計画（案）は実施方針と整合している。また、先行プロジェクトの成果を踏

まえた研究計画（案）となっている。実施計画も年度毎に研究段階を踏まえた行

程となっており、論文等の公表も含め最終目標を明確に設定していることから適

切である。成果の活用先について、外部事象に対する応答及び耐力の評価に関連

する審査ガイドの改正の検討を含めた安全性に係る評価の高度化並びに新規制

基準適合性に係る審査の際の判断に資する等に活用することが考えられ、適切で

ある。 

 

（２）研究内容の技術的妥当性： 適 

 技術評価検討会において確認されたように、国内外の最新の研究、知見を踏まえ

たものとなっており、調査・研究方法は妥当と考えられる。 

 

（３）研究計画（案）への反映 

 技術評価検討会において、研究計画（案）の見直しが必要となるコメントは無

かったことから、研究計画（案）に従い研究を進める。研究の遂行に当たって

は、新たな知見や研究成果等を踏まえ、必要に応じて研究計画を適宜見直すこ

とを努める。 
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Ⅲ．火災防護に係る影響評価に関する研究（フェーズ２）（R3～R6（2021～2024）） 

 

1. 先行する研究プロジェクトの成果と課題（新規 PJが後継 PJである場合） 

（火災防護に係る影響評価に関する研究（H29～R2（2017～2020）） 

 高エネルギーアーク損傷（以下「HEAF」という。）の影響評価では、要素試験によ

り HEAF初期の爆発現象のメカニズムに関する知見を取得したが、HEAFの影響範

囲が明確でないという課題が残っている。 

 電気ケーブルの熱劣化評価では、火災時の計装・制御ケーブルの熱劣化による誤

信号発生等の可能性に着目し、いくつかの電気ケーブルについて試験を行い、熱

劣化に関する基礎的な知見を得た。今後の課題としては、実火災及び長期間使用

環境下でのより現実的な熱劣化挙動の知見を取得する必要がある。 

 火災影響評価手法・解析コード等の整備では、これまで火災・HEAF 等の試験解析

による解析モデルの妥当性に関する知見を拡充してきた。しかし、実機解析への

適用性の検討が不足していることから、原子炉施設の実火災による影響を評価す

るための試験データの取得及び事象進展評価モデルの構築等を進め、実機解析へ

適用可能となる火災影響評価手法等を整備する必要がある。 

 

2. 研究プロジェクトの目的 

 火災防護に係る安全研究の成果を活用して作成され、制定された「実用発電用原

子炉及びその附属施設の火災防護に係る審査基準」、「原子力発電所の内部火災影

響評価ガイド」、「原子力発電所の外部火災影響評価ガイド」及び「高エネルギー

アーク損傷（HEAF）に係る電気盤の設計に関する審査ガイド（以下、「HEAF審査

ガイド」という。）」の見直しの要否の検討に必要な技術的知見の取得を行うこと

を目的とする。 

 

3. 研究概要 

 HEAFの影響評価では、先行研究の知見を基に実機を模擬した試験・解析を行い、

「HEAF審査ガイド」の見直しの要否の検討及び HEAFの影響範囲を明確にするた

めの爆発現象の熱・圧力に係るデータ、知見等を取得する。 

 電気ケーブルの熱劣化評価では、火災源近傍の電気ケーブル、高温ガス中に存在

する電気ケーブル、トレイ内電気ケーブル等の火災時模擬環境下における熱劣化

試験・解析を行い、試験データ、知見等を拡充するとともに電気ケーブルの熱劣

化評価手法を整備する。また、長期間使用を模擬した電気ケーブルの火災時模擬

環境下における熱劣化挙動を評価する。 

 火災影響評価手法・解析コード等の整備では、電気ケーブル火災、電気盤火災、

可燃性液体火災、防火設備等の火災、HEAF等の試験データを取得して、検証と妥

当性確認を行い実機適用可能な火災影響評価手法及び信頼性の高い解析コード

を整備する。 
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4. プラント安全技術評価検討会における主な意見及びその対応 

 火災防護に係る他業界の動向調査や他業界との連携も進めてはどうかとの意見

があった。本研究では、今後他業界を含めた最新知見をレビューし、その結果を

踏まえ、今後の計画に反映し研究を進めることとする。 

 新規プロジェクト(PJ)以外の火災に関する研究の位置づけを示すとともに重要

度・緊急度を提示することにより、新規 PJ で対象としている項目の妥当性がよ

り明確になるとの意見があった。本研究では、今後、OECD/NEA等からの情報と新

規 PJ との研究対象項目や技術レベルの相違等を踏まえた研究の重要度・緊急度

を整理し、新規 PJの研究項目の妥当性を明確にして研究を進めることとする。 

 評価手法や解析コードを規制の高度化に繋げる考え方について質問・意見等があ

った。これらの質問・意見等を踏まえ、本研究では、今後、現行規制での保守的

な評価手法から、規制の高度化に資する合理的な評価手法の開発を進め、実機に

即した解析モデル等を改良・整備する。 

 新規 PJ 終了後の計画が示されないと研究成果の規制への活用が十分かの判断が

できないとの意見があった。これを踏まえ、新規 PJ の進捗等を踏まえながら、

新規 PJ の終了後を視野に入れた計画を立案し、今後安全研究計画(個票)上で示

していく。 

 

5. 事前評価結果 

（１）研究計画(案)の適切性： 適 

 研究計画(案)は実施方針と整合している。OECD/NEA の研究動向や米国 NRC の動

向等も踏まえるなど、最新知見を踏まえた研究計画(案)となっており適切である。 

 

（２）研究内容の技術的妥当性： 適 

 技術評価検討会において確認されたように、国内外の最新の研究、知見を踏まえ

たものとなっており、調査・研究方法は妥当と考えられる。実施に当たっては技

術評価検討会で出された意見を参考に、国内外で同様の研究を実施している機関

や他業界の動向の把握に努め、常に技術的妥当性を確認しながら進める。 

 

（３）研究計画(案)への反映 

 技術評価検討会において、研究計画(案)の見直しが必要となるコメントは無かっ

たことから、研究計画(案)に従い研究を進める。研究の遂行に当たっては、新た

な知見や研究成果等を踏まえ、必要に応じて研究計画を適宜見直すことに努める。 
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Ⅳ．核特性解析における最適評価手法及び不確かさ評価手法に関する研究 

（R3～R6（2021～2024）） 

 

1．先行する研究プロジェクトの成果と課題 

（１）「詳細解析手法の導入に向けた熱流動・核特性安全解析手法の整備（Phase-2）」（H25

～H29（2013～2016）） 

 3 次元核熱結合解析コード TRACE/PARCS を導入し、ベンチマーク問題及び実験の

解析を実施した。一方で、反応度投入事象の燃料棒破損の判断基準である燃料エ

ンタルピ評価に課題が残っている。 

 評価済み核データライブラリで整備された核反応断面積の不確かさ及び製造公

差が核特性パラメータに与える影響の技術的知見をとりまとめた。一方で、核分

裂生成核種の収率や遅発中性子割合などの不確かさについては未検討である。 

（２）「国産システム解析コードの開発」（H26～H30（2014～2018）） 

 TRACE/PARCS では考慮することができない異常な過渡変化及び事故時の事象をよ

り精緻に把握するため、3 次元詳細炉心動特性解析コード開発の調査及びプロト

タイプの開発を実施した。今後、3 次元詳細炉心動特性解析コードの本格開発を

行い、実機炉心解析への適用に当たっての技術的課題を解決する必要がある。 

 

2．研究プロジェクトの目的 

 今後の安全性向上評価では、異常な過渡変化及び事故時の事象に対する安全裕度

の定量評価等が必要となることから、従来の保守的評価に代わって最適評価が必

要である。そこで、核特性解析の最適評価手法と不確かさ評価手法のそれぞれに

関する技術基盤を構築することを目的とする。 

 

3．研究概要 

 反応度投入事象である原子炉起動時及び出力運転中における制御棒の異常な引

抜き並びに制御棒落下事故について、TRACE/PARCS による標準的な炉心状態での

燃料エンタルピ評価及び破損燃料棒数評価を実施する。 

 3 次元詳細炉心動特性解析コードの本格開発を実施するとともに、実機炉心解析

に適用するための技術的課題である制御棒位置の変化を伴う事象の解析精度向

上などについて検討する。 

 核分裂生成核種の収率や遅発中性子割合などの不確かさの伝播を考慮したベン

チマーク問題の解析を実施し、核種組成解析や過渡解析の結果に与える影響に関

する技術的知見をとりまとめる。 

 

4．プラント安全技術評価検討会における主な意見及びその対応 

 3 次元詳細炉心動特性解析コードの開発については、現時点で視野に入れている

軽水炉だけでなく、研究炉や高速炉にも適用することを将来展望とするのが良い
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との意見があった。本研究では、研究炉や高速炉に係る国内外の動向を注視し、

対象とすることを検討していくこととする。 

 3 次元詳細炉心動特性解析コードの妥当性確認をどのように実施していくかが今

後の課題であるとの意見があった。本研究では、妥当性確認に活用可能な実験デ

ータの調査や解析結果の妥当性を評価する方法の検討を、引き続き実施するよう

努めることとする。 

 核反応断面積などに係る不確かさデータ自体の妥当性(信頼性)についても検討

するのが良いとの意見があった。本研究では、最新の知見・専門家内の議論を注

視し、適時反映することに努めていくこととする。 

 研究成果を広く普及させるよう努めるのが良いとの意見があった。本研究では、

得られた研究成果を学会発表や論文投稿により広く公開していくように努める

こととする。 

 

5．事前評価結果 

（１）研究計画（案）の適切性： 適 

 研究計画(案)は実施方針と整合している。核特性解析に関するこれまでの研究成

果や最新知見を十分に踏まえた研究計画(案)となっており、適切である。 

（２）研究内容の技術的妥当性： 適 

 プラント安全技術評価検討会において確認されたように、研究内容は技術的にお

おむね妥当と考えられる。なお、実施に当たってはプラント安全技術評価検討会

で出された意見を参考に、3 次元詳細炉心動特性解析コードの解析結果の妥当性

を評価する方法や核反応断面積などに係る不確かさデータ自体の妥当性(信頼

性)の検討に関する最新の知見を継続的に収集し、研究プロジェクトに適時反映

する。 

（３）研究計画(案)への反映 

 プラント安全技術評価検討会において、研究計画(案)の見直しが必要となるコメ

ントは無かったことから、研究計画(案)に従い研究を進める。なお、プラント安

全技術評価検討会での意見を踏まえ、熱水力解析及び燃料振る舞い解析との結合

といった解析対象・範囲の拡張に資する国内外の研究動向についても注視し、必

要に応じて研究計画へ反映するように努める。 
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Ⅴ．再処理施設及びＭＯＸ燃料加工施設における重大事故等の事象進展に係る研究 

（R3～R7（2021～2025）） 

 

1. 先行する研究プロジェクトの成果と課題 

（１）再処理施設の蒸発乾固事象に関する研究 

 リスク評価に向けた重大事故等に関する技術的検討の観点から、再処理施設の蒸

発乾固事象を対象に、「沸騰初期段階」、「沸騰晩期段階」、「乾固段階」及び「乾固

後の温度上昇段階」の４つの段階のうち、Ru の移行挙動に着目して、前者３つの

段階における「液相から気相への放射性物質移行挙動」、「放出経路中での放射性

物質移行挙動」等に関する試験データ等を取得し、技術的知見（例：廃液中の亜

硝酸による Ru の気相移行抑制効果、放出経路中の水蒸気・硝酸蒸気・NOx が揮発

性 Ru の移行挙動に与える影響）を整備した。 

 残された課題として、Cs の移行挙動に着目した「乾固後の温度上昇段階」の知見

（例：Cs 等の準揮発性物質の移行挙動）、最新の再処理施設の重大事故対策や実

施設環境を踏まえた「沸騰初期段階」から「乾固段階」までの Ru の移行挙動に

関する知見（例：実廃液で想定される亜硝酸濃度の変動挙動）及び凝縮液への Ru

の化学吸収効果に関する知見（例：亜硝酸濃度に応じた Ru の化学吸収効果）の

拡充が挙げられる。 

（２）MOX 燃料加工施設のグローブボックス火災に関する研究 

 MOX 燃料加工施設のグローブボックス（以下「GB」という。）火災に対する火災事

象評価方法に関する技術的知見を整備する観点から、GB を構成するパネル等の

材料片を用いた小規模試験、パネル単体を用いた中規模試験等を実施し、GB 火災

の進展に関する知見（GB パネル等の熱分解特性及び燃焼特性、燃焼に伴って発生

するばい煙等のフィルタへの影響）を取得した。ただし上記知見は、小規模及び

中規模の GB 火災試験に基づくものであるため、残された課題として、実規模の

GB 火災の事象進展に関する知見の取得が挙げられる。 

 

2. 研究プロジェクトの目的 

 原子力規制検査制度では、検査における優先度や検査結果に対する重要度を判断

するためのリスク情報が重要である。このようなリスク情報を得るに当たっては、

想定される全ての事故シナリオについてリスク評価を行うことにより、その相対

的な重要度を明確にする必要がある。これを踏まえて、再処理施設及び MOX 燃料

加工施設のリスク情報に基づく検査に資することの一環として、より詳細なリス

ク評価結果を得るため、低頻度高影響の事象を含む重大事故等の事象進展シナリ

オを明確にすることを目的として以下の項目の技術的検討を行う。なお、これら

の検討は、令和２年度までに実施した安全研究から得られた知見と合わせて実施

する。 

（１） 蒸発乾固に関する放射性物質移行挙動 

（２） GB 火災に関する燃焼挙動 
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 本プロジェクトで得られた知見及び評価ツールは、原子力規制検査制度に基づく

再処理施設及び MOX 燃料加工施設の検査において、検査の優先度や検査結果に対

する重要度を判断するため、事業者のリスク情報の妥当性確認に活用する。また、

得られた知見は、リスク情報をまとめた検査資料や必要に応じて検査に係るガイ

ドの参考情報として活用する。 

 

3. 研究概要 

（１）再処理施設の蒸発乾固事象に関する研究 

 「乾固後の温度上昇段階」の条件下に拡張した放射性物質移行挙動データを取得

する。これらのデータは、乾固後の温度上昇段階を想定した準揮発性物質（Cs等）

の挙動把握試験、乾固物の温度挙動を把握するための解析及び乾固物物性値測定

により取得する。「沸騰初期段階」から「乾固段階」までを対象に、最新の再処理

施設の重大事故対策や実施設環境を踏まえて想定される条件下に拡張した Ru の

移行挙動データを取得する。これらのデータは、実施設条件（気相温度、NOx 等

共存ガスの影響等）を考慮した揮発性 Ru の熱分解試験、実施設で想定される高

濃度硝酸条件における亜硝酸効果把握試験及び亜硝酸濃度の変動把握試験によ

り取得する。また、凝縮液への Ru の化学吸収効果について、この現象をより詳

細に把握するためのデータを拡充する。これらのデータは、凝縮液への Ru の化

学吸収効果に関するより広範な条件（亜硝酸濃度、温度等）下における化学吸収

効果の把握試験により取得する。 

（２）MOX 燃料加工施設のグローブボックス火災に関する研究 

 MOX 燃料加工施設等の GB 火災を想定し、実規模の GB 火災試験データ等に基づく

解析等により、GB 火災の事象進展に関する知見を得るとともに、火災事象進展シ

ナリオを評価するための解析手法を整備する。解析は、実規模 GB 火災の挙動等

に関する知見の分析により抽出した課題を踏まえて実施する。その際、換気系統

の影響下における中規模及び実規模 GB 火災の挙動、開放空間における実規模 GB

火災の挙動、核燃料物質（粉末）への火勢の影響及び GB パネル材の燃焼挙動を

分析対象とする。 

 

4. 核燃料サイクル技術評価検討会における主な意見及びその対応 

（１）再処理施設の蒸発乾固事象に関する研究 

 試験計画では、最初の 1 年目でなるべく広い条件で試験を行い、2 年目、3 年目

にフィードバックできる柔軟さを持たせた方がよいとのコメントがあった。本コ

メントを踏まえ、各年度での実施項目を固定するのではなく、試験結果の分析を

フィードバックできる柔軟さを持たせるよう、計画を再検討することとする。 

 実験計画の立案及び解析結果の妥当性の確認には、解析コードを活用することが

重要であることから、解析コード（小規模な解析モデルを含む。）の開発を促す

コメントがあった。本コメントを踏まえ、本研究については解析コードの整備を

最終的な目標とする。ただし、事故シナリオの理解や試験データ等が不十分であ
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り、規制へ活用するためには多くの課題が残っていることから、本安全研究にお

いては、まずは、「解析コード整備に関する課題の整理」を新たに研究項目とし

て追加し、実施していくこととする。 

 模擬液と実液で挙動が異なるケースもあるものと推察されるため、小規模で良い

ので実液試験が計画できると良いのではないかとのコメントがあった。実廃液と

模擬廃液の間で挙動が異なる可能性については、重要な観点であると認識してい

るものの、実廃液試験の実施が難しいことから、本コメントに対しては、まず、

模擬廃液試験による技術的知見の収集・蓄積を行うこととする。 

（２）MOX 燃料加工施設のグローブボックス火災に関する研究 

 本研究で火災規模を変動因子としていることについて、規模以外の火災の特徴因

子も十分に考慮する必要があるほか、数理モデル及びそれに基づく数値シミュレ

ーション解析における発生気体やばい煙の量をパラメータとして、結果の変動範

囲を包絡するべきとのコメントがあった。本コメントを踏まえ、火災規模以外の

特徴因子について、結果への影響や変動範囲を把握するため、数値シミュレーシ

ョン等の実施も含めて検討することとする。 

（３）蒸発乾固事象に関する研究及び GB 火災に関する研究共通 

 国内外の過去の研究、最新知見を踏まえることについて、研究協定を締結してい

る海外研究機関と現地調査やヒアリングを行って最新知見を年度ごとに反映す

べきとのコメントがあった。このコメントを踏まえ、当該海外機関等との年次会

合等をとおして、必要な知見を取得し、本プロジェクトに反映させることとする。 

 

5. 事前評価結果 

（１）研究計画（案）の適切性： 適 

 研究計画（案）は実施方針と整合している。また、先行調査の成果を踏まえた研

究計画（案）となっており、論文公表も含め最終目標も明確に設定していること

から適切である。さらに、成果の活用先についても、リスク情報を活用した原子

力規制検査での活用を明確に示した研究計画（案）となっている。 

 

（２）研究内容の技術的妥当性： 適 

 技術評価検討会において確認されたように、研究内容は、国内外の最新の研究、

知見を踏まえたものとなっており、おおむね妥当である。なお、実施に当たって

は、研究協定を締結している海外研究機関等との情報交換により得られる最新知

見等を取得、反映しつつ、研究を進める。 

 

（３）研究計画（案）への反映 

 研究の実施に当たっては技術評価検討会で出された意見を参考に、蒸発乾固事

象の試験計画の見直しや解析コード開発に関する検討を行うことなど研究計画

（案）に適切に反映する。 
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Ⅵ．廃棄物埋設における長期性能評価に関する研究（R3～R6（2021～2024）） 

 

1. 先行する研究プロジェクトの成果と課題 

 中深度処分の事業規則及び許可基準規則並びに審査ガイド等の整備に必要な科

学的・技術的知見の整備を主たる目的として、廃棄物埋設地を設置する場所に係

る自然事象の長期評価に関する研究、廃棄物埋設における性能評価手法に関する

研究、地質環境及び水理環境モニタリングに関する研究を行った。具体的には、

大局的な侵食の評価、地下水流動状況の把握、人工バリアの長期的な劣化に係る

検討等を行った。 

 先行プロジェクトでは、規則の要件に資する知見の整備を中心に行ったが、中深

度処分の廃棄物埋設施設の設置位置及び設計は、規則の最低限の要件を満たすだ

けではなく廃棄物の漏えいと生活環境への移行を低減するための優れた特性を

持つことが必要となることから、審査等の判断に用いるために、より具体的な中

深度処分の特性を想定した知見の整備が必要である。 

 

2. 研究プロジェクトの目的 

 中深度処分の事業規則及び許可基準規則並びに審査ガイド等の整備を受けて、今

後行われる審査等の際の判断に必要な知見の収集等を行う。具体的には、中深度

処分の環境条件及び設計を想定して、地質環境、水理環境等の評価手法に関する

科学的・技術的知見を整理する。また、地質環境及び水理環境のモニタリング及

び閉鎖措置又は廃止措置における性能等の確認及び地下水等モニタリングにつ

いて具体的判断指標等について検討を行う。これらの科学的・技術的知見の抽出

のために以下に示す項目について安全研究を行い、規制基準等へ反映すべき又は

適用すべき判断指標等の整備を行う。 

 

3. 研究概要 

 自然事象の長期評価に関する研究に関しては、埋設地を設置する場所の条件とし

て、廃棄物埋設地を損傷する火山活動、断層活動及び著しい侵食がないことが求

められる。また、好ましい条件として、地下水が滞留する条件にあって例え放射

性物質が廃棄物埋設地から漏えいしても生活環境に至るまでに長時間を要するこ

と等がある。これらの自然事象に関して以下に示す項目について、知見の整備等

を行う。 

 a. 中深度処分における断層等に関する評価手法の研究 

 b. 中深度処分における涵養域から流出域までの地下水流動の評価手法の研究 

 c. 中深度処分における岩盤の力学状態と水理特性等に関する研究 

 廃棄物埋設における性能評価及び線量評価手法に関する研究に関しては、廃棄物

埋設地における多重バリアシステムとしての人工バリア及び天然バリアの長期性

能を評価するための評価手法の妥当性の確認に必要な以下に示す項目について、

知見の整備等を行う。 
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 a. ベントナイト系人工バリアの長期性能評価手法の研究 

 b. セメント系人工バリアの長期性能評価手法の研究 

 c. 中深度処分における岩盤の収着・移行現象に関する研究 

  地質環境及び水理環境モニタリングに関する研究（特に閉鎖確認に着目して）

に関しては、廃棄物埋設施設においては、ベースラインモニタリング、施設確認

及び廃棄物確認、放射性物質の漏えいの監視、性能モニタリング等が必要である。

これらに用いる観測孔は、適切に閉鎖が行われなければ、放射性物質が廃棄物埋

設施設から生活環境へ至る短絡経路になる可能性があることから、その閉鎖の確

認が重要であるため、以下に示す項目について、知見の整備等を行う。この課題

は、処分坑道の埋戻しと共通であるために、併せて検討することとする。 

 a. 閉鎖が不十分な観測及びその周辺（又は処分坑道周辺）の掘削影響領域の、

水理場に対する影響に関する検討 

 b. 閉鎖前に把握しておくべき亀裂、透水性等の情報に関する検討 

 c. 閉鎖後の水理試験による確認方法に関する検討 

 中深度処分及び浅地中処分に共通する課題に関する研究に関しては、廃炉の進展

等に伴って今後も新たな申請が行われることが想定されることから、更に適切な

審査を行うため、以下に示す項目について検討を行う。 

 a. 中深度処分及び浅地中処分における侵食に関する評価手法の研究 

 b. 粘土系材料の透水特性、空隙構造等に関する研究 

 c. 生活環境における放射性物質の移行及び決定グループの設定 

 

4. バックエンド技術評価検討会における主な意見及びその対応 

 研究課題については必要とされるものと認められるが、「解析・実験の手法」「結

果の評価手法」が資料に十分提示されていないとの意見があった。このため、断

層等に関する評価手法の研究、処分坑道の閉鎖に用いる材料の長期的特性に関す

る研究、セメント系人工バリアの長期性能評価手法の研究、岩盤の収着・移行現

象に関する研究を中心として、具体的な手法についての追記を行うこととする。 

 地質環境及び水理環境モニタリングに関する研究（特に閉鎖確認に着目して）に

ついて、「不十分に施工された閉塞部」の定義が重要である、微小亀裂等との関

係も複雑でありサイト依存性が大きいのではないかとの意見があった。これに対

して、適切に閉鎖されたことを、閉鎖した場所より手前側から確認しなければな

らない条件特有の困難さを説明し、また、サイト依存性を考慮した検討を行うこ

ととする。 

 地層処分事業の進展を考えると、研究計画が中深度処分を中心としていることに

偏りがあるのではないかとの意見があった。地層処分については今後の動向によ

って必要となった時点で検討することとする。 

 岩盤の力学状態と水理特性等に関する研究について、室内での力学／水理学連成

試験について、処分坑道周辺の岩盤での地下水・物質移動の複合効果を実験的に

観察するユニークな研究手段と思われるが、原位置試験との補完性について説明
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できないか等の説明を求める意見があった。これらについて、研究計画（案）の

記載を充実することとする。 

 

5. 事前評価結果 

（１）研究計画（案）の適切性： 適 

 研究計画（案）は実施方針と整合している。また、先行調査の成果を踏まえた研

究計画（案）となっており、論文公表も含め最終目標も明確に設定していること

から適切である。さらに、成果の活用先についても、中深度処分の審査ガイド等

での活用を明確に示した研究計画（案）となっている。 

 

（２）研究内容の技術的妥当性： 適 

 技術評価検討会において確認されたように、研究内容はおおむね妥当である。な

お、実施に当たっては技術評価検討会で出された意見を参考に、国内外で同様の

研究を実施している機関との協力や情報交換に努め、常に技術的妥当性を確認し

ながら進める。 

 

（３）研究計画（案）への反映 

 研究の実施に当たっては技術評価検討会で出された意見を参考に、断層等に関す

る評価手法の研究、処分坑道の閉鎖に用いる材料の長期的特性に関する研究、セ

メント系人工バリアの長期性能評価手法の研究、岩盤の収着・移行現象に関する

研究を中心として、具体的な手法についての説明を追記する。 
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Ⅶ．放射性廃棄物の放射能濃度等の定量評価技術に関する研究（R3～R6（2021～2024）） 

 

1. 先行する研究プロジェクトの成果と課題 

 クリアランスに関しては、従来規定されていたクリアランス対象物（金属くず、

コンクリートの破片及びガラスくず）以外の対象物（以下「新規クリアランス対

象物」という。）のクリアランスレベル相当の放射能濃度の導出を行った。今後

は、これら新規クリアランス対象物の放射能濃度の測定において、定量評価結果

の信頼性が確保されていることの妥当性の確認に課題がある。 

 廃棄体等に関しては、ドラム缶に固型化した従来の構造の廃棄体の放射能濃度の

評価方法の妥当性の確認手段を検討してきた。今後は、角形容器等の新たな形状

の廃棄体等が想定されるため、それらの放射能濃度の評価方法の妥当性の確認に

課題がある。また、中深度処分及び研究施設等廃棄物等の埋設事業においては、

廃棄体のインベントリ及び核種の放出率並びに処分システムにおける物理化学

的環境変化による核種の化学種の変化に基づく移行挙動変化の考慮が行われる

と考えられるところ、その妥当性の確認に課題がある。 

 廃止措置については、廃止措置の終了確認の具体的方法に関する知見を蓄積した。

原子力規制検査の開始により、リスクの高い活動に着目した検査が行われるよう

になったところ、廃止措置工程全体のリスク評価手法に課題がある。 

 

2. 研究プロジェクトの目的 

 事業（変更）許可申請及び後続規制における、クリアランス検認、廃棄物等の安

全性の確認並びに廃止措置を適切に行う上で必要となる科学的・技術的知見を取

得し、蓄積する。 

 クリアランス検認に関しては、放射能濃度の評価手法の妥当性を不確かさの考慮

の下で判断する手段を整備する。 

 廃棄体等の安全性確認に関しては、ソースターム設定の妥当性等を評価するため

の情報を整備するとともに、新規廃棄体等の放射能濃度測定精度への影響要因に

ついて検討する。 

 廃止措置に関しては、主要工程における放射性物質の飛散等に関する知見を基に

したリスク評価方法を検討する。 

 また、上記に共通する基盤技術として、最新の放射能濃度の測定技術について広

く情報を集め、長半減期放射性核種等の定量評価、測定における不確かさ等につ

いて知見を蓄積する。 

 

3. 研究概要 

 新規クリアランス対象物を放射線測定する際、組成・形状が複雑な物質が含まれ

る場合においても、放射能濃度の値を不確かさとともに定量的に導出する方法に

ついて、実験的手法も交えて知見を蓄積する。また、国内外の低濃度放射能測定

技術及び計量・校正制度の運用・開発動向の調査を行い、事業者の行う放射線測
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定の定量評価の妥当性を確認するための手段の開発、バックデータの整備を進め

る。 

 中深度処分対象廃棄体及び研究施設等廃棄物におけるソースターム設定等は、廃

棄物埋設施設の安全性を評価する上で重要であり、事業（変更）許可の審査にお

いて、その設定の妥当性を評価するために必要な、金属廃棄物の腐食挙動、金属

の腐食に伴う放射性核種の放出挙動、廃棄物埋設施設の間隙水の物理化学的環境

変化に伴う核種移行挙動等に関する情報を獲得する。 

 また、炉規法第 51 条の 6 第 2 項に基づく廃棄物確認に関して、中深度処分対象

廃棄体には放射化された廃棄物が含まれることから、これら放射化核種の分析に

おける技術的留意点及び放射化計算により放射能量を評価する場合の留意点に

関する知見を蓄積する。さらに、中深度処分対象廃棄体の放射能濃度を外部から

の放射線測定により評価する場合の評価精度及び多数の廃棄物を一括して計測

する場合の放射能濃度評価への影響について整理する。 

 廃止措置の主要工程における放射性物質の飛散及び被ばくにつながる関連事象

を整理し、廃止措置活動のリスクに関する科学的・技術的知見を取得する。 

 廃棄物等の被ばく線量評価上重要で、複雑な性状の試料に含まれ、放射線計測で

は定量が難しい長半減期核種（90Sr、93Zr、129I、U 同位体等）を対象にそれらの原

子数を計測する分析方法に係る最新の研究動向の調査及び実験的研究を実施し

て、一連の分析プロセスにおける科学的・技術的知見を蓄積する。 

 

4. バックエンド技術評価検討会における主な意見及びその対応 

 廃止措置リスク評価において、必要に応じて行うとされる廃止措置安全評価コー

ド改良に関して、本コードの位置づけと改良の内容について明確にすることが望

まれるとの意見があった。本コードは廃止措置終了確認の判断に活用するために

廃止措置終了後にサイトに残存する放射性物質による被ばく線量を評価するた

めに開発されたものであるという位置づけを安全研究計画に補足するとともに、

本コードの改良として廃止措置作業中に環境に放出された放射性物質の移行及

び影響を評価するための機能拡張をその必要性も含めて検討することを予定し

ていることから、研究の進捗に伴いその必要性を明確化した段階で安全研究計画

に反映しながら研究を進めることとする。 

 廃棄体等の安全性確認のソースターム設定等に関する検討において実施する試

験に関して、試験条件・方法を十分検討した上で設定することが望まれるなど、

研究に用いる具体的な手法等の明確化に関する意見があった。御指摘を踏まえ、

研究の進捗に伴いそれぞれの必要性を明確化した段階で安全研究計画に反映し

ながら研究を進めることとする。 

 全体として海外類似事例とその背景を調査しながら研究を深化させることが望

ましいとの意見があった。御指摘を踏まえ、海外類似事例の調査結果を十分に精

査しつつ、研究を進めることとする。 
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5. 事前評価結果 

（１）研究計画（案）の適切性： 適 

 研究計画（案）は実施方針と整合している。また、先行調査の成果を踏まえた研

究計画（案）となっており、論文公表も含め最終目標も明確に設定していること

から適切である。さらに、成果の活用先についても、クリアランス、廃止措置、

廃棄体に係る審査、検査での活用を明確に示した研究計画（案）となっている。 

 

（２）研究内容の技術的妥当性： 適 

 技術評価検討会において確認されたように、国内外の最新の研究、知見を踏まえ

たものとなっており、調査・研究方法は妥当と考えられる。 

 

（３）研究計画（案）への反映 

 研究の実施にあたっては技術評価検討会で出された意見を参考に、研究の進捗

に伴う調査の結果に基づき、具体的な実施内容を検討する試験等について必要

に応じて研究計画（案）に適切に反映するように努める。 
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Ⅷ．特定重大事故等対処施設等を考慮した緊急時活動レベル（EAL）見直しに関する研究 

（R3～R7（2021～2025）） 

 

1. 先行する研究プロジェクトの成果と課題 

 先行する研究プロジェクトはなし。 

 

2. 研究プロジェクトの目的 

 特定重大事故等対処施設等を踏まえた緊急時活動レベルの見直しの検討チーム

では、中長期的な課題を整理し、その中で、次のことが必要とされている。 

 新規制基準に適合した沸騰水型原子炉（BWR）について、特定重大事故等対処

施設等を考慮した緊急時活動レベル（以下「EAL」という。）を見直すこと 

 様々な事故シナリオを想定し、新規制基準を踏まえた防護措置となるようオ

フサイトとオンサイトが一体となって全体を検討すること 

このため、EAL の適切性を確認するための手法を整備するとともに、EAL の判断

に必要な知見を取得することを目的とする。また、確率論的環境影響評価手法を

高度化し、より実効的な防護措置（避難、屋内退避、安定ヨウ素剤服用等）の枠

組みを検討するために必要となる知見を取得することを目的とする。 

 

3. 研究概要 

 特定重大事故等対処施設等を組み込んだ解析モデルを作成し、事故時における運

転員のプラントの緩和操作を考慮した事故進展解析を行う。事故進展解析の結果

から、EAL の高度化に必要な技術的知見として、事故進展の特徴分析及び着目す

べき視点の整理を行う。 

 EAL 判断基準と防護措置の組合せが線量等に及ぼす影響を検討するための解析手

法を整備し、防護措置の判断の分岐点になり得る要素をオンサイトとオフサイト

の両方から検討する。防護措置実施を検討するための参考情報を取得するため、

確率論的環境影響評価手法を整備するとともに、防護措置を適用した確率論的環

境影響評価手法を用いた試解析により、防護措置の効果等に係る知見を取得する。 

 

4. シビアアクシデント技術評価検討会における主な意見及びその対応 

 動的なシナリオに対応した EAL の検討を行うべきとの意見があった。動的解析の

技術的成熟度を考慮しながら研究を進め、長期的な課題として捉えることとする。 

 事象やイベントの不完全性や部分的な成功・失敗の扱いに伴う不確かさについて

は、排除可能な保守性の検討においても有用な知見であるため、将来の課題とし

て位置づけるべきとの意見があった。不確かさの取扱いについては、長期的な課

題として、別途、研究を進めることとする。 

 国内外の既往研究の内容を示すべきとの意見があり、追記することとする。 
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5. 事前評価結果 

（１）研究計画（案）の適切性： 適 

 研究計画（案）は実施方針と整合している。成果も適時公表する予定としており、

最終目標に向けた適切な実施計画である。また、研究で得られる知見は、特定重

大事故等対処施設等を考慮した EAL の見直し等に寄与するものである。 

 

（２）研究内容の技術的妥当性： 適 

 技術評価検討会において確認されたように、研究内容は技術的におおむね妥当で

ある。研究内容は、国内外の先行研究等で得られた最新知見を踏まえて計画して

おり、技術的に妥当であると判断する。 

 

（３）研究計画（案）への反映 

 研究の実施にあたっては技術評価検討会で出された意見を参考に、今後も常に国

内外の規制及び研究動向をキャッチアップし、研究計画（案）に適切に反映する

ように努める。 
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技術評価検討会の外部専門家及び専門技術者 

 

（１）プラント安全技術評価検討会 

外部専門家 

北田 孝典 大阪大学大学院工学研究科教授 

五福 明夫 岡山大学大学院ヘルスシステム統合科学研究科教授 

山路 哲史 早稲田大学理工学術院先進理工学研究科准教授 

 

専門技術者 

新井 健司 東芝エネルギーシステムズ株式会社磯子エンジニアリングセンター 

 原子力安全システム設計部担当部長 

梅澤 成光 ＭＨＩ ＮＳエンジニアリング株式会社技師長 

溝上 伸也 東京電力ホールディングス株式会社福島第一廃炉推進カンパニー 

 福島第一原子力発電所燃料デブリ取り出しプログラム部部長 

 

（２）シビアアクシデント技術評価検討会 

外部専門家 

糸井 達哉 東京大学大学院工学系研究科准教授 

牟田 仁 東京都市大学大学院総合理工学研究科准教授 

守田 幸路 九州大学大学院工学研究院エネルギー量子工学部門教授 

 

専門技術者 

倉本 孝弘 株式会社原子力エンジニアリング解析サービス本部 

 解析技術グループ部長兼リスク評価グループ部長 

高橋 浩道 三菱重工業株式会社原子力セグメント炉心・安全技術部 

田原 美香 東芝エネルギーシステムズ株式会社磯子エンジニアリングセンター 

 原子力安全システム設計部安全システム技術第二グループフェロー 

 

（３）核燃料サイクル技術評価検討会 

外部専門家 

浅沼 徳子 東海大学工学部原子力工学科准教授 

榎田 洋一 名古屋大学大学院工学研究科教授 

本間 俊司 埼玉大学工学部応用化学科准教授 

村松 健 東京都市大学工学部原子力安全工学科客員教授 
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専門技術者 

中林 弘樹 国立研究開発法人日本原子力研究開発機構核燃料サイクル工学研究所 

 再処理廃止措置技術開発センター廃止措置推進室 

 廃止措置技術グループマネージャー  

 

（４）バックエンド技術評価検討会 

外部専門家 

井口 哲夫 名古屋大学名誉教授 

小崎 完 北海道大学大学院工学研究院応用量子科学部門教授 

新堀 雄一 東北大学大学院工学研究科教授 

山元 孝広 国立研究開発法人産業技術総合研究所地質調査総合センター 

 活断層・火山研究部門副研究部門長 

 

専門技術者 

井口 幸弘 国立研究開発法人日本原子力研究開発機構敦賀廃止措置実証部門 

 敦賀廃止措置実証本部技術主席 

佐々木 泰 日本原燃株式会社埋設事業部開発設計部部長 

中居 邦浩 日揮株式会社プロジェクトソリューション本部 

 原子力ソリューション部チーフエンジニア 

 

（５）地震・津波技術評価検討会 

外部専門家 

糸井 達哉 東京大学大学院工学系研究科准教授 

岩田 知孝 京都大学防災研究所教授 

酒井 直樹 国立研究開発法人防災科学技術研究所 

      先端的研究施設利活用センター副センター長 

 

専門技術者 

梅木 芳人 中部電力株式会社原子力本部原子力土建部設計管理グループ課長 

土志田 潔 一般財団法人電力中央研究所原子力リスク研究センター上席研究員 

松山 昌史 一般財団法人電力中央研究所原子力リスク研究センター 

      企画運営チーム研究参事 
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安全研究プロジェクトの評価実施要領 

 

平成３１年４月１６日 

原子力規制庁 

 

（中略） 

 

３．安全研究プロジェクトの評価 

安全研究プロジェクトの評価は、事前評価（３．１）、中間評価（３．２）及び事後評

価（３．３）についてそれぞれ行う。この際、これらの評価に連続性と一貫性を持たせる

ため、以下の視点から一貫した評価を行う。 

・目標・成果の適切性 

・技術的妥当性 

・研究の管理の適切性 

 

３．１ 事前評価 

（１）事前評価の目的 

事前評価は、基本方針に基づき原則として毎年度作成する「今後推進すべき安全研

究の分野及びその実施方針」（以下「実施方針」という。）に従い計画された新規の安

全研究プロジェクト（後継の安全研究プロジェクトも含む。）について、その計画、成

果目標及び研究手法の技術的妥当性等を確認することを目的とする。 

 

（２）事前評価結果の活用 

事前評価の結果は、安全研究プロジェクトの開始前に策定する研究計画（研究の背

景、目的、知見の活用先、研究概要、実施計画（成果の公表計画も含む。）等を定めた

ものをいう。以下同じ。）の変更の要否の判断等に活用する。 

 

（３）事前評価の実施時期 

事前評価は、安全研究プロジェクト開始の前年度の１２月以降に行う。また、事前

評価は、研究手法、成果の取りまとめ方法等の技術的妥当性の評価について客観性を

確保するため、技術評価検討会（外部専門家の評価及び意見並びに産業界等の専門的

な技術的知見を有する者（専門技術者）の意見を聴取するための公開会合をいう。以

下同じ。）1での議論を経た上で行うものとする。 

                                                   
1技術評価検討会における外部専門家については、公正性及び中立性確保の観点から、利害関係者が評価に加わらないよ

う十分に配慮する。なお、評価の視点は、①国内外の過去の研究及び最新知見を踏まえているか、②解析実施手法、実

験方法が適切か、③解析実施手法及び実験方法が適切か、並びに④重大な見落とし（観点の欠落）がないかの４点とす

る。 

参考１ 
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（４）事前評価の手法及び評価項目 

事前評価は、様式１による当該安全研究プロジェクトを実施するための研究計画を

作成した上で、次の評価項目についてその適否を判定することにより行う。 

 

ア．研究計画案の適切性（以下の観点を踏まえ判定する。） 

・研究計画案と実施方針の整合性 

・成果目標及び実施計画（成果の公表計画も含む。）の適切性 

・成果の活用先の有無等 

イ．研究内容の技術的妥当性 

 

（５）事前評価の手続 

安全研究プロジェクトを担当する安全技術管理官等（安全技術管理官又はその代理

として技術基盤グループ長が指名する者をいう。）（以下「担当安全技術管理官等」とい

う。）は、技術評価検討会での意見等を踏まえ、評価項目ごとに研究計画の適否につい

て（中略）評価案を作成し、それを原子力規制委員会へ諮るものとする。 

 

（以下略） 
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 様式１ 

研究計画 

 

１．プロジェクト 
 

 

担当部署  

担当責任者  

２．カテゴリー・

研究分野 
 主担当者  

３．背景 

 

 

 

４．目的 

 

 

 

５．知見の活用先 

 

 

 

６．安全研究概要 

実施行程表 

実施項目 〇〇年度 〇〇年度 〇〇年度 

（１）〇〇〇〇 〇〇（実施内容） 〇〇（実施内容） 成果の公表 

 

７．実施計画 

 

 

 

８．実施体制 

 

 

 

９．備考 
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「今後推進すべき安全研究の分野及びその実施方針」について 
 

令 和 ２ 年 ６ 月 ２ ４ 日 

原 子 力 規 制 委 員 会 

１． これまでの経緯 

「原子力規制委員会における安全研究の基本方針」（改正 令和元年 5月 29日原子力規制

委員会）において、安全研究プロジェクトの企画に関し、原子力規制委員会は、原則として

毎年度、次年度以降を対象とした「今後推進すべき安全研究の分野及びその実施方針」（以

下「実施方針」という。）を策定することとしている。 

 

２． 今後推進すべき安全研究の分野及びその実施方針 

「原子力規制委員会第２期中期目標」（令和 2年 2月原子力規制委員会）では、審査・検

査におけるリスク情報の活用、廃止措置の安全・確実な実施、放射性廃棄物の処理・処分や

クリアランスの円滑な実施のための規制上の対応等を原子力規制活動の継続的な改善等の

ための課題として挙げており、安全研究に関しては、「規制上の課題を踏まえた安全研究を

行い、最新の科学的・技術的知見を蓄積する」としている。これら及び東京電力株式会社福

島第一原子力発電所事故（以下「1F事故」という。）から得られた教訓、国際原子力機関（IAEA）

の総合規制評価サービス（IRRS）における指摘、審査、検査等の原子力規制活動の経験、海

外規制機関の動向等を踏まえ、今後推進すべき安全研究の分野を「今後推進すべき安全研究

の分野及びその実施方針」として選定し、それぞれの分野における令和３年度以降の安全研

究の実施方針を、以下の 5つのカテゴリーに分けて整理した。各カテゴリーの実施方針の詳

細については別紙に示す。 

 

 横断的原子力安全 

 原子炉施設 

 核燃料サイクル・廃棄物 

 原子力災害対策・放射線規制等 

 技術基盤の構築・維持 

 

３． その他・研究環境の整備等 

原子力規制庁の技術的独立性のためには、原子力規制庁自身が推進側から独立した研究基

盤を持つ必要があり、原子力規制庁職員が実験施設を用いた研究活動を効果的に行えるよう

研究機関との連携(共同研究、人材育成など)を強化していく。 

また、原子力規制庁以外の安全研究を実施する研究機関においても、必要となる試験研究

施設や装置の維持・拡張等を含む今後の安全研究技術基盤の構築・維持を進め、安全研究の

実施体制が強化されるべきである。 

参考２ 
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「今後推進すべき安全研究の分野及びその実施方針」 

（令和３年度以降の安全研究に向けて） 
 

 

「原子力規制委員会における安全研究の基本方針」（改正 令和元年 5月 29日原子力規制

委員会）に基づき、令和３年度以降を対象とした「今後推進すべき安全研究の分野及びその

実施方針」（以下「実施方針」という。）を以下のように定める。 

 

 

１． 令和３年度以降の実施方針 

 

【 横断的原子力安全 】 

 

A) 外部事象（地震、津波、火山等） 

１）研究の必要性 

外部事象のうち我が国において原子力安全への影響が大きい地震・津波等はそれらの規

模、発生頻度等の不確実さが大きく、また、1F 事故の教訓から稀頻度ではあるが影響の

大きい事象が発生する可能性が否定できないことが認識された。このため、地震・津波等

の規模や発生頻度（ハザード）に係る研究について過去の安全研究で得られた知見等の蓄

積を基に継続的・発展的に実施するとともに、これから重要性が増していくリスク評価を

考慮した地震・津波に対する建屋、機器、防潮堤等の応答及び耐力に基づく損傷の度合い

（フラジリティ）に係る評価の精度向上等に係る研究に取り組むことは重要である。 

 

A−１ ＜ハザード関連＞ 

２-１）これまでの研究の動向 

地震については、震源を特定せず策定する地震動における標準的な応答スペクトルを検

討するとともに、調査や地震動解析結果から、震源断層パラメータの推定及びそれに伴う

不確実さに関する知見を蓄積した。さらに、断層の活動性評価の手法整備のために、東日

本を対象とした火山灰年代の評価を行うとともに、深部ボーリングにより採取した断層破

砕物質の分析結果から、断層の定量的な年代評価に関する知見及び鉱物脈の生成深度評価

に関する知見を取得した。 

津波については、津波の発生要因となる地震の規模や発生頻度に係る不確実さが確率論

的津波ハザードに与える影響に関する知見を蓄積した。また、海底地すべり起因の津波を

対象とした模型実験を行い、既往の地すべり安定性評価手法の適用性に関する知見を蓄積

した。さらに、海溝軸付近で発生する津波地震を対象に、地殻変動を模擬した水理実験を

踏まえ、海底面の水平方向の地殻変動を考慮した既往の津波評価手法の適用性に関する知

見を蓄積した。 

別紙 

31



 

 
 

火山については、過去の火山活動の詳細履歴や、噴火開始から終息までの噴火進展プロ

セス等に関する知見を蓄積した。 

 

３－１）当該分野における研究課題 

上記の研究の必要性及びこれまでの研究の動向を踏まえ、今後の研究の課題を以下のと

おり設定する。 

（短期的課題） 

A−1−1 震源近傍の地震動を評価するための手法を整備する。  

（中長期的課題） 

A−1−2 火山観測に有効な手法を具体化するために、過去の巨大噴火時のマグマ溜まり

の深さやマグマ滞留時間等の知見を得る。 

A−1−3 地震に係る震源断層パラメータ、その不確実さの取扱い方法等を検討し、確率

論的ハザード評価の信頼性向上を図る。 

A−1−4 地震起因の断層の判断に活用するために、鉱物の結晶構造の特徴等に関する知

見を蓄積するとともに火山灰等を用いた断層の活動性評価手法を整備する。 

A-1-5 海溝軸付近で発生する津波の初期水位を精緻化するために、初期水位の生成過

程に関する知見を蓄積し、より高精度な設定方法を整備する。 

A-1-6 過去の津波発生に関する知見を拡充するために、津波波源が明確になっていな

い既往の巨大津波の具体的な津波波源を推定する。 

 

４－１）R3年度以降の実施方針 

3-1）に述べた課題に対応するため、R3年度以降の当該分野の研究の実施方針を以下の

とおりとする。 

震源近傍の地震動評価では、地震発生層以浅の震源断層パラメータの不確実さの分析を

行い、断層破壊による影響及び断層モデル法を検証する（課題A−1−1）。 

津波評価では、海溝軸付近で発生する津波の初期水位について、初期水位の生成過程に

関する実験的及び解析的な既往研究をレビューして知見を蓄積するとともに、初期水位の

生成過程を模擬した水理実験を行いデータを取得する。さらに、水理実験を踏まえてより

高精度な初期水位設定方法を整備する（課題 A-1-5）。 

また、津波波源が明確になっていない既往の巨大津波を対象に、津波堆積物調査を実施

するとともに、過年度に整備した土砂移動モデルによる波源推定手法を用いて具体的な津

波波源を推定する（課題 A-1-6）。 

断層の活動性評価では、地すべり等による変位・変形構造を示す試料及び断層破砕物質

をトレンチ調査等により採取し、鉱物の化学組成、結晶構造の特徴、年代の推定等に関す

る知見を蓄積し、地すべり等の滑り面と地震起因の断層を識別する際の手法の適用性を確

認する。また、火山灰年代評価対象を西日本へ拡張し、火山灰、古環境学的イベントに係

る地質情報に基づく活動性評価手法を整備する（課題A−1−4）。 

火山観測手法等の整備では、過去に大規模噴火を起こした火山を対象に、マグマ溜まり

の深さやマグマ滞留時間等の噴火に至る準備過程に関する知見の蓄積等を行う（課題

A−1−2）。 
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さらに、確率論的ハザード評価の信頼性向上の観点から、浅部断層破壊を含めたモデル

による地震動評価を行い、地震動策定における不確実さ設定時の考え方を整理する。（課

題A−1−3）。 

 

上記を踏まえ以下のプロジェクトを実施する。 

 

○ 外部事象分野 ハザード関連における安全研究プロジェクト 

① 震源近傍の地震ハザード評価手法の高度化に関する研究（R2-R5）（課題A−1−1、

課題A−1−3対応） 

② 津波評価手法及び既往津波の波源推定に関する研究（新規 R3-R6）（課題 A-1-

5、課題 A-1-6対応） 

③ 断層の活動性評価に関する研究（R2-R5）（課題A−1−4対応） 

④ 大規模噴火プロセス等の知見の蓄積に係る研究（R1-R5）（課題A−1−2対応） 

 

A−2 ＜フラジリティ関連＞ 

２－２)これまでの研究の動向 

建屋・構築物の 3次元挙動に係る耐震評価手法の整備のために、原子炉建屋及び周辺地

盤の地震応答解析を行い、建屋応答の評価手法に係る知見を整理した。埋め立て地盤の液

状化については、遠心模型実験やシミュレーション解析等により知見を拡充した。 

また、防潮堤を対象に、設計条件を超える津波までを模擬した水理試験及びシミュレー

ション解析を実施し、防潮堤への作用荷重、洗掘及び津波漂流物による影響等を評価した。 

さらに、飛翔体等の衝突に対する建屋・構築物の局部損傷及び全体損傷に対する試験並

びにシミュレーション解析を行い、衝突時の耐力評価手法を検討した。 

 

３－２）当該分野における研究課題 

上記の研究の必要性及びこれまでの研究の動向を踏まえ、今後の研究の課題を以下のと

おり設定する。 

（短期的課題） 

A−2−1 施設の設置条件や荷重条件等を踏まえた耐震解析モデルの精緻化を行う。 

（中長期的課題） 

A−2−1 施設の設置条件や荷重条件等を踏まえた耐震解析モデルの精緻化を行う。 

A−2−2 地盤の液状化による施設への影響等に係る知見を拡充する。 

A−2−3 大きな地震を経験した設備に対して、基準地震動を超える地震荷重における耐

震性を把握し、既往の評価手法の適用性を確認する。 

A−2−4 津波に対する沿岸の地形効果の発生条件及び波力を把握する。 

A−2−5 飛翔体等による衝撃作用を受ける施設の設置条件等を考慮した評価に係る知

見を拡充する。また、衝撃力に対する設備の耐力・応答解析手法を検討する。 

 

４－２）R3年度以降の実施方針 

3-2)に述べた課題に対応するため、R3 年度以降の当該分野の研究の実施方針を以下の
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とおりとする。 

地震については、地震荷重作用時に低接地率状態となる建屋の応答挙動に係る知見を拡

充する（課題 A-2-1短期）とともに温度荷重等の条件を踏まえた建屋の応答挙動に係る知

見を拡充する（課題 A-2-1中長期）。また、礫質土等の地盤の液状化による施設への影響

等について遠心模型実験やシミュレーション解析等により知見を拡充する（課題 A-2-2）。

加えて、過去に大きな地震を経験した既設プラントを対象に、設備の基準地震動を超える

地震荷重における耐震性を把握し、既往の評価手法の適用性を確認する（課題 A-2-3）。 

津波については、沿岸の地形効果による影響が現れる条件について検討するとともに、

防潮堤への作用波力に与える影響について把握する（課題 A-2-4）。 

衝突・衝撃については、建屋・構造物等を対象に、飛翔体等による衝撃作用を受ける構

造物の設置状況及び形状特性を考慮した安全性評価に係る知見を拡充する。また、設備の

耐衝撃性能を把握するため、衝撃力に対する設備の耐力・応答解析手法を検討する（課題

A-2-5） 

 

上記を踏まえ以下のプロジェクトを実施する。 

 

○ 外部事象分野 フラジリティ関連における安全研究プロジェクト 

⑤ 外部事象に係る施設・設備のフラジリティ評価手法の高度化に関する研究（新

規 R3-R6）（課題A−2−1、課題A−2−2、課題A−2−3、課題A−2−4、課題 A-2-5対応） 

 

B) 火災防護 

１）研究の必要性 

火災は共通原因故障を引き起こす起因事象の中でも重要な事象の一つであることから、

様々な火災事象（火災起因の事象も含む）について一層のリスク低減を図るための研究を

継続的に行うことが重要である。 

 

２）これまでの研究の動向 

東日本大震災時の東北電力女川原子力発電所で発生したアーク火災に着目し、高エネル

ギーアーク損傷（HEAF）試験を実施し、対策の検討に向けたデータを取得するとともに、

ケーブル等の可燃物について火災データの取得と解析コードの整備をしてきた。また、電

気ケーブルの熱劣化評価手法の整備にあたっては、発熱速度、輻射熱及び想定シナリオに

基づく火災影響のデータ等を取得した。 

 

３）当該分野における研究課題 

上記の研究の必要性及びこれまでの研究の動向を踏まえ、今後の研究の課題を以下のと

おり設定する。 

（短期的課題） 

B−1 HEAF 初期の爆発現象における圧力の急激な発生及び伝播に関する知見を取得

する。 
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（中長期的課題） 

B−2 熱劣化による計装・制御ケーブルの誤信号、電気ケーブルの外部被覆が損傷す

ることによる短絡・地絡・混触等に関する最新知見に基づき、電気ケーブルの

熱劣化評価手法を整備する。 

 

４）R3年度以降の実施方針 

3)に述べた課題に対応するため、R3 年度以降の当該分野の研究の実施方針を以下のと

おりとする。 

HEAF に関しては爆発現象等に着目した試験データの取得を行い、現象等を定量的に把

握することで、爆発事象に係る影響評価手法を整備する（課題 B−1）。 

また、原子力施設における火災防護対策の有効性評価の精度向上に資するため、原子力

施設の火災による二次的な影響を評価するための事象進展評価モデルの構築等を進める

（課題 B−1、課題 B-2）。 

さらに、また、電気ケーブルに関しては火災に至る前までの技術的知見を取得するため

熱劣化等に着目した試験データを取得する（課題 B−2）。 

 

上記を踏まえ以下のプロジェクトを実施する。 

 

○ 火災防護分野における安全研究プロジェクト 

⑥ 火災防護に係る影響評価に関する研究（フェーズ 2）（新規 R3-R6） 

（課題B−1、課題B−2対応） 

 

C) 人的組織的要因 

１）研究の必要性 

原子力施設は機器設備と共に人間や組織も構成要素の一部を成している。人間や組織は

柔軟性や緊急時の対応能力等に優れる一方で、パフォーマンスにばらつきが大きく不安定

な面がある。原子力施設の高い安全性を維持、向上させていくに当たっては、人間や組織

の長所及び短所を踏まえて人的過誤の発生を抑制し信頼性を向上させる方策を評価する

ための研究が重要である。また、IRRS において、人的組織的要因を設計段階で体系的に

考慮することが重要であるとの指摘があった。 

  

２)これまでの研究の動向 

人的組織的要因を設計段階から体系的に考慮する規制要件を明確にするため、関連する

規制や技術の最新動向を調査した。その結果、人間の活動が直接関わる原子炉制御室等の

設計を評価する人間工学の適用のあり方について技術的知見を蓄積した。また、重大事故

において、不確実な状況に対応する人間の複雑な認知行動を評価する方法論を検討し、そ

の知見を人間工学設計評価に適用する手法についても基礎的な検討を行った。 

 

３)当該分野における研究課題 

上記の研究の必要性及びこれまでの研究の動向を踏まえ、今後の研究の課題を以下のと
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おり設定する。 

（短期的課題） 

C−1 重大事故時の対応における原子炉制御室等の人間工学設計を評価するための

技術的根拠を整備する。 

（中長期的課題） 

C−2 重大事故時の対応において人間工学設計の評価に適用する人間信頼性解析手

法を整備する。 

 

４)R3年度以降の実施方針 

3)に述べた課題に対応するため、R3 年度以降の当該分野の研究の実施方針を以下のと

おりとする。 

原子炉制御室、現場制御盤、可搬型設備を含む重大事故等対処設備等に関する重大事故

時の人間工学設計を評価するために、重大事故に適用するヒューマンマシンインタフェー

ス、手順書、教育訓練プログラムの妥当性を確認する手法及び施設運用中の人的パフォー

マンスを監視する手法の技術的根拠を整備する（課題 C−1）。特に重要な人間信頼性解析

手法については、最新知見に基づくタスク分析手法を整備し、重大事故時の状況の不確実

性や複雑化する人間の認知行動を分析評価するための解析ツールを開発する（課題C−2）。 

上記を踏まえ以下のプロジェクトを実施する。 

 

○ 人的組織的要因分野における安全研究プロジェクト 

⑦ 人間工学に基づく人的組織的要因の体系的な分析に係る規制研究（R1-R4）（課

題 C−1、課題 C−2対応） 

 

【 原子炉施設 】 

 

D) リスク評価 

１）研究の必要性 

リスク評価に関する研究は、安全確保の重要な技術基盤であり、今後の原子力規制の中

心となる手法を提供することが期待される。特に、R2 年度に施行された原子力規制検査

にリスク情報を活用していく研究が重要である。 

 

２）これまでの研究の動向 

原子力規制検査へのリスク情報の活用に向けて、事業者の取組の実効的な監視・評価の

ために、内部事象における確率論的リスク評価(PRA)から得られる情報に基づいた性能指

標（PI）、個別事項の重要度等の指標となりうる要素及び項目を検討し、検査官が使用す

るリスク指標ツール等の整備を進めた。また、原子力規制検査で用いる事業者の内部事象

PRAモデルの適切性を確認する上で必要となる知見等を蓄積した。 

さらに、PRA実施手法の成熟状況に応じ、段階的に拡張していくとされる技術分野であ

る内部火災及び内部溢水 PRA手法、外部事象 PRA（地震 PRA、津波 PRA、その他の外部事

象、多数基立地サイトの PRA）手法を検討してきた。 
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３）当該分野における研究課題 

上記の研究の必要性及びこれまでの研究の動向を踏まえ、今後の研究の課題を以下のと

おり設定する。 

（短期的課題） 

D-1 原子力規制検査に適用する外部事象及び停止時の PRA モデルの適切性を確認

する手法、検査指摘事項の重要度評価手法等を整備する。 

D-2 内部火災 PRA手法及び内部溢水 PRA手法の開発を進める。また、内部事象につ

いて、人的過誤確率の計算ツール、レベル 1.5PRAまでの一貫した解析手法及

びダイナミック PRA解析ツールを整備する。 

D-3 起因事象を精緻化した地震 PRA手法、建屋内浸水挙動を考慮した津波 PRA手法

を整備する。 

（中長期的課題） 

D-4 複合災害における PRA手法、隣接サイトにおける事故影響を考慮した PRA手法

等を整備する。 

 

４）R3年度以降の実施方針 

3)に述べた課題に対応するため、R3 年度以降の当該分野の研究の実施方針を以下のと

おりとする。 

原子力規制検査に適用する事業者 PRA モデルの適切性確認に必要となる知見を蓄積す

るとともに、リスク評価手法及びリスク指標ツール、検査指摘事項の重要度評価手法等の

継続的な精緻化を進める（課題 D−1）。また、将来的な活用に向けた内部火災及び内部溢

水 PRA手法、地震及び津波の PRA手法の高度化を行うとともに、レベル 1.5PRAまでの一

貫した解析手法及びダイナミック PRA解析ツールを整備する（課題 D−2、課題 D−3）。さら

に、地震と津波の複合ハザードに対する PRA手法、地震あるいは津波による隣接サイトの事

故影響を考慮した PRA手法等を整備し、段階的にリスク情報を拡充していく（課題 D−4）。 

なお、原子炉施設において用いているレベル 1PRA については、PRA の基本的な技術的

要素を含んでいることから、できるだけ多くの職員が携わることで、PRA技術の習得や理

解を深める機会であることに留意して研究プロジェクトを運営する。 

 

上記を踏まえ以下のプロジェクトを実施する。 

 

○ リスク評価分野における安全研究プロジェクト 

⑧ 規制への PRAの活用のための手法開発及び適用に関する研究（H29-R3）（課題 D

−1、課題 D-2、課題 D−3、課題 D-4対応） 

 

E) シビアアクシデント（軽水炉） 

１）研究の必要性 

重大事故時の物理化学現象の支配要因及び解析上の不確実さの程度を把握するため、実

験を通じた現象の解明と得られた知見に基づく解析コードの開発を行う研究が重要であ
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る。また、これら物理化学現象の不確実さの程度を評価し、継続的に見直しを行うための

決定論及び確率論の両面の解析手法の整備を推進する研究が必要である。 

 

２）これまでの研究の動向 

重大事故時の物理化学現象等について国内外の施設を用いた実験を行い、最新知見を継

続的に拡充してきた。その中で、放射性物質のプール水中での除去効果及び構造壁への付

着挙動、格納容器内の熱流動挙動、溶融燃料のプール水中での冷却挙動について代表的な

条件での実験データを取得し、各現象における不確実さの大きな要因を特定してきた。 

また、これら特定した物理化学現象の不確実さの要因を含めて、詳細なメカニズムを考

慮した溶融燃料-冷却材相互作用（FCI）、溶融炉心-コンクリート相互作用（MCCI）、デブ

リベッド形成及び冷却性、デブリベッドからの放射性物質放出等の解析コードを開発し、

技術基盤の構築を進めてきた。 

さらに、このように構築された技術基盤及び PRAを活用して、重要な物理化学現象が格

納容器に与える負荷の程度と不確実さに関する評価手法の整備を進めるとともに、各事故

シーケンスを解析して、事故シーケンスとソースタームの特徴の整理を進めてきた。 

 

３）当該分野における研究課題 

上記の研究の必要性及びこれまでの研究の動向を踏まえ、今後の研究の課題を以下のと

おり設定する。 

（中長期的課題） 

E-1 重大事故時の物理化学現象の不確実さの程度を把握するための実験的知見を

拡充し、その分析を通じて解明したメカニズムに基づく解析コードを開発する。 

E-2 物理化学現象が格納容器に与える負荷の程度の評価、PRAにより抽出される事

故シーケンス及びソースタームの総合評価、ソースターム放出後の環境への影

響評価等を評価する手法を整備し技術基盤を整備する。 

 

４）R3年度以降の実施方針 

3)に述べた課題に対応するため、R3 年度以降の当該分野の研究の実施方針を以下のと

おりとする。 

これまでの実験で特定した不確実さが大きい要因を対象とした実験を行い、格納容器破

損防止対策等の重大事故時対応に影響を及ぼす可能性がある溶融デブリの冷却性、MCCI、

放射性物質の化学的挙動を考慮した移行、除去効果等の現象解明と解析コードの整備を継

続的に進める（課題 E−1）。 

また、これらの成果とレベル 2PRA（ソースターム評価）及びレベル 3PRA（環境影響評

価）から得られる知見を相互に活用するとともに、ソースターム放出等に関するデータベ

ースを整備する（課題 E−2）。 

 

上記を踏まえ以下のプロジェクトを実施する。 

 

○ シビアアクシデント（軽水炉）分野における安全研究プロジェクト 
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⑨ 重大事故時における重要物理化学現象の不確実さ低減に係る実験（R2-R7）（課

題E−1対応） 

⑩ 軽水炉の重大事故時における不確実さの大きな物理化学現象に係る解析コー

ドの開発（H29-R4）（課題 E−1対応） 

⑪ 軽水炉の重大事故における格納容器機能喪失及び確率論的リスク評価に係る

解析手法の整備（H29-R4）（課題 E−2対応） 

 

F) 熱流動・核特性 

１）研究の必要性 

事業者が講じた安全対策によって生じた安全余裕を定量的に把握し規制に適切に反映

させるためには、原子炉施設の「運転時の異常な過渡変化」、「設計基準事故」及び「重大

事故に至るおそれがある事故」を対象に事業者が実施する解析評価の妥当性確認に必要と

なる解析手法を整備するとともに、整備した最適評価コードを用いて、事故時の現実的な

プラント挙動の知見を拡充・取得していく研究が重要である。 

 

２)これまでの研究の動向 

原子炉の安全評価、異常発生時対応等に資するため、既存の最適評価コードを用いて重

大事故に至るおそれがある事故等の解析を行うとともに、最新知見等に基づいた解析機能

を適時に反映できる熱流動解析コードを開発してきた。核特性解析コード開発について

は、解析手法の選定並びにプロトタイプの開発及び検証を行ってきた。 

また、事故時の熱流動挙動の把握、解析コードの妥当性確認や複雑な現象の物理モデル

の開発等のため、熱流動実験を実施して、事故時の重要現象の詳細な機構解明に係るデー

タを取得してきた。 

さらに、不確かさを考慮した最適評価手法（以下「BEPU手法」という。）についての課

題抽出のために予備的な調査・検討を行ってきた。 

 

３)当該分野における研究課題 

上記の研究の必要性及びこれまでの研究の動向を踏まえ、今後の研究の課題を以下のと

おり設定する。 

（中長期的課題） 

F-1 設計基準事象から重大事故に至るおそれのある事故までを対象とした熱流動

特性を評価するための最適評価コード及び BEPU手法を整備する。 

F-2 設計基準事象から重大事故に至るおそれのある事故までを対象として、その現

実的な実機炉心核特性を評価するための最適評価コード及び BEPU手法を整備

する。 

 

４) R3年度以降の実施方針 

3)に述べた課題に対応するため、R3 年度以降の当該分野の研究の実施方針を以下のと

おりとする。 

熱流動分野については、最適評価コードに実験データに基づく詳細現象の物理モデルを
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導入するとともに、設計基準事象及び重大事故に至るおそれがある事故について解析を行

い、事故時の現実的なプラント挙動の知見を拡充する。また、事故時の重要現象及びプラ

ント挙動に係る実験的知見を拡充する。さらに、設計基準事象に対しては、BEPU 手法を

整備して適用し、不確かさを考慮したプラント挙動を評価する（課題 F−1）。 

核特性分野については、最適評価手法整備の一環として、3次元詳細炉心動特性解析コ

ードの本格開発を行うとともに、RIA時の局所ボイド発生の影響等の事象を網羅して実過

渡解析を行うための技術基盤を構築する。また、不確かさ評価手法整備の一環として、こ

れまで適用経験のある静特性計算に加え、燃焼計算及び動特性計算に拡大するとともに、

最新の評価済み核データライブラリで整備されている不確かさデータに係る最新知見を

導入する（課題 F−2）。 

上記を踏まえ以下のプロジェクトを実施する。 

 

○ 熱流動・核特性分野における安全研究プロジェクト 

⑫ 原子力プラントの熱流動最適評価に関する安全研究（R1-R4）（課題 F−1 対応） 

⑬ 核特性解析における最適評価手法及び不確かさ評価手法に関する研究 

（新規 R3-R6）（課題 F−2対応） 

 

G) 核燃料 

１）研究の必要性 

燃料の燃焼が進むことにより、従来知見とは異なる燃料破損挙動等が異常な過渡変化や

設計基準事故を模擬した試験において観察されている。燃料の安全性をより確かなものと

するために、高燃焼度化の影響に関して、試験データ等を取得する研究を行うとともに、

従来、注目されていなかった状況下での燃料挙動等についても知見を取得し、最新知見に

基づいて現行基準の妥当性を確認して、必要に応じて規制基準等の見直しを検討していく

ことが重要である。 

 

２）これまでの研究の動向 

高燃焼度対応改良ジルコニウム合金被覆管の照射成長試験を実施した。また、水素吸収

した燃料被覆管の延性及び外面割れ破損については、炉外試験を実施し、試験結果の評価

を行った。冷却材喪失事故（LOCA）時挙動については、照射済高燃焼度燃料被覆管の LOCA

模擬試験を実施するとともに、国際協力プロジェクトへ参加し、燃料破損挙動変化に関す

る技術情報を入手・評価した。また、反応度投入事故（RIA）時挙動については、改良ジ

ルコニウム合金被覆管を用いた高燃焼度対応改良燃料の RIA 模擬試験を実施し、従来よ

り低い燃料発熱量での燃料破損を確認した。 

 

３）当該分野における研究課題 

上記の研究の必要性及びこれまでの研究の動向を踏まえ、今後の研究の課題を以下のと

おり設定する。 

（短期的課題） 

G-1 RIA模擬試験において得られた試験データ（従来より低い燃料発熱量での改良
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型燃料の破損）の一般性を確認する。 

（中長期的課題） 

G-2 現行基準等制定時には考慮されていない燃料破損挙動が炉心の冷却性等に及

ぼす影響を評価するために必要な技術知見を取得する。 

G-3 事故を経験した燃料の耐震性等、研究事例が少ない状況下での燃料特性・挙動

について知見を取得する。 

 

４）R3年度以降の実施方針 

3)に述べた課題に対応するため、R3 年度以降の当該分野の研究の実施方針を以下のと

おりとする。 

研究炉を用いた RIA模擬試験及び試験燃料棒の詳細観察・分析を実施し、従来より低い

燃料発熱量での燃料破損について、その原因に関する知見を取得する。（課題G−1） 

事故模擬試験及び分離効果試験等を実施し、燃料棒外への燃料ペレット片放出等、現行

基準制定時には考慮されていない燃料破損が発生する条件や破損メカニズム等について

知見を取得する。（課題G−2） 

事故を経験して劣化した燃料の冷却可能形状維持の確認の観点から、事故後の燃料耐震

性評価に必要な知見を取得する。さらに、設計基準事故を超える条件での燃料損傷挙動に

ついて知見を取得する。（課題G−3）。 

また、事故耐性の向上を目指した新しい燃料の健全性評価手法の検討や、設計基準事故

及びそれを超える事故時の燃料健全性に係るより科学的合理性の高い判断基準の検討に

資する研究にも取り組む。 

 

上記を踏まえ以下のプロジェクトを実施する。 

 

○ 核燃料分野における安全研究プロジェクト 

⑭ 事故時炉心冷却性に対する燃料破損影響評価研究（R1-R5）（課題 G-1、課題 G−

2、課題 G-3対応） 

 

H) 材料・構造 

１）研究の必要性 

運転期間延長認可申請及び高経年化技術評価の審査では、発電所の長期供用に伴い顕在

化し、機器・構造物の機能低下を引き起こす可能性がある経年劣化事象に対して、最大 60

年にわたって規制基準等に適合することを確認している。これらを確認する上で必要とな

る経年劣化事象に対する最新知見を拡充するための研究が重要である。 

また、重大事故時の原子炉格納容器の終局的耐力の評価に係る技術的な知見の取得が重

要である。 

 

２）これまでの研究の動向 

原子炉圧力容器等の金属材料、ケーブルの劣化予測等に関する研究を実施してきた。原

子炉圧力容器の中性子照射脆化については、破壊じん性等の機械特性データを取得すると
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ともに、監視試験データに対して統計的解析手法を用いて、鋼材の化学成分、中性子照射

条件等が脆化に及ぼす影響について評価した。 

また、電気・計装設備の健全性評価手法の整備については、安全上重要なケーブル等に

ついて、加速劣化手法により模擬的に経年劣化を付与したケーブル等の重大事故模擬環境

下における絶縁性能データ等を取得し、経年劣化及び重大事故環境を考慮した健全性評価

手法を検討してきた。さらに、重大事故時の原子炉格納容器の終局的耐力の評価に係る知

見を取得するための要素試験を実施してきた。 

 

３）当該分野における研究課題 

上記の研究の必要性及びこれまでの研究の動向を踏まえ、今後の研究の課題を以下のと

おり設定する。 

（短期的課題） 

H-1 原子炉格納容器の終局的耐力の評価に資する知見を取得する。 

（中長期的課題） 

H-2 廃止措置中の実用炉等から取り出した実機材料を活用し、これまで整備してき

た経年劣化事象に対する知見を検証する。 

 

４）R3年度以降の実施方針 

3)に述べた課題に対応するため、R3 年度以降の当該分野の研究の実施方針を以下のと

おりとする。 

重大事故時の原子炉格納容器の終局的耐力の評価のために､格納容器鋼材の種々の延性

破壊モードに係る知見を取得する（課題 H-1）。 

また、実機材料を活用した試験等を行い、中性子照射脆化、熱時効、電気・計装設備の

絶縁低下等の経年劣化事象に係る健全性評価手法の妥当性を検証するとともに、機器の健

全性に関する知見を蓄積する（課題H−2）。 

さらに、原子炉圧力容器の加圧熱衝撃評価の科学的合理性を高める研究にも取り組んで

いく。 

 

上記を踏まえ以下のプロジェクトを実施する。 

 

○ 材料・構造分野における安全研究プロジェクト 

⑮ 重大事故時等の原子炉格納容器の終局的耐力評価に関する研究（H29-R3）（課

題H−1対応） 

⑯ 実機材料等を活用した経年劣化評価・検証に係る研究（R2-R6）（課題 H-2対応） 

 

I) 特定原子力施設 

１）研究の必要性 

東京電力福島第一原子力発電所の廃炉作業の安全性向上に資するため、燃料デブリ取出

し時の核特性評価に使用する知見及び放射性物質の放出による線量評価に資する知見を

取得していく研究が重要である。 
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２）これまでの研究の動向 

1F事故により、多様な性状（燃料デブリの組成、ウラン含有率、水分含有率、不均一性、

形状等）の燃料デブリが生じていることから、燃料デブリの性状をパラメータとした核特

性評価及び取出し作業時の線量評価のための手法及びデータを整備し、燃料デブリ取出し

時の臨界管理に向けての技術知見の取得を行ってきた。 

 

３）当該分野における研究課題 

上記の研究の必要性及びこれまでの研究の動向を踏まえ、今後の研究の課題を以下のと

おり設定する。 

（中長期的課題） 

I-1 東京電力福島第一原子力発電所では多様な性状（燃料デブリの組成、ウラン含

有率、水分含有率、不均一性、形状等）の燃料デブリが生じていることから、

燃料デブリの性状をパラメータとした核特性評価及び取出し作業時の線量評

価のための手法及びデータを整備する。 

 

４）R3年度以降の実施方針 

3)に述べた課題に対応するため、R3 年度以降の当該分野の研究の実施方針を以下のと

おりとする。 

燃料デブリの性状の不確かさを踏まえて臨界に至る条件の判断や取出し作業時の放射

線量の評価に資する手法とデータを解析と実験により整備する。また、燃料デブリ中の未

燃焼 Gdの分布等が臨界管理に及ぼす影響について検討し、手法の高度化及びデータの拡

充を図る(課題 I−1)。 

なお、廃炉措置に対する事業者の具体的計画について情報収集を行い、これに合わせて

検討項目を適時見直しする。 

 

上記を踏まえ以下のプロジェクトを実施する。 

 

○ 特定原子力施設分野における安全研究プロジェクト 

⑰ 福島第一原子力発電所燃料デブリの臨界評価手法の整備（H26-R3）（課題 I-1対

応） 

 

【 核燃料サイクル・廃棄物 】 

 

J) 核燃料サイクル施設 

１）研究の必要性 

加工施設及び再処理施設に対する将来的なリスク情報の活用に資するために、内部火災

等に関するリスク評価手法の整備を行うとともに、これらの施設で発生する可能性のある

重大事故等について、より詳細な解析及び試験を実施し、リスク評価を行う上での不確実

さを低減させていく研究が重要である。 
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放射性物質の貯蔵・輸送において、新たに活用が見込まれる解析コードによる評価手法

及び検証と妥当性確認の手法の知見を拡充するための研究が重要である。 

 

J−１ ＜加工施設･再処理施設関連＞ 

２－１）これまでの研究の動向 

内部事象及び地震を対象としたリスク評価手法の整備を行うとともに、グローブボック

ス火災の事象進展及び影響評価に適用する解析コードの妥当性確認及び蒸発乾固事象に

係る試験等により、重大事故等に関する科学的・技術的知見を取得した。また、内部火災

に関するリスク評価手法を検討してきた。 

 

３－１）当該分野における研究課題 

上記の研究の必要性及びこれまでの研究の動向を踏まえ、今後の研究の課題を以下のと

おり設定する。 

（中長期的課題） 

J-1-1 核燃料施設の新検査制度におけるリスク評価の活用を見据え、必要となる科学

的・技術的知見を取得する。 

 

４－１）R3年度以降の実施方針 

3-1)に述べた課題に対応するため、R3 年度以降の当該分野の研究の実施方針を以下の

とおりとする。 

重大事故等の事象進展シナリオを明確にする際のツールを整備する必要があり、その一

環として、再処理施設の蒸発乾固について低頻度高影響となる事象進展シナリオの明確化

のための試験データを取得する。MOX燃料加工施設のグローブボックス火災について実規

模のグローブボックス火災試験データ等に基づくベンチマーク解析により、火災事象進展

を評価するための解析コードの妥当性確認を行う。さらに長期的には、事業者のリスク評

価モデルの確認で生じた技術的課題を解決するため、内的事象のリスク評価手順の高度化

を必要に応じて行う(課題 J−1−1)。 

 

上記を踏まえ以下のプロジェクトを実施する。 

 

○ 核燃料サイクル施設分野 加工施設･再処理施設関連における安全研究プロジェク

ト 

⑱ 再処理施設及び MOX 燃料加工施設における重大事故等の事象進展に係る研究

（新規 R3-R7）（課題 J−1−1対応） 

 

J−２ ＜放射性物質の貯蔵・輸送関連＞ 

２－２）これまでの研究の動向 

核燃料輸送物及び使用済燃料貯蔵容器（金属キャスク）、並びに使用済燃料貯蔵施設の

遮蔽評価に対してモンテカルロコードを適用している諸外国におけるコードの検証と妥

当性確認の手法について調査した。 
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３－２）当該分野における研究課題 

上記の研究の必要性及びこれまでの研究の動向を踏まえ、今後の研究の課題を以下のと

おり設定する。 

 

（中長期的課題） 

J-2-1 モンテカルロコード及び専用の断面積ライブラリを用いた遮蔽評価の手法及

び検証と妥当性確認の手法の知見を拡充する。 

 

４－２）R3年度以降の実施方針 

3-2)に述べた課題に対応するため、R3 年度以降の当該分野の研究の実施方針を以下の

とおりとする。 

前年度作成した検証と妥当性確認の手順案の適用性を確認するために、対象解析コード

を選定し、手順案に沿ってコードの検証（Verification）作業を行い、その進捗も考慮し

ながらコードの妥当性確認（Validation）作業を行う。(課題 J-2-1) 

 

上記を踏まえ以下のプロジェクトを実施する。 

 

○ 核燃料サイクル施設分野 放射性物質の貯蔵・輸送関連における安全研究プロジェ

クト 

⑲ 使用済燃料等の輸送・貯蔵の分野における最新解析手法に係る評価手法の研究

(R2-R5)（課題 J-2-1対応） 

 

K) 放射性廃棄物埋設施設 

１）研究の必要性 

廃炉等に伴う放射性廃棄物の埋設のうち、中深度処分に係る規制については、これまで

の第二種廃棄物埋設等に関する研究の成果を用いて規制の考え方が取りまとめられ、さら

に規制基準等の検討が進められている。今後、整備された規制基準等に基づく審査で必要

となる科学的・技術的知見を取得する研究が重要である。また、中深度処分施設のモニタ

リング等に関する審査ガイドの策定に向けて、水理・地質学的事象等を把握する研究が重

要である。 

 

２）これまでの研究の動向 

第二種廃棄物埋設施設のうち、中深度処分の規制基準等の整備に向けた廃棄物埋設施設

の位置の要件に係る科学的・技術的知見を取得した。また、中深度処分の規制基準に関連

する審査ガイド等の整備として、隆起・侵食、断層等の自然事象に関する長期の評価に係

る科学的・技術的知見、さらに、バリアシステムの長期性能の評価に係る科学的・技術的

知見、廃棄物埋設施設の閉鎖措置の際の性能確認モニタリング等の地下水流動や核種移行

へ影響する要因の分析に係る科学的・技術的知見等の取得を進めてきた。 
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３）当該分野における研究課題 

上記の研究の必要性及びこれまでの研究の動向を踏まえ、今後の研究の課題を以下のと

おり設定する。 

（中長期的課題） 

K-1 第二種廃棄物埋設のうち、中深度処分の構成する人工バリアの材料特性及び長

期性能評価、天然バリアの地盤特性及び長期安定性評価、これらバリアの性能

確認等のモニタリングの整備に係る科学的・技術的知見等の蓄積を行う。 

 

４）R3年度以降の実施方針 

3)に述べた課題に対応するため、R3 年度以降の当該分野の研究の実施方針を以下のと

おりとする。 

天然バリアの自然事象を考慮した長期特性に関する研究、廃棄物埋設における長期性能

に関する研究、廃棄物埋設におけるシナリオ・線量評価に関する研究、モニタリングによ

る性能確認に関する研究を行う。また、より基礎的な岩盤の力学状態と水理特性、岩盤へ

の収着特性等に関する研究も実施する(課題 K−1)。 

上記を踏まえ以下のプロジェクトを実施する。 

 

○ 放射性廃棄物埋設施設分野における安全研究プロジェクト 

⑳ 廃棄物埋設における長期性能評価に関する研究（新規 R3-R6）（課題K−1対応） 

 

L) 廃止措置・クリアランス 

１）研究の必要性 

事業許可申請及び後続規制における廃棄体等の安全性の確認、廃止措置リスクの定量化、

及びクリアランスの検認を適切に行う上で、必要となる科学的・技術的知見を取得し、蓄

積する必要がある。また、上記に共通する基盤技術として、最新の放射能濃度の測定技術

について広く情報集め、測定における不確かさ等について知見を蓄積する必要がある。 

 

２）これまでの研究の動向 

放射化金属を含む新たな廃棄体等に対する放射能濃度評価方法の妥当性を確認する方

法を検討した。また、新規クリアランス対象物のうち、アスベスト及び PCBに対する放射

能濃度評価方法の妥当性の確認方法の検討及び濃度上限値の設定を実施した。さらに、廃

止措置の終了確認に関して年線量基準に相当する放射能濃度の導出方法を検討した。 

 

３）当該分野における研究課題 

上記の研究の必要性及びこれまでの研究の動向を踏まえ、今後の研究の課題を以下のと

おり設定する。 

（中長期的課題） 

L－1 今後クリアランス対象物の量の増加や多様化が予想されるため、クリアランス

の判断における放射能濃度測定の定量評価の妥当性確認手段を整備する。 

L－2 トレンチ処分対象物及び中深度処分対象物の放射能濃度評価において、放射能
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濃度評価に与える影響度及び評価精度を定量的に把握する。 

L－3 実用発電用原子炉の廃止措置に関して、廃止措置活動におけるリスクを評価す

る方法を検討する。 

L－4 今後認可申請が想定される研究施設等廃棄物処分において評価の対象となる

核種のインベントリ及び廃棄体からの浸出挙動を把握する観点から放射性核

種の化学形態、溶解度等の定量評価に関する知見を蓄積する。 

L－5 放射線核種分析に必要な前処理分離等様々な最新要素技術に関し、長半減期放

射性核種の分析結果の定量評価に係る信頼性確保のために求められる科学的・

技術的知見を蓄積する。 

 

４）R3年度以降の実施方針 

3)に述べた課題に対応するため、R3 年度以降の当該分野の研究の実施方針を以下のと

おりとする。 

クリアランスに係る放射能濃度の定量評価と信頼性確保に必要な技術について調査、検

討及び試験を実施し、留意事項を整理する(課題L−1)。 

廃棄体及びコンクリート等廃棄物に対し、数値シミュレーション等を用いて各種パラメ

ータの及ぼす影響度合いを定量的に把握する。また、トレンチ処分における大量の廃棄体

等を一括して測定する場合に考慮すべき要素についての知見を整理する (課題L−2)。 

実用発電用原子炉の廃止措置リスクに関する定性的な知見を基に、事故発生記録等に照

らしてリスクを評価する方法を検討する(課題L−3)。 

今後認可申請が想定される研究施設等の廃棄物処分においては、広く知見の収集と整理

を行う(課題 L-4)。 

放射線核種分析に必要な前処理等様々な最新要素技術に関し、最新の方法による核種分

析に関する研究を行い、最新要素技術における技術的留意点を抽出し知見を蓄積する(課

題 L-5)。 

 

上記を踏まえ以下のプロジェクトを実施する。 

 

○ 廃止措置・クリアランス分野における安全研究プロジェクト 

㉑ 放射性廃棄物の放射能濃度等の定量評価技術に関する研究（新規 R3-R6）（課題

L-1、課題 L-2、課題 L-3、課題 L-4、課題 L-5対応） 

 

【 原子力災害対策･放射線規制等 】 

 

M) 原子力災害対策 

１）研究の必要性 

IRRS において放射線防護に関する資源配分の強化を行う必要性を指摘されたことを踏

まえ、放射線防護措置の改善等に資する調査研究を体系的・効率的に取り組むことは重要

である。 
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２）これまでの研究の動向 

緊急時活動レベル（以下「EAL」という。）については、EALに該当する緊急事態の事象

と炉心損傷、格納容器機能喪失、早期大規模放出等のリスク指標との関係を整理してきた。

また、原子力災害時における屋内退避による被ばく線量の低減効果等に係る技術的な知見

を取得してきた。 

さらに、放射線防護措置の改善等に資する調査研究を行う放射線安全規制研究戦略的推

進事業において「原子力・放射線緊急事態における被ばく線量評価手法に関する研究」に

関する 1 件の調査研究及び「原子力災害等における公衆や災害対応者等の防護の実践力

向上のための調査研究」に関する 2件の調査研究を実施中である。また、「放射性物質に

よる多数の汚染・傷病者の初期対応に係る技術的課題の検討」に関して、発災直後の面的

な放射線モニタリング体制のための技術的研究を推進している。 

 

３）当該分野における研究課題 

上記の研究の必要性及びこれまでの研究の動向を踏まえ、今後の研究の課題を以下のと

おり設定する。 

（中長期的課題） 

M-1 原子力災害対策の実効性向上のための技術的知見の取得を行う。 

M-2 特定重大事故等対処施設等を考慮した EAL 判断に必要な技術的知見を取得す

る。 

 

４）R3年度以降の実施方針 

3)に述べた課題に対応するため、R3 年度以降の当該分野の研究の実施方針を以下のと

おりとする。 

事故進展に応じたプラントの状況等を検討し、特定重大事故等対処施設及び多様性拡張

設備を考慮した EAL判断に必要な技術的知見を取得する。なお、EALの見直し等に係る検

討状況を研究の実施内容及びスケジュールに反映する。また、確率論的環境影響評価手法

を用いた評価を行い、防護措置実施を検討するための技術的知見をとりまとめる（課

題 M-1、課題 M-2）。 

放射線安全規制研究戦略的推進事業等において、原子力災害等における公衆や災害対応

者等の防護の実践力向上のための調査研究を実施する（課題 M-1対応）。 

 

上記を踏まえ以下のプロジェクトを実施する。 

 

○ 原子力災害対策分野における安全研究プロジェクト 

㉒ 特定重大事故等対処施設等を考慮した緊急時活動レベル（EAL）見直しに関する

研究（新規 R3-R7）（課題 M-1、課題 M-2対応） 

㉓ 放射線安全規制研究戦略的推進事業（H29-）（課題 M-1対応） 

 

N) 放射線規制・管理 

１）研究の必要性 
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IRRS において放射線防護に関する資源配分の強化を行う必要性を指摘されたことを踏

まえ、放射線障害防止に係る規制等に資する調査研究を体系的・効率的に取り組むことは

重要である。 

 

２）これまでの研究の動向 

放射線防護については、眼の水晶体に係る新しい等価線量限度の国内規制への取り入れ

のため、眼の水晶体の被ばくの実態把握、線量評価手法の確立、適切な防護手段の策定等

に係る調査研究を行った。 

放射線規制については、医療等に用いられている加速器が装置の耐用年数を迎え、今後

更新に伴う廃棄が見込まれることを踏まえて、放射性同位元素等規制法におけるクリアラ

ンスの制度運用のための調査研究や、核医学施設等で用いられる短寿命α核種の合理的な

放射線規制のための調査研究を行ってきた。また令和元年度より、国際的知見の国内放射

線規制関係法令への取り入れ後の運用に係る共通的課題の解決のための調査研究を実施

中である。さらに令和 2 年度より、ICRP2007 年勧告等を踏まえた実効線量換算係数及び

線量限度の見直しを、国内の許認可で用いられる遮蔽線量評価に適切に反映する手順を開

発し、その技術ガイドを策定する研究を行っている。 

 

３）当該分野における研究課題 

上記の研究の必要性及びこれまでの研究の動向を踏まえ、放射線安全規制研究戦略的推

進事業において放射線規制の改善に資する調査研究を推進する。 

 

４）R3年度以降の実施方針 

3)に述べた課題に対応するため、R3 年度以降の当該分野の研究の実施方針を以下のと

おりとする。 

放射線安全規制研究戦略的推進事業において、令和 2年度実施の結果を踏まえ、方向性

を精査した上で規制の基盤となる研究及び規制の整備・運用に必要な調査研究を実施す

る。 

上記を踏まえ以下のプロジェクトを実施する。 

 

○ 放射線規制・管理分野における安全研究プロジェクト 

㉓ 放射線安全規制研究戦略的推進事業（H29-） 

 

O) 保障措置・核物質防護 

１）研究の必要性 

保障措置については、我が国の原子力平和利用を国際社会に示す観点から、国際的要請

等を勘案し、IAEA に認定されたネットワークラボの一員として国際的な取組に貢献する

必要がある。本件は、中立性や独立性への配慮、研究資源の投入についての優先付け、成

果の評価方法等について、原子力安全規制に係る安全研究とは異なる扱いが必要となる。 

核物質防護については、最新の IAEA 勧告の内容を国内規制に取り入れ、おおむね国際

的水準に遜色のない枠組みが確立されているところ、引き続き防護措置水準の維持・向上
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と国内規制の一層の高度化を図ることが必要である。 

なお、保障措置・核物質防護分野については、原子力安全規制に係る安全研究とは性質

が異なることから、安全研究プロジェクトの枠外で実施するものとする。 

 

２）これまでの研究の動向 

保障措置については、IAEA に認定されたネットワークラボの一員として国際的な取組

に貢献するため、少量の核燃料物質の取扱いが許可されている化学処理設備や極微量分析

装置を備えたクリーンルーム実験施設における新規分析手法の開発調査及び既存分析手

法の適応化試験に係る調査を通して、環境サンプル試料の分析技術を維持・高度化を図っ

た。 

核物質防護については、防護措置水準の維持・向上と国内規制の一層の高度化を図るた

め、国内外における核物質防護に対する取組の動向について情報収集等を行った。 

 

３）当該分野における研究課題 

上記の研究の必要性及びこれまでの研究の動向を踏まえ、保障措置については、環境サ

ンプル試料の分析に関する他国のネットワークラボと同等の技術の維持及び更なる高度

化のための研究を実施する。核物質防護については、海外の規制動向を踏まえて、原子力

施設等の核物質防護規制の高度化を図るため、核物質防護に対する取組の動向の情報収集

等を実施する。 

 

４）R3年度以降の実施方針 

3)に述べた課題に対応するため、R3 年度以降の当該分野の研究の実施方針を以下のと

おりとする。 

保障措置については、引き続き、環境サンプル試料の分析技術を維持しつつ更なる高度

化を継続的に図る。核物質防護については、引き続き、国内外における核物質防護に対す

る取組の動向について情報収集等を継続していく。 

 

【 技術基盤の構築・維持 】 

 

原子力規制を行う上で必要となる技術分野については、当面のところ緊急性が高い研究

課題が無い場合であっても、長期的な技術基盤の構築・維持のための研究を推進し、技術

の空洞化を防ぐとともに、日々の原子力規制のなかで必要となる技術課題等に即応できる

環境を整備していく。 

 

２． 令和３年度の安全研究プロジェクト 

表 1 に令和２年度に実施中の安全研究プロジェクトと令和３年度に実施すべき安全研

究プロジェクトを示す。令和２年度に行っている 22件の安全研究プロジェクトを実施中

であるところ、令和３年度の安全研究プロジェクトは 23件となった。その概要を別添の

とおり整理した。なお、規制課題への対処の必要性等から切れ目無い研究の実施を要する

研究課題に係る安全研究プロジェクトが令和 2年度に終了する場合は、引き続き令和 3年
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度から後継プロジェクトを実施することとする。 

令和３年度に実施する個々の安全研究プロジェクトは、今後、原子力規制庁が研究テー

マの設定及び研究実施内容の策定を行う過程において、本実施方針に基づき具体的に企画

し、安全研究計画を原子力規制委員会の webページで公開する。なお、今後の情勢の変化

等を踏まえ、当該概要から必要に応じて研究の実施概要が適宜変わる可能性がある。 
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表 1 令和 2年度および令和 3年度の安全研究プロジェクト 

黄色網掛け；令和2年度終了プロジェクト、緑色網掛け；令和3年度新規プロジェクト 

No. 令和2年度 安全研究プロジェクト  No. 令和3年度 安全研究プロジェクト 

1 
震源近傍の地震ハザード評価手法の高度化に関する

研究 

 
1 

震源近傍の地震ハザード評価手法の高度化に関する

研究 

2 津波ハザード評価の信頼性向上に関する研究 
 

2 
津波評価手法及び既往津波の波源推定に関する研究

（R3新規予定） 

3 断層の活動性評価に関する研究  3 断層の活動性評価に関する研究 

4 大規模噴火プロセス等の知見の蓄積に係る研究  4 大規模噴火プロセス等の知見の蓄積に係る研究 

5 
地震・津波及びその他の外部事象等に係る施設・設備

のフラジリティ評価に関する研究 

 
5 

外部事象に係る施設・設備のフラジリティ評価手法

の高度化に関する研究（R3新規予定） 

6 火災防護に係る影響評価に関する研究 
 

6 
火災防護に係る影響評価に関する研究（フェーズ2）

（R3新規予定） 

7 
人間工学に基づく人的組織的要因の体系的な分析に

係る規制研究 

 
7 

人間工学に基づく人的組織的要因の体系的な分析

に係る規制研究 

8 
規制への PRA の活用のための手法開発及び適用に関

する研究 

 
8 

規制へのPRAの活用のための手法開発及び適用に関

する研究 

9 
重大事故時における重要物理化学現象の不確実さ低

減に係る実験 

 
9 

重大事故時における重要物理化学現象の不確実さ

低減に係る実験 

10 
軽水炉の重大事故時における不確実さの大きな物理

化学現象に係る解析コードの開発 

 
10 

軽水炉の重大事故時における不確実さの大きな物

理化学現象に係る解析コードの開発 

11 
軽水炉の重大事故における格納容器機能喪失及び確

率論的リスク評価に係る解析手法の整備 

 
11 

軽水炉の重大事故における格納容器機能喪失及び

確率論的リスク評価に係る解析手法の整備 

12 原子力プラントの熱流動最適評価に関する安全研究 
 

12 
原子力プラントの熱流動最適評価に関する安全研

究 

 - 
 

13 
核特性解析における最適評価手法及び不確かさ評

価手法に関する研究（R3新規予定） 

13 燃料健全性に関する規制高度化研究   － 

14 事故時炉心冷却性に対する燃料破損影響評価研究  14 事故時炉心冷却性に対する燃料破損影響評価研究 

15 
重大事故時等の原子炉格納容器の終局的耐力評価に

関する研究 

 
15 

重大事故時等の原子炉格納容器の終局的耐力評価

に関する研究 

16 
実機材料等を活用した経年劣化評価・検証に係る研

究 

 
16 

実機材料等を活用した経年劣化評価・検証に係る研

究 

17 
福島第一原子力発電所燃料デブリの臨界評価手法の

整備 

 
17 

福島第一原子力発電所燃料デブリの臨界評価手法

の整備 

18 
加工施設及び再処理施設の内部火災等に関するリス

ク評価手法に関する研究 

 
18 

再処理施設及び MOX燃料加工施設における重大事故

等の事象進展に係る研究（R3新規予定） 

19 
使用済燃料等の輸送・貯蔵の分野における最新解析

手法に係る評価手法の研究 

 
19 

使用済燃料等の輸送・貯蔵の分野における最新解析

手法に係る評価手法の研究 

20 
廃棄物埋設に影響する長期自然事象の調査方法及び

バリア特性長期変遷の評価方法に関する研究 

 
20 

廃棄物埋設における長期性能評価に関する研究（R3

新規予定） 

21 放射性廃棄物等の放射能濃度評価技術に関する研究 
 

21 
放射性廃棄物の放射能濃度等の定量評価技術に関す

る研究（R3新規予定） 

 － 
 

22 
特定重大事故等対処施設等を考慮した緊急時活動レ

ベル（EAL）見直しに関する研究（R3新規予定） 

22 放射線安全規制研究戦略的推進事業  23 放射線安全規制研究戦略的推進事業 
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事前評価対象安全研究プロジェクトの研究計画 

（技術評価検討会での議論を踏まえ朱記修正） 

参考３ 
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研究計画（案） 

１．プロジェクト 2. 津波評価手法及び既往津波の波源推定に関する研究 

担当部署 
技術基盤グループ 

地震・津波研究部門 

担当責任者 杉野 英治 首席技術研究調査官 

２．カテゴリー・

研究分野 
【横断的原子力安全】 A) 外部事象（地震、津波、火山等） 主担当者 杉野 英治 首席技術研究調査官 

３．背景 

平成 23年 3月 11日に発生した東北地方太平洋沖地震による津波（以下「東北地震津波」という。）は、福島第一原子力発電所に襲

来し、重大な事故を引き起こした。この津波は、同発電所の当時の設計津波水位を上回ることになり、過去数百年の歴史記録に基づ

いて設定された設計津波水位による津波想定が十分ではないことを示した。 

東北地震津波の発生以後、平成 25 年に福島第一原子力発電所の事故を教訓に、「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造

及び設備の基準に関する規則（以下「現行規制基準」という。）」及び審査ガイドが施行された。特に、本プロジェクトの津波に関連

する規定としては、新たに「基準津波の策定」及び「超過確率の参照」が明記され、これを補足するガイドとして「基準津波及び耐

津波設計方針に係る審査ガイド（以下「津波審査ガイド」という。）」が策定された。津波審査ガイドには、基本方針として「基準津

波の策定」について、「最新の科学的・技術的知見を踏まえ、（中略）地震学的見地から想定することが適切なもの」とすること、ま

た、「確かさを考慮して数値解析を実施し、策定すること。」が記されている。これらの現行規制基準及び審査ガイドに基づいて現在、

既設発電所の適合性審査が行われている。 

また、平成 25年に改正された「核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律」により、事業者に対する「安全性の向上

のための評価」の実施が規定され、今後、適合性審査を終えた既設発電所から順次、安全性向上評価の定期的な実施が見込まれてい

る。この安全性向上評価は、電力事業者が主体的に行うものであるが、常に最新の科学的・技術的知見に基づいてなされる必要があ

る。上述の適合性審査及び安全性向上評価の確認に関連した原子力規制の継続的な高度化のためには、「基準津波の策定」や「超過

確率の参照」等に係る種々の評価手法について継続的な改善が重要である。 

これまでの津波に係る安全研究では、平成 28年度までのプロジェクト「D03.津波ハザード関連評価技術の整備」において、東北地

震津波の波源推定、その知見を踏まえたプレート間地震による津波水位評価のための津波波源モデルの設定方法、同津波波源モデル

を用いた確率論的津波ハザード解析手法、津波痕跡高情報及び津波堆積物情報を集めた津波痕跡データベース及び津波堆積物に基づ

く津波波源推定手法等に係る知見を蓄積してきた。これらの成果の一部参 8)-9)は、上記の津波審査ガイドに反映され、既設発電所の適

合性審査において有用な知見の一つとして活用されてきた。さらに、令和 2年度までのプロジェクト「2. 津波ハザード評価の信頼性

向上に関する研究」において、津波の発生要因となる地震の規模や発生頻度に係る不確かさが確率論的津波ハザードに与える影響、

海溝軸付近で発生する津波を対象に、地殻変動を模擬した水理実験を踏まえ、海底面の水平方向の地殻変動を考慮した既往の津波評

価手法の適用性等に関する知見を蓄積した。これらの成果の一部参 5)-7)は、広く原子力安全に役立てるため、学術論文として公表した。

（印刷中を含む。） 

上記の安全研究の成果を踏まえ、海溝軸付近で発生する津波については、水理実験の結果から既往の初期水位の設定方法参 1)では十

分に再現できない現象が見られたことから、津波初期水位の設定方法の改良・精緻化する必要がある。また、適合性審査では、策定

された基準津波の妥当性の判断として、歴史記録の津波痕跡高情報や津波堆積物情報、これらを用いて推定された既往津波の地震規

模及び波源位置に関する情報が活用されている。しかし、過去の巨大津波でも発生の記録はあるものの、その波源の位置や規模が明

確に定まっていないものがある。また、津波堆積物には、本質的に津波由来かどうかの確からしさ（信頼度）や、推定年代の幅、未

発見情報の場合でも津波による浸水や堆積物消失の可能性を否定できないことに起因する不確定性不確かさが伴う。上記の安全研究

で整備した「津波堆積物に基づく津波波源推定手法参 4)」を活用し、津波堆積物の不確定性不確かさを考慮して、過去の巨大津波の波

源を具体化するとともに、津波堆積物の不確定性不確かさと推定波源の相関関係を把握することが重要である。 

４．目的 

本プロジェクトでは、津波評価手法及び既往津波の波源推定に関する以下の研究を行い、審査等の際の判断に必要な知見を収集し、

整備することを目的とする。 

(1) 海溝軸付近で発生する津波の初期水位設定方法の改良 

海溝軸付近で発生する津波を模擬した水理実験結果等に基づいて、津波の初期水位の生成過程メカニズムの解明と、その特徴

を考慮した津波の初期水位設定方法の改良に関する知見を拡充する。 

(2) 既往の巨大津波の波源推定 

津波波源が明確になっていない既往の巨大津波を対象に、津波堆積物調査を実施し、津波堆積物の不確定性不確かさを整理す

る。また、土砂移動モデルを用いた津波堆積物に基づく波源推定手法を適用し、具体的な津波波源を推定するとともに、津波堆

積物の不確定性不確かさと推定波源の相関性に関する知見を拡充する。 

５．知見の活用先 
本プロジェクトの実施項目で得られた成果等は、「基準津波及び耐津波設計方針に係る審査ガイド」に関連する NRA 技術報告の作

成及び安全性に係る評価の高度化に資する。 

54



６．安全研究概要 

（始期:Ｒ３年度） 

（終期:Ｒ６年度） 

本プロジェクトの研究は、「原子力規制委員会における安全研究の基本方針」（改正 令和元年５月２９日原子力規制委員会決定）

における安全研究の目的のうち以下の分類に基づき実施する。 

② 審査等の際の判断に必要な知見の収集・整備（以下「分類②」という。） 

 

(1) 海溝軸付近で発生する津波の初期水位設定方法の改良【分類②】 

津波の初期水位の設定に当たっては、海底の地殻変動量（鉛直成分）分布を海面に与える方法が従来用いられてきた。既往研究参 1）

では、地殻変動の水平変位による鉛直成分への寄与を考慮する方法が示されており、これを基本とする考え方も一般的になりつつあ

る（図 1）。しかし、R2 年度までに実施した安全研究において、海溝軸付近の地形を模擬し、地殻変動の水平変位による鉛直成分へ

の寄与が海水面の水位変動に与える影響を確認するための水理模型実験（図 2）と同一条件での非線形長波理論に基づく津波伝播解

析を行ったところ、図 3 に示すように、青丸の実験による水位は、既往研究の方法を用いた赤丸の解析による水位よりも大きくなる

ことを確認した参 4）。そこで、海溝軸付近で発生する津波について、初期水位の生成過程に関する実験的及び解析的な既往研究をレ

ビューして知見を蓄積するとともに、R2年度までの水理実験の条件に新たな条件及び計測項目を追加してデータを取得する。さらに、

水理実験結果等を踏まえて初期水位の設定方法の改良に関する知見を拡充する。 

本研究テーマの実施項目は以下のとおりである。 

(a) 初期水位の生成過程に関する実験的及び解析的な既往研究をレビューして知見を蓄積する。 

(b) 津波の初期水位の生成過程を明らかにするために、海溝軸付近で発生する津波を模擬し、R2年度までの水理実験の条件に新た

な条件及び計測項目を追加した水理実験を行い、津波発生時の海水面の水位変動や水中の流速場に関するデータを取得する。 

(c) 実現象を考慮した津波初期水位の設定のため、水理実験結果を踏まえ、既往の初期水位の設定方法を改良する。 

(d) 上記の改良方法を用いて既往津波のインバージョン解析を行い、津波波源のすべり量分布を推定し、改良方法の効果を確認す

る。上記の改良方法を既往の津波の再現解析に適用して、沿岸部での水位に及ぼす影響を確認する。 

 

 (2) 既往の巨大津波の波源推定【分類②】 

既往の巨大津波には、過去に発生したことは分かっていてもその全容（津波波源の位置や規模）が解明されていないものが存在す

る。澤井参 2）や宍倉参 3）の研究によると、図 4に示すように、1611 年慶長三陸地震津波については、その波源の位置が三陸海岸沖であ

ったとする考えと千島海溝沿いにあったとする考えの二つの説があり、未だ決着がついていない。そこで、平成 28年度までの安全研

究で整備した数値シミュレーションにより津波堆積物情報から津波波源を推定する手法参 4）を利用して、1611 年慶長三陸地震津波を

事例として具体的な津波波源の推定を試みる。そのために、まず、当該津波によると考えられる津波堆積物に関する文献調査及び、

現地調査と年代分析を行ってデータを拡充する。次に、千島海溝沿いから日本海溝沿いに複数の津波波源（シナリオ波源）を想定し

て津波の陸上遡上及び土砂移動の解析を実施し、データベースを作成する。これらの津波堆積物情報及び解析結果のデータベースを

用いて、具体的な津波波源を推定し、津波堆積物の不確定性不確かさと推定波源の相関性に関する知見を拡充する。本研究テーマの

図 1 津波初期水位設定のイメージ 

図 3 実験と解析の最大水位と底面高さの増分の比

（Hmax/dy）と無次元ライズタイム（ Tr/（L/c） ）の関係 

図 2 水理実験装置の概要（実地形の約 1/30,000スケール相当） 

H
m

ax
／

d
y

Tr/（L/c） L:斜面長、c:波速

（道口他、2019 参 5）） 

（Michiguchi et al.、2020 参 6）の一部修正） 

地殻変動の水平変位に
よる鉛直成分への寄与

uh

海水面の上昇
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実施項目は以下のとおりである。 

(a)津波堆積物に関する既往の文献調査及び、現地調査と年代分析 

(b)想定津波波源モデルの作成と土砂移動解析の実施及び解析結果のデータベースの作成 

(c)津波堆積物の不確定性不確かさを考慮した津波波源の推定 

(d)津波堆積物の不確定性不確かさと推定波源の相関関係の整理 

 

 

実施行程表 

 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

（１）海溝軸付近

で発生する津波

の初期水位設定

方法の改良 

 

 

既往研究の知見の

整理、水理実験の

実施  

 

 学会発表▽ 

 

津波の初期水位の

生成過程の把握、

解析手法の改良及

び水理実験結果を

用いた検証  

 

 

改良方法を用いた

インバージョン解

析の既往津波への

適用（再現解析）

の実施 

 

論文投稿▽ 

 

データ及び初期水

位の設定方法のま

とめ 

（２）既往の巨大

津波の波源推定 

 

津波堆積物の文

献・現地調査 

 

土砂移動解析ツー

ルの整備 

 

 

津波堆積物の現地

調査・年代分析 

 

シナリオ波源の設

定及び土砂移動解

析の実施及びデー

タベースの拡充 

 

津波堆積物の 

年代分析 

 

 

 

波源推定 

 

 

 

 

 

論文投稿▽ 

津波堆積物の不確

定性不確かさと推

定波源の相関関係

の整理 
 

図 4 1611年慶長三陸津波の津波波源に関する知見の整理 

図 5 津波堆積物を用いた津波波源推定のイメージ 

推定波源津波堆積物

地点A

追加地点D

地点B

・地点A～Cのみで津波

堆積物が確認される場
合に推定される波源

堆積物を発生させる波源

地点C

・地点Dが地点A～Cと同

じイベントと分かった場
合に推定される波源

1611年慶長三陸地
震津波の推定波源

近年の津
波堆積物
調査の結
果

・歴史記録として1611年慶長
三陸津波の記述多数
・1896年明治三陸津波と同タ
イプ

？

？

【従来】 【近年】

1611年慶長三陸津波によると
考えられる津波堆積物

三陸海岸沖

津波堆積物分布から
波源は千島海溝か

ただし、以下の課題有り

・確認されている津波堆
積物のイベントは1611年

慶長三陸津波によるも
のか

・千島海溝での地震の場
合、本州で大きな津波は
確認されるのか

・三陸海岸沖の波源北端
は、より北側だったので
はないか

等
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７．実施計画 

【令和 3年度の実施内容】 

(1) 海溝軸付近で発生する津波の初期水位設定方法の改良 

初期水位の生成過程に関する実験的及び解析的な既往研究をレビューして知見を蓄積する。また、海溝軸で発生する津波の初

期水位の生成過程を明らかにするために、海溝軸付近で発生する津波を模擬し、R2年度までの水理実験の条件に新たな条件及び

計測項目を追加した水理実験を行い、津波発生時の海水面の水位変動や水中の流速場に関するデータを取得する。 

(2) 既往の巨大津波の波源推定 

1611年慶長三陸地震津波を対象に、津波堆積物に関する文献調査及び現地調査を実施する。また、過年度に整備した土砂移動

モデルを津波解析コード SANNAMI(+TUNAMI)に組み込み、土砂移動解析ツールを整備する。 

【令和 4年度の実施内容】 

(1) 海溝軸付近で発生する津波初期水位の設定方法の改良 

水理実験結果を整理し、津波の初期水位の生成過程を把握する。また、実現象を考慮した津波初期水位の設定のため、水理実

験結果を踏まえ、既往の初期水位の設定方法を改良（津波解析コード SANNAMI(+TUNAMI)の津波初期水位設定機能を改良）する。 

(2) 既往の巨大津波の波源推定 

R3年度に引き続き、津波堆積物調査を実施する。加えて、得られた津波堆積物の年代分析を行う。また、複数のシナリオ波源

を設定し、土砂移動解析を行い、解析条件及び解析結果をデータベースに登録しデータベースの拡充を図る。 

【令和 5年度の実施内容】 

(1) 海溝軸付近で発生する津波初期水位の設定方法の改良 

R4年度までに改良した津波初期水位の設定方法を用いて既往の津波のインバージョン解析を行い再現解析に適用し、津波波源

のすべり量分布を推定し、改良方法の効果を確認する。沿岸部での水位に及ぼす影響を確認する。 

(2) 既往の巨大津波の波源推定 

R4 年度に引き続き、津波堆積物調査及び年代分析を行う。また、津波堆積物情報及びデータベースを用いて、1611 年慶長三

陸地震津波の波源を推定する。 

【令和 6年度の実施内容】 

(1) 海溝軸付近で発生する津波初期水位の設定方法の改良 

R5年度までに取得した初期水位の設定方法の改良に関する知見を整理し、津波の初期水位の生成過程と、その特徴を考慮した

津波の初期水位の新たな設定方法を提案し、取りまとめる。 

(2) 既往の巨大津波の波源推定 

R5 年度までに取得した津波堆積物の調査結果及び津波波源の推定結果から津波堆積物の不確定性不確かさを考慮することで

津波堆積物の分布と推定波源の複数の組合せが得られる。これらを対象に、津波堆積物の不確定性不確かさと推定波源の確から

しさを数値化して、相関関係を整理する。 

８．実施体制 

【地震・津波研究部門における実施者】 

○杉野英治 首席技術研究調査官 

 道口陽子 技術研究調査官 

佐藤太一 技術研究調査官 

 

【前年度までの共同研究先】 

・国立大学法人東北大学及び東北学院大学・・・実施項目(１) 

９．備考 
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(8) 杉野英治，呉長江，是永眞理子，根本信，岩渕洋子，蛯沢勝三：原子力サイトにおける 2011東北地震津波の検証、日本地震工学

会論文集，Vol.13，No.2，pp.2-21，2013． 
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研究計画（案） 

１．プロジェクト 5. 外部事象に係る施設・設備のフラジリティ評価手法の高度化に関する研究 

担当部署 
技術基盤グループ 

地震・津波研究部門 

担当責任者 大橋 守人 首席技術研究調査官 

２．カテゴリー・

研究分野 
【横断的原子力安全】 A) 外部事象（地震、津波、火山等） 主担当者 

山﨑 宏晃 統括技術研究調査官 

日比野憲太 統括技術研究調査官 

３．背景 

「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則」（平成 25 年原子力規制委員会規則第 5 号）にお

いて、設計基準対象施設については「地震による損傷の防止」（第四条）及び「津波による損傷の防止」（第五条）、地震・津波以外

の「外部からの衝撃による損傷の防止」（第六条）等が、同様に重大事故等対処施設については「重大事故等対処施設」（第四十三条）

及び「特定重大事故等対処施設」（第四十二条）等が外部事象（地震、津波、火山等）に対する規制要求事項として規定されている。

また、平成 25 年に改正された「核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律」により、事業者に対する安全性の向上のた

めの評価の実施が規定されている。 

外部事象はその規模及び発生頻度等の不確かさが大きく、福島第一原子力発電所事故の教訓から低頻度ではあるが影響の大きい事象

が発生する可能性が否定できないことが認識されている。また、安全性向上評価においては、外部事象に係る確率論的リスク評価(PRA)

の活用が見込まれる。 

そのため、これから重要性が増していくリスク評価を考慮した外部事象に対する建屋、設備、防潮堤等の応答及び耐力に基づく損傷

の度合い（フラジリティ）に係る評価の精度向上等に係る研究に取り組むことが重要である。 

 以上を踏まえ、前プロジェクトでは地震・津波・衝撃の各分野において、以下のフラジリティに係る研究を実施してきた。 

(1)地震に対するフラジリティ評価手法の高度化の検討 

地震に対する前プロジェクトにおいて、建物・構築物の三次元挙動に係る耐震評価手法の整備のために、原子炉建屋及び周辺地盤

の地震応答解析を行い、建屋応答の評価手法に係る知見を拡充した（１）（２）。また、礫質土等の埋め立て地盤の液状化については、

遠心模型実験及びシミュレーション解析等により礫質土地盤の液状化時の変形挙動等に係る知見を拡充した（３）。さらに、配管設備

の地震時亀裂進展に係る評価手法を提案するとともに、耐震重要設備の耐震余裕を整理した（４）。 

(2)津波に対するフラジリティ評価手法の高度化の検討 

津波に対する前プロジェクトでは、防潮堤を対象に、設計条件を超える津波までを模擬した水理試験及びシミュレーション解析を

実施し、防潮堤への作用荷重、津波漂流物による影響等を評価した。防潮堤の耐津波設計手法については、持続波に対する既往の設

計手法の適用範囲を明らかにするとともに、適用範囲を超える場合の評価手法及び段波が防潮堤の構造健全性に与える影響について

研究を実施し、その成果を公表した（５）。 

(3)飛翔体等の衝突に対する衝撃評価手法の高度化の検討 

地震・津波以外の外部事象に対する構造健全性評価として、飛翔体等の衝突に対する構造物の衝撃評価手法の整備を目的に、前プ

ロジェクトでは、飛翔体等の衝突に対する建物・構築物の局部損傷及び全体損傷に対する試験及びシミュレーション解析を行い、衝

撃力に対する応答評価手法を検討した（６）。また、設備の衝撃力に対する耐力評価を行った（７）。さらに衝撃研究の一環として、兼

用キャスクのスラップダウン落下に係る試験及びにシミュレーション解析を行い、スラップダウン落下の影響を把握するとともに従

来評価についての適用性を確認した（８）。 

 

４．目的 

本プロジェクトでは、外部事象に係る科学的・技術的知見及び規制基準等の整備に活用するための知見の拡充等に資することを目的

に、地震・津波・衝撃の各分野において以下の研究を行う。 

(1) 地震に対するフラジリティ評価手法の高度化の検討 

新規制基準の適用以降に増大した基準地震動を用いる事で顕在化した耐震評価における技術的課題や、基準地震動を越える地震力

に対して、建物・構築物や設備に係る耐震評価手法の妥当性を検討する。 

(2) 津波に対するフラジリティ評価手法の高度化の検討 

 従来の評価で用いられている津波波力よりも大きな波力が生じる場合の、海岸付近の地形条件の検討を行う。 

(3) 飛翔体等の衝突に対する衝撃評価手法の高度化の検討 

実際の建物・構築物を想定し、複雑な設置状態・形状をした建物・構築物の衝撃評価や、衝撃力に対する設備の応答評価手法の検

討を行う。  

 

５．知見の活用先 

本プロジェクトで得られた成果は、外部事象に対する応答及び耐力の評価に関連する NRA技術報告等の作成及び必要に応じて審査ガ

イドの改正等の要否の検討を含めた安全性に係る評価の高度化に資する。また適宜、新規制基準適合性に係る審査等の際の判断に資す

る。 
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６．安全研究概要 

（始期:Ｒ３年度） 

（終期:Ｒ６年度） 

本プロジェクトの研究は、「原子力規制委員会における安全研究の基本方針」（令和元年５月２９日原子力規制委員会決定）におけ

る安全研究の目的のうち以下の分類に基づき実施する。 

① 規制基準等の整備に活用するための知見の収集・整備（以下「分類①」という。） 

② 審査等の際の判断に必要な新たな知見の収集・整備（以下「分類②」という。） 

④ 技術基盤の構築・維持（以下「分類④」という。） 

 

(1)地震に対するフラジリティ評価手法の高度化の検討【分類①、④】 

a.建屋の耐震安全性評価手法の適用性評価 

a-1非線形挙動を示す建屋の耐震安全性評価手法の適用性評価 

建屋の耐震安全性評価手法の適用性について、令和２年度までは原子炉建屋を対象とした三次元 FEMモデルを用いた地震応答解

析により、応答挙動に影響を及ぼす因子を分析整理し、建屋の三次元地震時挙動の精緻化に資する知見を蓄積してきた(１)。今後は、

これまでの三次元解析に関する知見を踏まえ、非線形挙動を示す建屋の耐震安全性評価手法の適用性に係る以下の検討を実施す

る。 

原子力発電所の建屋の中には、構造形状や重量配分及び地盤条件等により、基準地震動の増大に伴い地震時の接地率が低くなる

建屋も存在する。低接地率の建屋では上下応答を適切に評価する必要があり、採用する評価手法の適用性について確認が必要であ

る。しかし、この様な低接地率状態となる建屋について、低接地率の挙動や動的な鉛直地震動の影響に着目した研究事例が殆ど無

い。従って、低接地率状態となる建屋の応答評価に関する知見を蓄積する必要がある。 

また、原子炉建屋において、これまでは設計基準事象のうち通常時の状態を対象とした検討を実施し知見を蓄積してきたが、事

故後の状態を対象とした高温・高圧状態の影響を受けた建屋の地震時応力解析に関する知見は少なく、高温状態等の影響を受けた

建屋の地震時応力解析の適用性を確認するには、それらが応答特性へ与える影響に関する知見を蓄積する必要がある。 

そこで、低接地率状態の建屋の応答評価及び、高温状態等の影響を受けた建屋の地震荷重作用時の応答特性に与える影響評価に

関する既往知見の調査並びに関連する試験や解析による応答特性の把握から、非線形挙動を示す建屋の耐震安全性評価手法の適用

性に係る知見を拡充する。（図１-１） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

低接地率状態の建屋の概念図                高温状態等の影響を受けた建屋の概念図 

図１-１ 低接地率状態の建屋及び高温状態等に曝された建屋の概念図 

 

 

a-2高密度に配置した地震計による建屋の精緻な三次元挙動の把握 

建屋の応答挙動については、建屋における地震観測記録に基づき、シミュレーション解析等を用いて三次元的な応答挙動を把握

している。しかし、原子炉建屋の三次元解析による既往の検討では、開口部や壁からの離隔等により床版の局所的な応答が見られ、

これまでの原子炉建屋の三次元解析モデルによる検討においても、同一フロア内で場所により応答に差異が確認された（１）。その

ため、より多くの観測地点における記録に基づき、精緻に建屋の応答挙動を把握する必要がある。そこで建屋の精緻な三次元挙動

を把握するため、令和２年度までに実建屋において地震観測システムを整備し、建屋の振動特性の分析等を実施してきた（２）。今

後は、実建屋における地震観測等の記録を計測・分析及びその記録のシミュレーション解析等を実施し、地震応答解析モデルの精

緻化に係る知見を拡充する。（図１-２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１-２ 建屋及び地盤における地震観測の概念図 
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b. 礫質土等の地盤の液状化による施設への影響評価 

礫質土地盤の液状化評価について、令和２年度までは防潮堤が設置される原子力発電所施設沿岸部の地形や地質を想定した護岸

や盛土を有する礫質土地盤モデルに関し、遠心模型実験及びシミュレーション解析等を実施してきた。通常、液状化し難いと言わ

れてきた礫質土地盤においても、基準地震動レベルの地震動が作用した場合、過剰間隙水圧の上昇等が確認され液状化時の礫質土

地盤の変形挙動等に係る知見を蓄積してきた(3) 。（図１－３） 

これまでの検討により、礫質土地盤においても液状化が発生することは確認されてきたが、その傾向は通常の砂地盤とは異なる

ことから屋外重要土木構造物等の応答特性や作用荷重等、施設への影響の程度も異なる可能性がある。しかし、礫質土地盤の液状

化による施設への影響に関して実験等により評価した既往の知見は少なく審査に資する知見を蓄積する必要がある。そこで、今後

は、防潮堤や屋外重要土木構造物等の施設の周辺地盤を対象に、原子力発電所特有の条件として地震動、礫質土等の地盤材料、地

形等の特性を踏まえた液状化実験やシミュレーション解析等を実施し、礫質土地盤の液状化による施設への影響評価に係る技術的

知見を拡充する。（図１-４） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１-３ 遠心模型実験及び解析の一例（３） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１-４ 施設への影響評価を対象とした液状化試験体の概念図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

有効応力解析モデル 

遠心模型実験結果 

遠心模型実験モデル 

61



 

c. 既設プラントの設備の耐震性の把握 

旧原子力発電技術機構及び原子力安全基盤機構は、機器配管系、電気品等の設備の耐震性の把握を目的として、その振動試験を

継続的に行ってきた例えば、（９）（１０）（１１）。これらの振動試験は、新設プラントの許認可等の審査に資することを目的としたもので

あり、新品の耐震 S クラスの設備を対象として、基準地震動レベルまでの耐震性を確認するとともに、一部の設備については限界

耐力までを把握してきた。しかしながら、近年は平成 19年の新潟県中越沖地震を受けた柏崎刈羽原子力発電所や平成 23年の東北

地方太平洋沖地震を受けた女川原子力発電所等、大きな地震を経験した既設プラントに係る審査も行われている。また、先の東北

地方太平洋沖地震を受けた福島第一原子力発電所の事故以降に策定された新規制基準は、適切な不確かさを考慮した基準地震動の

設定を要求するとともに、炉心の著しい損傷が発生しじた場合においてでも原子炉格納容器の破損による工場等外への早期又は大

量の放射性物質の異常な水準の放出を抑制防止するための特定重大事故等対処施設の設置、それに対する基準地震動を一定程度超

える地震動に対する頑健性も併せて要求している。さらに、事業者に自主的な安全性向上の取り組みを促進するため、確率論的リ

スク評価や安全裕度評価に基づく安全性向上評価の提出を要求している。 

上述を踏まえ、新規制基準に適合した既設プラントの確率論的リスク評価や安全裕度評価に資するため、大きな地震を経験した

設備の耐震性や新たに導入された設備の耐震性、特にその基準地震動を超える領域での耐震性を明らかにする必要がある。（図１

－５） 

 

 
図１－５ 特定重大事故等対処施設の概要（１２） 

 

c-1 大きな地震を経験した設備の耐震性の把握 

過去に大きな地震を経験した配管系の基準地震動を超える地震荷重における耐震性を把握するため、試験片を用いた材料試験及

び配管要素試験体を用いた振動試験を行う。試験で観測された繰り返し荷重下での弾塑性挙動及び疲労強度について、有限要素法

等によって詳細に評価し、既往の疲労評価手法の適用性を確認する。（図１－６） 

 

図１－６ 配管要素の振動試験の一例 

 

c-2 既設プラントに新たに導入された設備の耐震性の把握 

新規制基準に適合した既設プラントの耐震性を把握するため、新たに導入された設備やその構造・機構に着目して振動試験を行

い、その現実的な耐力やばらつきを評価する。また、衝撃力等により生じる高振動領域での振動試験も併せて行い、外力の振動領

域の違いが設備の現実的な耐力やばらつきに及ぼす影響も把握する。（図１－７） 

      

図１－７ 過去に旧原子力発電技術機構/原子力安全基盤機構で実施した設備の振動試験の一例 

（左：電気品、右：大型立形ポンプ） 
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(2) 津波に対するフラジリティ評価手法の高度化の検討【分類①】 

a. 黒津波の発生条件等の検討 

東北地方太平洋沖地震に伴う津波の経験等から、海底面にヘドロ状の堆積物が存在する沿岸海域に津波が来襲した際、このヘド

ロ状の堆積物が混入した津波（以下「黒津波」という。）が発生する場合があり、特に、港湾や防波堤等の入口の様な狭窄部を通

過する津波は、この傾向が顕著になることが知られている（１３）。 

そこで、沿岸海域の地形効果やヘドロ状の堆積物の堆積量等に着目し、水理試験やシミュレーション解析を実施、黒津波の発生

条件等を検討し、その知見を拡充する。（図２－１） 

 

 

防潮堤

防波堤

ヘドロ状の
堆積物

津波

黒津波

 
 

図２－１ 狭窄部による黒津波発生の概念図 

 

 

(3)飛翔体等の衝突に対する衝撃評価手法の高度化の検討【分類②、④】 

a.建物・構築物の設置状況及び形状特性を考慮した衝撃評価 

これまで、衝撃力が作用する建物・構築物を対象にした評価に係る研究として、高速衝突による鉄筋コンクリート板の局部損傷

に係る研究及び 3 階建て構造物を摸擬した試験体外壁への物体衝突を起因とした構造物の衝撃挙動に係る研究（図３-１ a））を

実施してきた。過年度の成果として、実験による実現象の確認及び実験の再現解析から評価手法の妥当性等を確認した例えば（６）（図

３－１）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３-１ 構造物への衝突実験 

 

建物・構築物に対する既往の耐衝撃研究や令和 2年度までに規制庁で実施してきた研究は、平板構造や簡略化した構造物を対象

にしたものが殆どである。一方、原子力施設には多くの地中設置の構造物が存在し、岩盤内又は上載部を土やマンメイドロック等

で埋め戻された地盤に設置されており、審査ガイド（１４）では評価対象となる施設が地下に設置される場合にも衝撃破損について

の評価が求められている。 

また、実構造物は様々な形状を有しており、現実的な形状を考慮した衝撃評価も必要となる。現実的な形状を考慮した既往研究

としては、衝撃作用に対する RC 構造物の補強対策（ライナー等）に関する研究や構造物内の壁や床等を考慮した多層版による防

護に関する研究等（例えば１５、１６）があるが、その数は少ない。この様に構造物の設置状況や構造形状等を踏まえた、現実的な条件で

の衝突評価の事例は少なく、これらの評価に係る知見を蓄積する必要がある。 

そこで、岩盤内設置等の設置状況や構造物の複雑な形状を考慮した局部損傷に関する評価手法の適用性を検討する。具体的には、

岩石供試体への衝突実験及び実構造物で見られる形状を摸擬した試験体への衝突実験を実施し、実験結果の分析および実験の数値

シミュレーション解析を通して、衝突時の応答に係る知見を拡充する。（図３-２） 

 

 

 

 

 

 

63



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

建物・構築物の設置状況(地中設置)の概念図              多層版衝突実験の概念図（既往研究例） 

図３-２ 岩盤への貫入及び多層版衝突実験の概念図 

 

 

b. 衝撃力に対する設備の応答評価手法の検討 

R2 年度までに実施してきた電気品等の設備の衝撃振動試験では、ガタ系等を有する構造によって衝撃応答が増幅し、設備が損

傷する事例を確認した（７）。そのため、衝撃力に対する設備の健全性を評価するには、設備を構成する要素の耐力に係る知見に加

え、ガタ・摩擦系等を含む設備の応答に係る知見も拡充する必要がある。 

そこで、衝撃力に対する設備の応答等に係る知見を拡充するため、電気品等のキャビネットに着目し、その基本構造及びそれに

ガタ・摩擦系等を加えた試験体を制作、その衝撃振動試験を実施する。また、ガタ・摩擦系等を含む設備の応答評価手法を検討す

るため、既往知見に基づき衝撃応答解析を実施し、衝撃振動試験結果と比較することにより、その適用性を確認する。（図３－３，

３－４） 

 

鉛直方向(Z)

前後方向(Y)

左右方向(X)

損傷前 損傷後
 

図３－３ ガタ系を有する設備の衝撃振動試験とその損傷事例 
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図３－４ 衝撃振動試験のイメージと電気品の解析モデルの一例 
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実施行程表 

 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

(1)a-1 

 

 

・低接地率状態となる

建屋の解析モデル、応

答挙動に係る調査、解

析及び取りまとめ 

 

・高温状態等に曝され

た建屋の地震時応力

解析の適用性に係る

調査・実施計画の検討 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・高温状態等に曝され

た建屋の地震時応力

解析の適用性に係る

予備検討 

 

 

 

 

 

 

 

 

・高温状態等に曝され

た建屋の地震時応力

解析の適用性に係る

実験・解析 

 

 

 

 

 

 

 

・高温状態等に

曝された建屋の

地震時応力解析

の適用性に係る

知見の取りまと

め 

 

(1)a-2 

 

 

・観測記録等に基づく

建屋の固有振動モー

ドの分析 

 

 

 

・観測記録等に基づく

建屋の応答特性の把

握 

 

 

・観測記録等の再現解

析 

 

 

・観測記録等に基づく

建屋の三次元解析モ

デルの精緻化に関す

る知見の取りまとめ 

(1)b 

 

 

・構造物周辺の礫質土

地盤等の液状化によ

る構造物への影響評

価に係る調査、検討条

件の設定に係る予備

実験及び試解析の実

施 

 

 

 

・構造物周辺の礫質

土地盤等の液状化実

験及び解析による構

造物の応答挙動の把

握 

 

 

・構造物周辺の礫質

土地盤等の液状化実

験及び解析による構

造物への作用荷重特

性の把握 

 

 

 

・構造物周辺の

礫質土地盤等の

液状化による構

造物への影響評

価に関する知見

の取りまとめ 

(1)c-1 

 

 

・大きな地震を経験し

た配管系の耐震性の

把握のための試験計

画の立案、材料試験 

 

 

・配管要素試験体の設

計・調達 

 

 

・配管要素試験体の振

動試験及び試験デー

タの取得、疲労評価手

法の適用性の確認 

 

 

・大きな地震を経験し

た配管系の現実的な

耐力に係る知見の取

りまとめ 

(1)c-2 

 

 

・既設プラントに新た

に導入された設備の

耐震性の把握のため

の対象設備の選定、試

験計画の立案 

 

 

・設備試験体の設計・

製作、要素試験 

 

 

・設備試験体の振動試

験及び試験データの

取得 

 

 

・既設プラントに新た

に導入された設備の

現実的な耐力とばら

つきに係る知見の取

りまとめ、振動領域の

違いの影響の取りま

とめ 

(2)a. 

 

 

・黒津波の発生条件等

を検討するための課

題の抽出 

 

 

・水理試験やシミュレ

ーション解析の実施

及びデータの取得 

 

 

・黒津波の発生条件等

の検討・整理 

 

 

・黒津波の発生

条件等に係る知

見の取りまとめ 

 

 

 

(3)a. 

 

 

・設置状況・形状特性

を考慮した予備実験、

小型試験体の製作、事

前解析 

 

 

 

 

・設置状況・形状特性

を考慮した小型実

験・解析、大型試験体

の製作 

 

 

 

・設置状況・形状特性

を考慮した大型実

験・解析、追加試験体

の製作 

 

 

 

 

・設置状況・形

状特性を考慮し

た追加実験、全

体とりまとめ 

 

(3)b. 

 

 

・衝撃力に対する設備

の応答評価手法を検

討するための試験計

画の立案、試験体の製

作、要素試験 

 

 

・設備の衝撃振動試験

及び試験データの取

得、応答等に係る知見

の取りまとめ、衝撃応

答解析手法の適用性

の確認 

 

 

・衝撃力に対するガ

タ・摩擦系等を有する

設備の応答評価手法

を検討するための試

験計画の立案、試験体

の製作、要素試験 

 

 

・ガタ・摩擦系等を有

する設備の衝撃振動

試験及び試験データ

の取得、応答等に係る

知見の取りまとめ、衝

撃応答解析手法の適

用性の確認 
 

NRA 技術報告等の検討 

 

NRA技術報告等の検討 

 

▽成果の公表 

 

▽成果の公表 

 

NRA技術報告等の検討 

▽成果の公表 

 

▽成果の公表 

 

▽成果の公表 

 

▽共同研究論文公表 

 

▽共同研究論文公表 

 

▽成果の公表 

 

▽共同研究論文公表 

 

▽成果の公表 

 

▽成果の公表 

 

NRA技術報告等の検討 

 

▽共同研究論文公表 

 

▽成果の公表 
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７．実施計画 

【令和 3年度の実施内容】 

(1)地震に対するフラジリティ評価手法の高度化の検討【分類①、④】 

a.建屋の耐震安全性評価手法の適用性評価 

a-1非線形挙動を示す建屋の耐震安全性評価手法の適用性評価 

低接地率状態となる建屋の解析モデルや応答挙動に係る知見を調査するとともに、低接地率状態となる建屋を模擬した解析を実

施し、結果を取りまとめる。また、高温状態等に曝された建屋の地震時応力解析の適用性に係る調査を行い、実験や解析の実施計

画を検討する。 

a-2高密度に配置した地震計による建屋の精緻な三次元挙動の把握 

実建屋における地震観測記録等を用いて建屋の固有振動モードの分析を行う。 

b. 礫質土等の地盤の液状化による施設への影響評価 

原子力発電所施設の周辺地盤の液状化による施設への影響評価に関する既往の知見を整理するとともに、遠心模型実験の地盤条

件や対象モデル等について検討する。特に、原子力発電所施設周辺地盤の特徴を踏まえ、礫質土地盤のサイクリックモビリティの

影響に着目した予備実験及び試解析を実施する。 

c. 既設プラントの設備の耐震性の把握 

c-1 大きな地震を経験した設備の耐震性の把握 

発電用原子炉施設で用いられる配管系を対象として、次年度以降に実施する配管要素試験体を用いた振動試験の試験計画を立案

する。また、当該試験体に用いる鋼材の材料試験を行い、有限要素法等の解析において必要となる材料物性を取得する。 

c-2 既設プラントに新たに導入された設備の耐震性の把握 

既設プラントの耐震余裕に大きな影響を及ぼす設備や機構を調査・分析し、試験対象となる設備を選定する。また、その現実的

な耐力やばらつきを評価するための試験計画を立案する。 

(2)津波に対するフラジリティ評価手法の高度化の検討【分類①】 

a. 黒津波の発生条件等の検討 

黒津波の発生条件等に係る知見を収集するとともに、水理試験やシミュレーション解析を実施するに当たっての課題を抽出す

る。 

(3) 飛翔体等の衝突に対する衝撃評価手法の高度化の検討【分類②、④】 

a. 建物・構築物の設置状況及び形状特性を考慮した衝撃評価 

設置状況・形状特性を考慮した建物・構築物の衝撃評価に係る知見の拡充を目的として、関連する調査を実施するとともに、設

置状況・形状特性を考慮した予備実験、事前解析の実施及び小型実験用試験体の製作を実施する。 

b. 衝撃力に対する設備の応答解析手法の検討 

衝撃力を受ける設備に対する衝撃振動試験計画を立案する。また、試験計画に従って設備を模擬した小型試験体を製作するとと

もに、構成部品や材料等を対象とした要素試験を実施する。 

 

【令和 4年度の実施内容】 

(1)地震に対するフラジリティ評価手法の高度化の検討【分類①、④】 

a.建屋の耐震安全性評価手法の適用性評価 

a-1非線形挙動を示す建屋の耐震安全性評価手法の適用性評価 

高温状態等に曝された建屋の地震時応答挙動及び部材応力に係る材料試験、シミュレーション解析等を行い、実験条件等の検討

を行う。 

a-2高密度に配置した地震計による建屋の精緻な三次元挙動の把握 

実建屋における地震観測記録等を用いて建屋の応答特性の分析を行う。 

b. 礫質土等の地盤の液状化による施設への影響評価 

屋外重要土木構造物を対象に礫質土地盤の液状化による構造物への影響評価に係る遠心模型実験及びシミュレーション解析等

を実施し構造物の応答挙動等に関する知見を蓄積する。 

c. 既設プラントの設備の耐震性の把握 

c-1 大きな地震を経験した設備の耐震性の把握 

有限要素法等の解析により振動試験に係る事前解析を行い、配管要素試験体の試験条件を決定する。続いて、配管要素試験体を

設計・調達し、一部の振動試験を開始する。 

c-2 既設プラントに新たに導入された設備の耐震性の把握 

前年度に策定した試験計画に基づき事前解析等を実施し、試験体や試験条件等を決定する。そして、試験体を設計・製作すると

ともに、構成部品や材料等を対象とした要素試験を実施する。 

(2) 津波に対するフラジリティ評価手法の高度化の検討【分類①】 

a. 黒津波の発生条件等の検討 

水理試験やシミュレーション解析等を実施し、必要なデータを取得する。 

(3) 飛翔体等の衝突に対する衝撃評価手法の高度化の検討【分類②、④】 

a. 建物・構築物の設置状況及び形状特性を考慮した衝撃評価 

設置状況・形状特性を考慮した小型実験の実施及び小型実験結果の解析を実施する。これを踏まえ大型実験用試験体を製作する。 

b. 衝撃力に対する設備の応答解析手法の検討 

前年度に作成した試験体の衝撃振動試験を実施、試験データを取得し、衝撃力に対する設備の応答や減衰等に係る知見を取りま

とめる。また、既往知見に基づき衝撃応答解析を実施し、衝撃振動試験結果と比較することにより、その適用性を確認する。 
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【令和 5年度の実施内容】 

(1)地震に対するフラジリティ評価手法の高度化の検討【分類①、④】 

a.建屋の耐震安全性評価手法の適用性評価 

a-1非線形挙動を示す建屋の耐震安全性評価手法の適用性評価 

高温状態等に曝された建屋の地震時応答挙動及び部材応力に係る実験、シミュレーション解析等を実施する。 

a-2高密度に配置した地震計による建屋の精緻な三次元挙動の把握 

実建屋における地震観測記録等について三次元解析モデルによる再現解析を実施する。 

b. 礫質土等の地盤の液状化による施設への影響評価 

地盤条件のばらつきや構造条件の相違等を考慮したモデルを用いて地盤の液状化による構造物への影響評価に係る遠心模型実

験及びシミュレーション解析等を実施し構造物への作用荷重等に関する知見を蓄積する。 

c. 既設プラントの設備の耐震性の把握 

c-1 大きな地震を経験した設備の耐震性の把握 

配管要素試験体の振動試験を実施し、繰り返し荷重下での弾塑性挙動及び疲労強度にかかる試験データを取得する。併行して、

有限要素法等による解析を実施し、取得した試験データとの比較を行う。 

c-2 既設プラントに新たに導入された設備の耐震性の把握 

前年度に製作した試験体の振動試験を実施し、その現実的な耐力やばらつきを評価するための試験データを取得する。 

(2) 津波に対するフラジリティ評価手法の高度化の検討【分類①】 

a. 黒津波の発生条件等の検討 

令和 4年度に取得した水理試験やシミュレーション解析のデータを整理・分析し、黒津波の発生条件等を検討・整理する。 

(3) 飛翔体による衝突・衝撃に対する評価手法の高度化の検討【分類②、④】 

a. 建物・構築物の設置状況及び形状特性を考慮した衝撃評価 

設置状況・形状特性を考慮した大型実験の実施及び大型実験結果の解析を実施する。令和 3～5 年度に実施した実験の結果を踏

まえ追加実験用試験体を製作する。 

b. 衝撃力に対する設備の応答解析手法の検討 

衝撃力を受けるガタ・摩擦系を有する設備に対する衝撃振動試験計画を立案する。また、試験計画に従って、ガタ・摩擦系を有

する設備を模擬した試験体を製作するとともに、構成部品や材料等を対象とした要素試験を実施する。 

【令和 6年度の実施内容】 

(1) 地震に対するフラジリティ評価手法の高度化の検討【分類①、④】 

a.建屋の耐震安全性評価手法の適用性評価 

a-1非線形挙動を示す建屋の耐震安全性評価手法の適用性評価 

高温状態等に曝された建屋の地震時応答挙動及び部材応力に係る実験、シミュレーション解析等を実施するとともに、令和 5年

度までに実施した検討結果を踏まえ、建屋の耐震安全性評価手法の適用性に関する技術的知見を取りまとめる。 

a-2高密度に配置した地震計による建屋の精緻な三次元挙動の把握 

実建屋における地震観測記録等について三次元解析モデルによる再現解析を実施するとともに、令和 5年度までに実施した検討

を踏まえ、建屋の地震応答解析モデルの精緻化に関する技術的知見を取りまとめる。 

c. 既設プラントの設備の耐震性の把握 

c-1 大きな地震を経験した設備の耐震性の把握 

令和 5年度までに実施した分析・整理結果を踏まえ、配管系の現実的な耐力に係る知見について取りまとめる。また、令和 7年

度以降の準備として、配管系を模擬した試験体の耐震性評価に係るフィジビリティー・スタディを行う。 

c-2 既設プラントに新たに導入された設備の耐震性の把握 

前年度に取得した試験データを整理・分析し、その振動特性や機能喪失の状態やその要因、現実的な耐力やばらつきに係る知見

について取りまとめる。また、外力の振動領域の違いが設備の現実的な耐力やばらつきに及ぼす影響も併せて取りまとめる。 

(2) 津波に対するフラジリティ評価手法の高度化の検討【分類①】 

a. 黒津波の発生条件等の検討 

令和 5年度までに実施した検討結果に基づいて、黒津波の発生条件等について、知見を取りまとめる。 

(3) 飛翔体による衝突・衝撃に対する評価手法の高度化の検討【分類②、④】 

a. 建物・構築物の設置状況及び形状特性を考慮した衝撃評価 

追加実験・解析の実施及び設置状況・形状特性を考慮した安全性評価手法に係る全体取りまとめを実施する。 

b. 衝撃力に対する設備の応答解析手法の検討 

前年度に作成した試験体の衝撃振動試験を実施、試験データを取得し、衝撃力を受けるガタ・摩擦系を有する設備の応答や減衰

等に係る知見を取りまとめる。また、既往知見に基づきガタ・摩擦系の挙動を考慮した衝撃応答解析を実施し、衝撃振動試験結果

と比較することにより、その適用性を確認する。 

８．実施体制 

【地震・津波研究部門における実施者】 

＜土木・建築分野＞ 

○山﨑宏晃 統括技術研究調査官 

猿田正明 主任技術研究調査官 

森 和成 技術研究調査官 

森谷 寛 技術研究調査官 

太田良巳 技術研究調査官 

市原義孝 技術研究調査官 

山川光稀 技術研究調査官 
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小林恒一 技術計画専門職 

伊東 守 技術参与 

飯場正紀 技術参与 

＜機器・経年・構造分野＞ 

○日比野憲太 統括技術研究調査官 

北村俊也 主任技術研究調査官 

田岡英斗 主任技術研究調査官 

日髙慎士郎 主任技術研究調査官 

東喜三郎 技術研究調査官 

鳥山拓也 技術研究調査官 

藤原啓太 技術研究調査官 

永井 穣 技術研究調査官 

髙松直丘 技術計画専門職 

石田暢生 技術計画専門職 

堀野知志 技術参与 

澁谷 陽 技術参与 

鈴木謙一 技術参与 

土居博昭 技術参与 

【前年度までの委託先】 

・国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 ・・・実施項目(1)a 

・国立大学法人東北大学          ・・・実施項目(1)b 

・大成建設株式会社            ・・・実施項目(2)a 

・国立大学法人京都大学          ・・・実施項目(2)a 

・鹿島建設株式会社            ・・・実施項目(3)a 

【前年度までの共同研究先】 

・国立研究開発法人原子力研究開発機構   ・・・実施項目(1)a 

・学校法人東京電機大学          ・・・実施項目(1)c、(3)b 

９．備考 

文 献 

(1) 市原義孝、森谷 寛、小林恒一、山﨑宏晃、大橋守人、原子炉施設の建屋三次元地震時挙動の精緻な推定に資する影響因子の分析

とその設定手法の適用性に関する検討、NRA技術報告、NTEC-2020-4002 （公表手続き中） 

(2) 山川光稀、猿田正明、森谷 寛、山崎宏晃、西田明美、川田学、飯垣和彦、地震観測記録による原子力施設の振動特性の推定（そ

の 2：分析結果）、2020年度日本建築学会大会（関東）、2020年 

(3) 河井正、百間幸晴、山田正太郎、山﨑宏晃、森和成、野田利弘、密な礫質土地盤の動的遠心模型実験に対する数値シミュレーショ

ン、第 65回理論応用力学講演会、2019年 

(4) Kisaburo AZUMA、Yoshihito YAMAGUCHI、Yinsheng LI、PILOT STUDY ON SEISMIC FRAGILITY EVALUATION FOR DEGRADED AUSTENITIC 

STAINLESS STEEL PIPING USING PROBABILISTIC FRACTURE MECHANICS CODE PASCAL-SP、Proceedings of the ASME 2021 Pressure Vessels 

and Piping Conference（PVP2021） （公表手続き中） 

(5) Takuya TORIYAMA、Nobuo ISHIDA、A METHOD FOR EVALUATING TSUNAMI LOADING ON SEAWALLS DURING OVERFLOW、Virtual International 

Conference on Coastal Engineering（vICCE）、2020年 10月 

(6) 太田良巳、澤田祥平、紺谷修、二階堂雄司、岡安隆史、金子貴司、日向大樹、石木健士朗、相馬和貴、山田和彦、安本宏、衝撃作

用を受ける構造物の衝撃挙動評価に関する取り組み、シンポジウム「耐衝撃設計の合理化に向けて－現状と新しい流れ、今後の課

題」、日本建築学会、土木学会共催、2019年 11月 

(7) 地震・津波研究部門、設地型計器用変圧器にガタが有る場合の衝撃耐力に係る試験結果について（案）、（第 43 回技術情報検討

会で報告予定、2020 年 10月） 

(8) 地震・津波研究部門、キャスクのスラップダウン落下試験から得られた最新知見について（案）、第 38 回技術情報検討会、2019

年 9月 

(9) (独)原子力安全基盤機構 規制基準部、JNES-SSレポート 原子力発電施設耐震信頼性実証試験の概要、JNES-SS-0617、2006年 7月 

(10) (独)原子力安全基盤機構、平成 19年度 原子力施設等の耐震性評価技術に関する試験及び調査機器耐力その 4（タンク）に係る報

告書、08耐部報-0012、2008年 10月 

(11) (独)原子力安全基盤機構、平成 20年度 原子力施設等の耐震性評価技術に関する試験及び調査動的上下動耐震試験（クレーン類）

に係る報告書、09耐部報-0008、2009年 12月 

(12) 原子力規制委員会、実用発電用原子炉に係る新規制基準の考え方について、NREP-0002、平成 28 年 6 月 29 日策定、平成 30 年 12

月 19日改訂 

(13) 木瀬晃周、有川太郎、土砂・シルトを含んだ津波の波力に関する実験的研究、土木学会論文集 B2（海岸工学）、Vol. 76、No. 2、

I_385-I_390、2020年 

NHKスペシャル 連動企画 “黒い津波” ～知られざる実像～https://www3.nhk.or.jp/news/special/shinsai8portal/kuroinami/  

(14) 実用発電用原子炉に係る航空機衝突影響評価に関する審査ガイド、平成 26年 9月 17日策定 

(15) 別府ら：竜巻飛来物・火山噴石による衝撃作用に対する RC 構造物の補強対策, シンポジウム「耐衝撃設計の合理化に向けて 現

状と新しい流れ、今後の課題」, pp.123-133, 2019. 

(16) Isao Kojima：An experimental study on local behavior of reinforced concrete slabs to missile impact, Nuclear Engineering 

and Design 130 (1991) 121-132. 
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研究計画（案） 

１．プロジェクト 6. 火災防護に係る影響評価に関する研究（フェーズ 2） 

担当部署 
技術基盤グループ 

システム安全研究部門 

担当責任者 椛島 一  主任技術研究調査官 

２．カテゴリー・

研究分野 
【横断的原子力安全】 B) 火災防護 主担当者 

加藤 敬輝 技術研究調査官 

松田 航輔 技術研究調査官 

３．背景 

火災は共通原因故障を引き起こす起因事象の中でも重要な事象の一つであることから、火災事象について継続的に知見を拡充する

必要がある。これまでに以下の試験、評価及び手法整備を実施し、以下の(1)では、要素試験により高エネルギーアーク損傷（HEAF）

初期の爆発現象のメカニズムに関する知見を得た。新規プロジェクト（以下「フェーズ 2」という。）では、これまでの知見を踏ま

え、実機を模擬した試験・解析を行い、「高エネルギーアーク損傷（HEAF）に係る電気盤の設計に関する審査ガイド（平成 29 年 7月

19日、原子力規制委員会）」（以下、「HEAF 審査ガイド」という。）の見直しの要否の検討に向けた試験データ、知見等を取得する。

また(2)では、火災時の計装・制御ケーブルの熱劣化による誤信号発生等の可能性に着目し、いくつかのケーブルについて試験を行

い、熱劣化に関する知見を得た。フェーズ 2では、それらを評価するための電気ケーブルの熱劣化評価手法を整備する。さらに(3)で

は、これまでの試験解析による解析モデルの妥当性に関する知見を拡充するとともに、原子炉施設の実火災による影響を評価するた

めの事象進展評価モデルの構築等を進める。 

 

(1)HEAFの影響評価 

国際的な火災事象を取りまとめている OECD/NEA/FIRE プロジェクトでは炉心損傷に至る可能性の高い火災事象の一つとして、HEAF

を抽出している。同プロジェクトの FIRE データベースによれば、1975～2016 年の間に原子炉施設で発生した火災 491 件中 62 件

（12.6%）が HEAFによる火災であった。としている。HEAF はその現象の複雑さ及び影響の重大さから国際的に注目されており、現在、

OECD/NEAでは国際共同研究として HEAF（Phase2フェーズ 2）プロジェクトを推進している。 

HEAFには第一段階における爆発現象と第二段階におけるアーク火災がある。第二段階におけるアーク火災への対応については、原

子力規制庁長官官房技術基盤グループ及び OECD/NEA HEAF プロジェクトの試験研究を基にその発生メカニズムの解明等が進んだこと

で、第 25回原子力規制委員会（平成 29年 7月 19 日）において、アーク火災の発生防止に関する規則等の改正と HEAF審査ガイドの

新規制定が決定され、同年 8 月 8 日付けで公布（施行）された。一方、第一段階における爆発現象への対応ついては、今後研究が進

み有効な対応策が確認された時点でさらなる規制基準の見直しの要否の検討を行うこととされている（第 25回原子力規制委員会（平

成 29年 7月 19日）(文献 1)）技術情報検討会、要対応技術情報 Y2016-20-01）。したがって、技術情報検討会等での検討材料として

対応策に係る知見が必要であり、本プロジェクトは、緊急度・重要度が高い研究である。 

爆発に対する有効な対応策を検討するため、火災防護に係る影響評価に関する研究（H29-R2）（以下「、先行研究」という。）で

は、HEAF の要素試験を行い、HEAF 初期の爆発現象のメカニズムに関する知見を得た。今後、これらの知見を基に実機を模擬した試

験・解析を行い、HEAF審査ガイドの見直しの要否の検討に向けた試験データ、知見等を取得することとした。 

(2)電気ケーブルの熱劣化評価 

火災源近傍あるいは高温ガス中に存在する電気ケーブル（以下「、ケーブル」という。）はその熱により絶縁体の絶縁抵抗が急激

に低下し、特に計装・制御ケーブルの場合には誤信号を発信する可能性がある。また、熱が加え続けられると熱劣化が進み、それに

より絶縁体の絶縁抵抗は更に低下し短絡・地絡・混触（ホットショート）するおそれがある。このようにケーブルの熱劣化に係る事

象は、原子炉施設の安全にとって脅威の一つと成り得る。 

実用発電用原子炉及びその附属施設の火災防護に係る審査基準（平成 25 年 6 月 19 日、原子力規制委員会）には、火災時の安全停

止（高温停止、低温停止）を維持することとの要求がある。また、原子力発電所の内部火災影響評価ガイド（平成 29 年 7 月 19 日、

原子力規制委員会）にも、火災時の安全停止を確認することとの記載があり、安全停止の維持に必要な構築物、系統及び機器を特定

する手順及び火災影響を評価する手法の例が示されている。しかしながら、これらのガイド類は、ケーブル自身の火災による延焼等

に対応したものとなっており、火災時におけるケーブルの熱劣化やそれに伴う絶縁低下などの電気的特性の不具合等に関しては記載

されていない。このような回路の故障に関しては、その影響を確認するために必要となる回路解析について、火災影響評価ガイドへ

の反映要否を含めて検討を行うこととされている（技術情報検討会、要対応技術情報 Y2015-12-01）。したがって、これらガイド類に

おける記載の充実や見直しの要否の検討に向けた準備のため、ケーブルの熱劣化試験データを取得すること及びその評価手法を整備

することは重要重要度が高い研究である。 

先行研究では、ケーブルの熱劣化試験の方法を検討するとともに原子炉施設で使用されているいくつかのケーブルについて試験を

行い、ケーブルの熱劣化に関する基礎的な知見を得た。今後、これらの知見を基に実機を模擬した試験・解析を行い、ケーブルの熱

劣化に関する知見を拡充するとともにその評価手法を整備することとした。 

(3)火災影響評価手法・解析コード等の整備 

火災影響評価手法・解析コードの整備等は、技術基盤の構築・維持及び今後の火災防護に係る規制の高度化等に役立つと考えられ

ることから継続的な整備が必要である。特に国内原子炉施設での火災事象に関しては、原子力発電所の内部火災影響評価ガイドにお

いて、火災による影響を考慮しても、原子炉を安全停止するための火災防護対策が妥当であるかどうかを評価する手法が求められて

いることから、事象進展の分析・把握による火災防護対策の検討、火災リスクの高い区域（区画）での火災影響（火災防護対象機器

の損傷可能性等）の詳細解析等は、安全停止の確認に有効なツールになると考えられる。また、上記(1)及び(2)の試験結果の分析及

び詳細解析にも有用であると考えられる。 

先行研究では、今後の実機解析に必須な技術ではあるが、現状解析モデルの妥当性が十分に確認されていないケーブルトレイに敷

設されているケーブル束のモデル化に取り組み、水平多段ケーブルトレイ燃焼試験等を対象に同モデルを適用した解析を行った。そ

の結果、パラメータの組み合わせによって結果が大きく異なるなど、実機への適用にはさらなる検討が必要であるという知見を得た。

また、ケーブル火災の模擬にはケーブル束のモデル化だけでなく、ケーブルの燃焼過程のモデル化も重要となるため、化学反応に基
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づいたケーブル燃焼モデルを構築するために、ケーブルの熱分解特性等及びケーブル燃焼モデル構築に必要となるデータに関する技

術的知見を取得した。 

 また、上記(1)に係る先行研究では、実機解析への適用を目的とした HEAF に関する爆発のモデル化を進めるとともに、爆発現象に

対応する解析コードの改良・整備を新たに開始し、アーク放電によって生じる筐体内の爆発圧力について試験と爆発解析の差異につ

いて確認した。 

 これらの知見を基に、原子力発電所の内部火災影響評価ガイドにおいて求められている火災防護対策の妥当性を確認するため、今

後継続して火災防護に係る規制の高度化等に資する火災影響評価手法・解析コード等の整備を行うこととした。 

 本プロジェクトは、継続的に評価精度の向上を図ることにより、評価の保守性を低減し、実火災のリスクをシミュレーションによ

り予測できる可能性を有することから、重要度が高く規制の高度化に繋がる研究である。 

４．目的 

火災防護に係る安全研究の成果の活用により作成され、制定された「実用発電用原子炉及びその附属施設の火災防護に係る審査基

準」、「原子力発電所の内部火災影響評価ガイド」、「原子力発電所の外部火災影響評価ガイド」（平成 25 年 6 月 19 日、原子力規

制委員会）」及び「HEAF 審査ガイド高エネルギーアーク損傷（HEAF）に係る電気盤の設計に関する審査ガイド」の見直しの要否の検

討に必要な技術的知見を取得する。なお、現時点における下記項目の新規プロジェクト終了後の計画については、（1）は完了見込み、

(2)は終了時点における成果の達成度に依存、（3）は評価対象の多様性を踏まえて継続する予定である。 

 

(1)HEAFの影響評価 

  HEAFの爆発現象に係る試験データ、知見等を拡充する。 

(2)電気ケーブルの熱劣化評価 

  加熱による計装・制御ケーブルの誤信号及び電気ケーブルの絶縁体が損傷することによる短絡・地絡・混触（ホットショート）

等に係るケーブルの熱劣化試験データの取得及びその熱劣化評価手法を整備する。 

(3)火災影響評価手法・解析コード等の整備 

  今後の火災防護に係る規制の高度化等に資する火災影響評価手法・解析コード等を整備する。 

 

５．知見の活用先 

(1)HEAFの影響評価 

 ・HEAF審査ガイド高エネルギーアーク損傷（HEAF）に係る電気盤の設計に関する審査ガイド 

(2)電気ケーブルの熱劣化評価 

 ・実用発電用原子炉及びその附属施設の火災防護に係る審査基準 

 ・原子力発電所の内部火災影響評価ガイド 

(3)火災影響評価手法・解析コード等の整備 

 ・原子力発電所の内部火災影響評価ガイド 

 ・原子力発電所の外部火災影響評価ガイド 

 ・HEAF審査ガイド高エネルギーアーク損傷（HEAF）に係る電気盤の設計に関する審査ガイド 

 

６．安全研究概要 

（始期：Ｒ３年度） 

（終期：Ｒ６年度） 

本プロジェクトの研究は、「原子力規制委員会における安全研究の基本方針」（令和元年５月２９日原子力規制委員会決定）にお

ける安全研究のうち以下の分類に基づき実施する。 

①規制基準等の整備に活用するための知見の収集・整備（以下「分類①」という。） 

③規制活動に必要な手段の整備（以下｢分類③｣という。） 

④技術基盤の構築・維持（以下｢分類④｣という。） 

 

 なお、試験については、必要な試験装置を保有する関係機関で実施する。 

 

(1)HEAFの影響評価（【分類①】） 

図 1 に先行研究の要素試験で得た HEAF の爆発圧力とアーク放電時間の関係を示す。図 1 に示すように HEAF の爆発圧力には初期の

スパイク的な圧力上昇とその後の安定的な圧力上昇の 2 種類が存在する。試験で取得した圧力、温度、金属ヒュームの発生量等のデ

ータ及び高速度ビデオカメラ・赤外線サーモグラフィカメラの動画を解析した結果、初期のスパイク的な圧力上昇は空気の熱膨張、

その後の安定的な圧力上昇は金属ヒュームの発生によるものであることが分かった。そのため HEAF の爆発の影響範囲を評価するた

めには、初期のスパイク的な圧力上昇の原因である空気の熱膨張とその後の圧力上昇の原因である金属ヒュームの発生について、そ

れぞれの影響範囲を評価する必要がある（図 2）。また、それぞれの圧力上昇の原因に対する熱的な関係も整理する必要がある。 

今後、HEAF の爆発現象に係る空気の熱膨張及び金属ヒュームの発生に関して、実機を模擬した試験・解析を行い、HEAF 審査ガイド

の見直しの要否の検討に向けた試験データ、知見等を取得する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 1 筐体内における爆発圧力とアーク放電時間の関係 図 2 爆発における影響範囲の一例 
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(2)電気ケーブルの熱劣化評価（【分類①】） 

ケーブルは、火災時の熱による絶縁体の損傷により絶縁抵抗が急激に低下する。先行研究では、原子炉施設で使用されているいく

つかのケーブルについて熱劣化試験を行い（図3）、加熱温度がケーブルの絶縁低下に及ぼす影響を評価した。また、熱によるケー

ブルの絶縁体の損傷速度を把握し、その速度から絶縁抵抗の低下予測式を得た。 

火災時に加熱されるケーブルとしては、火災源近傍のケーブル、高温ガス中に存在するケーブル、トレイ内ケーブル等がある（図

4）。そのため火災時に熱劣化を受けるケーブルの絶縁低下を評価するためには上記環境を模擬した試験・解析を行う必要がある。

また、長期間使用したケーブルの熱劣化についても評価する必要がある。 

今後、原子炉施設で使用されているケーブルに関して上記環境を模擬した熱劣化試験・解析を行い、火災防護に係るガイド類にお

ける記載の充実と見直しの要否の検討に向けた準備のための試験データ、知見等を拡充するとともにその評価手法を整備する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3)火災影響評価手法・解析コード等の整備（【分類③④】） 

ケーブル火災、電気盤火災、可燃性液体火災、防火設備等の火災等の試験データを火災試験等から取得して、検証と妥当性確認を

行い解析コードの信頼性の向上を図る。また、HEAFについては実機解析への適用を目的とした爆発現象等のモデル化を進めるととも

に、アーク放電によって生じる筐体内の爆発圧力について種々の試験と爆発解析との結果の差異について確認する。差異を踏まえ、

爆発解析モデルの改良・整備を実施し、HEAFの爆発現象に係る解析コードを整備する。 

ケーブル火災における解析コードの整備作業の例として、図5にケーブル火災解析のモデル例を示す。ケーブルトレイに敷設され

ているケーブル束を直方体で模擬し、また、ケーブル間の隙間を模擬するために一部空隙を設けてモデル化している。この空隙率を

変更することでケーブルトレイ鉛直方向の高温空気の流れが変化し、発熱速度が変化することが分かっている。このようにケーブル

束のモデル化によって燃焼挙動が大きく変わるので、その影響を評価し、適したモデル化の検討を進めることで実機解析へ適用可能

となる火災影響評価手法等の改良を図る。また、ケーブル束のモデル化だけでなくケーブル単体の燃焼モデルについても併せて検討

を進める。そのため取得した熱分解特性等を化学反応に基づいたケーブルモデルに適用して燃焼モデルを構築する。構築した燃焼モ

デルを用いて、小規模火災試験を模擬した解析を実施し、構築した燃焼モデルの妥当性の確認を行う。また、原子炉施設における実

火災への適用性の確認として、原子炉施設の一部を模擬した複数区画における大規模火災解析を実施し、実機解析に関する技術的知

見を取得する。 

原子炉施設の内部及び外部には可燃性の液体が多く存在しており、内部火災及び外部火災影響評価ガイドにおいても火災源として

可燃性液体を挙げている。可燃性液体の火災においては液漏れ等により可燃性液体が床に溜まり、液面燃焼が生じる。液面燃焼時に

は浮力による高温空気の流れが生じ、周辺の設備へ熱的な影響を与えることから、可燃性液体火災時の高温空気等の流動を把握しそ

の熱的影響の評価手法を検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実施行程表 

 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

(1)HEAFの影響評

価 

HEAF 試験 

・空気の熱膨張に

係る影響把握試験 

HEAF 試験 

・実機を模擬した

試験 

 

 

▽学会発表等 

・取得データから

得られた知見を取

りまとめ、解析実

施 

▽論文公表等 

基準値案の作成 

 

 

図 5 ケーブル火災解析のモデル例 

図 3 コーンカロリーメータによるケーブル熱劣化試験の一例 図 4火災時に加熱されるケーブルの例 
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・金属ヒュームの

発生に係る影響把

握試験 

 

 

 

 

 

HEAF審査ガイド

の見直しの要否の

検討 

(2)電気ケーブル

の熱劣化評価 

 

・火災源近傍のケ

ーブル等を模擬し

たケーブルの熱劣

化試験 

・電気ケーブルの

絶縁低下予測式に

係る技術的知見の

拡充 

 

 

 

・トレイ内を模擬

したケーブルの熱

劣化試験 

・ケーブルの絶縁

低下予測式に係る

技術的知見の拡充 

 

 

▽学会発表等 

・長期間使用した

ケーブルの実機を

模擬した熱劣化試

験 

・ケーブルの絶縁

低下予測式に係る

技術的知見の拡充 

 

 

▽論文公表等 

・ケーブルの熱劣

化に係る技術的知

見の取りまとめ 

・ケーブルの熱劣

化評価手法の整備 

 

・ガイド類の記載

の充実及び見直し

の要否について検

討 

(3)火災影響評価

手法・解析コー

ド等の整備 

 

・ケーブル燃焼モ

デルの妥当性確認 

・大規模火災解析

の計算モデル、手

法の検討 

・高温空気等の流

動と燃焼パラメー

タとの関係性の評

価 

・実機解析への適

用を目的とした

HEAF の爆発現象

等のモデル化 

 

・ケーブル束のモ

デル化検討 

・大規模火災解析

のパラメータ感度

等の調査 

・高温空気等の流

動と放射熱流束の

関係性の評価 

・HEAF の爆発解

析モデルの改良・

整備 

 

▽学会発表等 

・大規模火災解析

の計算モデル、手

法の改良 

・液面燃焼環境の

燃焼挙動等への影

響の評価 

・HEAFの爆発解

析モデルの改良・

整備 

 

 

▽論文公表等 

・実機解析に用い

る標準モデル案の

作成 

・可燃性液体火災

評価モデル案の作

成 

 

・ガイド類の記載

の充実及び見直し

の要否について検

討 

７．実施計画 

【Ｒ３年度の実施内容】 

(1)HEAFの影響評価 

・HEAFの爆発現象に係る空気の熱膨張に関して圧力と熱の影響を把握するための試験を実施する。 

・HEAFの爆発現象に係る金属ヒュームの発生に関して圧力と熱の影響を把握するための試験を実施する。 

(2)電気ケーブルの熱劣化評価 

・火災源近傍のケーブル、高温ガス中に存在するケーブル等を模擬したケーブルの熱劣化試験を実施する。 

・電気ケーブルの絶縁低下予測式に係る技術的知見を拡充する。 

(3)火災影響評価手法・解析コード等の整備 

・構築したケーブル燃焼モデルを用いて小規模火災試験解析を実施し、構築した燃焼モデルの妥当性を確認する。 

・複数区画における火災解析を実施し、大規模火災解析の計算モデル、手法の検討を行う。 

・液面燃焼時における高温空気等の流動と燃焼パラメータ（質量減少速度等）との関係性の評価を行う。 

・実機解析への適用を目的とした HEAF の爆発現象等のモデル化を行う。 

【Ｒ４年度の実施内容】 

(1)HEAFの影響評価 

・HEAFの爆発現象に係る空気の熱膨張及び金属ヒュームの発生の影響範囲に関して実機を模擬した試験を実施する。 

(2)電気ケーブルの熱劣化評価 

・トレイ内を模擬したケーブルの熱劣化試験を実施する。 

・ケーブルの絶縁低下予測式に係る技術的知見を拡充する。 

(3)火災影響評価手法・解析コード等の整備 

・ケーブル束を複数のモデルで模擬し、適したモデル化について検討を行う。 

・大規模火災解析においてメッシュ体系等の感度の調査を行う。 

・液面燃焼時における高温空気等の流動と放射熱流束の関係性の評価を行う。 

・HEAFの爆発解析モデルの改良・整備を行う。 

【Ｒ５年度の実施内容】 

(1)HEAFの影響評価 

・取得データから得られた知見を取りまとめる。 

(2)電気ケーブルの熱劣化評価 

・長期間使用したケーブルの実機を模擬した熱劣化試験を実施する。 

・ケーブルの絶縁低下予測式に係る技術的知見を拡充する。 

(3)火災影響評価手法・解析コード等の整備 

・大規模火災解析における計算モデル、手法の改良を行う。 

・液面燃焼時における燃焼環境（区隔壁付近等）の燃焼挙動等への影響の評価を行う。 

・HEAFの爆発解析モデルの改良・整備を行う。 
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【Ｒ６年度の実施内容】 

(1)HEAFの影響評価 

・HEAF審査ガイドの見直しの要否の検討 

(2)電気ケーブルの熱劣化評価 

・ケーブルの熱劣化に係る技術的知見をまとめる。 

・ケーブルの熱劣化評価手法を整備する。 

・ガイド類の記載の充実及び見直しの要否について検討する。 

(3)火災影響評価手法・解析コード等の整備 

・ケーブル火災等の実機解析に用いる標準モデル案を作成する。 

・可燃性液体火災評価モデル案を作成する。 

・ガイド類の記載の充実及び見直しの要否について検討する。 

８．実施体制 

【システム安全研究部門における実施者（主担当者には○を記載）】 

  椛島 一 主任技術研究調査官 

 ○加藤敬輝 技術研究調査官 

 ○松田航輔 技術研究調査官 

  笠原文雄 技術参与 

 

 

【前年度までの委託先】 

・国立大学法人筑波大学・・・実施項目(2) 

・国立大学法人金沢大学・・・実施項目(3) 

・国立大学法人山口大学・・・実施項目(3) 

 

【共同研究先】 

・国立大学法人筑波大学・・・実施項目(3) 

９．備考 

 

文 献 

■HEAFの影響評価 

(1) 第 25回原子力規制委員会（平成 29年 7月 19 日）資料 1 高エネルギーアーク損傷に係る実用発電用原子炉及びその附属施設の

技術基準に関する規則等の一部改正等について（案）.（https://www.nsr.go.jp/data/000196619.pdf） 

(21) 椛島一、圡野進、「原子力発電所における高エネルギーアーク損傷（HEAF）に関する分析」、NRA技術報告書 NTEC-2016-1002、 

2016年 3月.( https://warp.ndl.go.jp/info:ndljp/pid/11235834/www.nsr.go.jp/data/000145383.pdf) 

(32) S. Tsuchino, H. Kabashima, S. Turner, S. Mehta, D. Stroup, N. Melly, G. Taylor, and F. Gonzalez,「Nuclear Regulatory 

Authority Experimental Program to Characterize and Understand High Energy Arcing Fault (HEAF) Phenomena Volume 1」, 

  U.S. Nuclear Regulatory Commission’s, NUREG/IA(International Agreement Report)-0470, August 2016. 

(http://www.nrc.gov/reading-rm/doc-collections/nuregs/agreement/ia0470/) 

(43) H. Kabashima, 「Fire Safety Research on High Energy Arcing Fault (HEAF)」, EUROSAFE Forum Newsletter, April (2017). 

  (https://www.eurosafe-forum.org/node/357) 

(54) H. Kabashima and F. Kasahara, 「Experimental Study of High Energy Arcing Faults Using Medium Voltage Metalclad 

Switchgears」, Nuclear Technology, Vol. 205, pp. 694-707 (2019). 

■電気ケーブルの熱劣化評価 

(65) 松田昭博、椛島一、石橋隆、笠原文雄、「原子力発電所用電力・制御ケーブルの火災時燃焼特性の実験的評価」、 

日本原子力学会誌「アトモス」, 60 巻 7号 p.15-19 (2018). 

■火災影響評価手法・解析コード等の整備 

(76) 加藤敬輝、椛島一、笠原文雄、「火災伝播及び影響評価手法の高度化、(4)FDS を用いた複数区画における火災影響解析」、日本

原子力学会 2018 年秋の大会予稿集． 

(87) 加藤敬輝、椛島一、笠原文雄、「火災伝播及び影響評価手法の高度化、(5)FDS を用いたケーブルトレイ火災解析モデルの検討」、

日本原子力学会 2019年秋春の大会予稿集． 
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研究計画（案） 

１．プロジェクト 13. 核特性解析における最適評価手法及び不確かさ評価手法に関する研究 

担当部署 
技術基盤グループ 

システム安全研究部門 

担当責任者 北野 剛司 上席技術研究調査官 

２．カテゴリー・

研究分野 
【原子炉施設】 F) 熱流動・核特性 主担当者 

大川 剛  主任技術研究調査官 

柴  茂樹 技術研究調査官 

藤田 達也 技術研究調査官 

岩橋 大希 技術研究調査官 

３．背景 

 東京電力福島第一原子力発電所事故の教訓を踏まえ、平成２５年７月に実用発電用原子炉に係る規制基準（以下「新規制基準」と

いう。）が施行された。新規制基準では、これまでの運転時の異常な過渡変化及び設計基準事故事象に加えて、重大事故等（設計基

準を超える事故）発生時の炉心損傷防止対策等を事業者に要求している。今後の安全性向上評価では、異常な過渡変化及び事故時の

事象に対する安全裕度の定量評価等が必要となることから、従来の保守的評価に代わって最適評価に基づいてプラント安全対策の有

効性を継続的に確認していく可能性がある。 

 プラント安全対策の有効性評価では、原子炉の詳細な体系や原子炉内での複雑な現象を現実的に予測する手法（以下「最適評価手

法」という。）に基づく解析コード（以下「最適評価コード」という。）を利用するとともに、解析モデルに起因する不確かさの伝

播を考慮して評価対象となるパラメータが現実的に取り得る幅を評価する手法（以下「不確かさ評価手法」という。）を適用した、

BEPU（Best Estimate Plus Uncertainty）手法の導入・整備が世界的にも進められている(1)。IAEAの安全基準ガイド(2)においては、

BEPU手法が決定論的安全評価手法の一つとして提示されている。国内においては、BEPU 手法の適用に係る標準(3)が一般社団法人日本

原子力学会によって策定されている。また、規制要求としては、「実用発電用原子炉に係る炉心損傷防止対策及び格納容器破損防止

対策の有効性評価に関する審査ガイド」(4)において、標準評価手法として最適評価手法を適用し、有効性評価の共通解析条件及び事

故シーケンスグループの主要解析条件等を適用すること（ただし、保守的な仮定及び条件の適用を否定するものではない）が規定さ

れている。最適評価手法の適用に係る事業者の取組としては、例えばデジタル安全保護系の共通原因故障を前提とした原子炉起動時

及び出力運転中における制御棒の異常な引抜き並びに制御棒落下事故について、従来の保守的評価に代わって最適評価による現実ベ

ースの炉心モデルでの予備評価結果を報告している(5)。 

 核特性解析の BEPU手法の導入に当たっては、最適評価コードとして、異常な過渡変化及び事故時の事象を精緻に把握し、実機炉心

挙動を現実的な解析モデルを用いて評価することが可能な３次元核動特性解析コードを整備することが必要である。このとき、当該

解析コードには、炉心及び燃料集合体内で生じる局所的な事象（局所的なボイドの発生、燃料集合体内燃料棒出力変動など）の変化

を評価する機能が求められる。また、最適評価コードによる解析結果（出力パラメータである中性子増倍率、出力分布、核分裂生成

核種インベントリ、反応度係数など）が取り得る不確かさを適切に評価にするためには、核特性解析の入力パラメータとなる核デー

タ（核反応断面積、核分裂生成核種の収率（以下「核分裂収率」という。）、遅発中性子割合など）の不確かさの伝播や解析対象の

幾何形状や材料組成などといった製造公差による影響に関する技術的知見を蓄積することが必要である。以下では、BEPU手法を最適

評価手法（Best Estimate）と不確かさ評価手法（Plus Uncertainty）に分けて示す。 

 最適評価手法の導入・整備としては、安全研究プロジェクト「詳細解析手法の導入に向けた熱流動・核特性安全解析手法の整備

（Phase-2）」（平成２５年度～平成２９年度）プロジェクト(6)において、米国原子力規制委員会の CAMP（Code Applications and 

Maintenance Program）に参画し、最適評価コードである３次元核熱結合解析コード TRACE/PARCS(7),(8)を導入して、解析精度及び適用

性の確認のためのベンチマーク問題及び実験の解析(9)-(14)を実施した。当該解析コードの改良を行い、実機炉心体系を対象にしたベン

チマーク問題（BWR タービントリップ試験(15)、BWR 炉心安定性(16)、PWR主蒸気管破断(17) 等）の解析を実施した。また、安全研究プロ

ジェクト「国産システム解析コードの開発」（平成２６年度～平成３０年度）(18)において、３次元核熱結合解析コード TRACE/PARCS

では考慮することができない異常な過渡変化及び事故時の事象（例えば反応度投入事故時の局所的なボイドの発生など）をより精緻

に把握するとともに、同解析コードによる最適評価に対して参照解となる解析結果を得ることを可能とするため、３次元詳細炉心動

特性解析コードの開発に係る調査及びプロトタイプの開発を実施した。当該プロトタイプを用いたベンチマーク問題の解析をとおし

て適用性の検証及び技術的課題の抽出を行い、３次元詳細炉心動特性解析コードの本格開発に向けた技術的知見を取得した。本プロ

ジェクトにおいては、異常な過渡変化及び事故時の実機炉心挙動を評価するために、これまでの安全研究で用いてきた３次元核熱結

合解析コード TRACE/PARCS を引き続き改良し、実機炉心体系を対象とした原子炉起動時及びに出力運転中における制御棒の異常な引

抜き並びに制御棒落下事故の解析を実施することで解析の妥当性を確認する。また、異常な過渡変化及び事故時の事象をより精緻に

把握し従前の最適評価コードに対して参照解となる解析結果を得るため、３次元詳細炉心動特性解析コードの本格開発を実施すると

ともに、今後の実機炉心体系を対象とした解析を実施するために解決すべき技術的課題に取り組む。 

 不確かさ評価手法の導入・整備としては、安全研究プロジェクト「詳細解析手法の導入に向けた熱流動・核特性安全解析手法の整

備（Phase-2）」（平成２５年度～平成２９年度）(6)及びその後の安全研究において、入力パラメータを不確かさの範囲でランダムに

変化させて得られた出力パラメータを統計処理することで出力パラメータが取り得る不確かさを評価する手法（以下「ランダムサン

プリング法」という。）を導入した。最新の評価済み核データライブラリで整備された核反応断面積の不確かさ及び製造公差に基づ

く核特性パラメータの不確かさ評価に着目し、経済協力開発機構/原子力機関（以下「OECD/NEA」という。）における軽水炉における

不確かさ評価に係る国際ベンチマーク問題（UAM-LWR ベンチマーク問題）Phase I(19)の解析をとおして、これらの不確かさの取扱い、

核特性パラメータに与える影響の評価などを実施し、技術的知見をとりまとめた(19)-(22)。また、燃焼計算で使用する収率などに係る

不確かさの取扱いに関して、核分裂生成核種間での核分裂収率の不確かさの相関の考慮などに係る基礎検討を実施し、核分裂収率な

どの不確かさの伝播を考慮した燃焼計算における不確かさ評価の実施に向けた技術基盤を構築した(23)。さらに、核反応断面積等の核

データ起因の不確かさは評価済み核データライブラリ等により整備状況が異なることから、評価済み核データライブラリ等の違いに

よる不確かさ評価結果の差異及びこの要因に関しても技術的知見を蓄積した(24)。本プロジェクトにおいては、これまでに整備した核

分裂収率などの不確かさの伝播を考慮した燃焼計算における不確かさ評価に着手し、ベンチマーク問題の解析をとおして同不確かさ
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が解析結果に与える影響を確認する。また、これまでに未実施であった動特性計算で使用する遅発中性子割合などの不確かさの取扱

いに関する検討を実施するとともに、ベンチマーク問題の解析をとおして遅発中性子割合などの不確かさが解析結果に与える影響を

確認する。さらに、今後公開される評価済み核データライブラリ等における不確かさに係るデータに関する最新知見を収集し、改訂・

拡充の内容を確認する。 

４．目的 

 核特性解析の BEPU手法の導入に当たって、最適評価手法と不確かさ評価手法のそれぞれに関する技術基盤を構築する。 

 これまでの安全研究で用いてきた異常な過渡変化及び事故時の事象に対する最適評価コードである３次元核熱結合解析コード

TRACE/PARCS の実機炉心体系への適用性を確認するとともに、より精緻に事象を把握することが可能な最適評価コードとして３次元

詳細炉心動特性解析コードの本格開発を実施する。また、これまでの安全研究では未実施であった核分裂収率、遅発中性子割合など

の不確かさが燃焼計算や動特性計算の結果に与える影響を確認する。 

５．知見の活用先 
 本プロジェクトの研究をとおして得られた知見は、今後の安全性向上評価に BEPU手法が導入された場合に、核特性解析の最適評価

手法及び不確かさ評価手法の妥当性を判断するための技術的根拠として活用できる。 

６．安全研究概要 

（始期：Ｒ３年度） 

（終期：Ｒ６年度） 

 本プロジェクトの研究は、「原子力規制委員会における安全研究の基本方針」（令和元年５月２９日原子力規制委員会決定）にお

ける安全研究の目的のうち以下の分類に基づき実施する。 

 ② 審査等の際の判断に必要な知見の収集・整備（以下「分類②」という。） 

 ③ 規制活動に必要な手段の整備（以下｢分類③｣という。） 

 ④ 技術基盤の構築・維持（以下｢分類④｣という。） 

 

（１）最適評価手法の導入・整備【分類②、③、④】 

 ａ．３次元核熱結合解析コード TRACE/PARCSの実機炉心体系への適用 

 本プロジェクトにおいては、デジタル安全保護回路のソフトウェアに起因する共通要因故障を前提とした原子炉起動時及び出力

運転中における制御棒の異常な引抜き並びに制御棒落下事故について、従来の保守的評価に代わって最適評価コードによる現実ベ

ースの炉心状態を反映した解析を実施する。反応度投入事象の燃料棒破損の判断基準である燃料エンタルピ等の評価が必要となる

ことから、３次元核熱結合解析コード TRACE/PARCS について、以下の改良・機能追加を実施する。また、上記解析に用いる実機炉

心データを併せて整備する。 

  ・集合体内燃料棒出力分布再構成モデルの改良 

  ・３次元動特性解析コード PARCS 用の高速核定数処理コードの改良 

  ・燃料エンタルピ評価機能、破損燃料棒数評価機能等の追加 

 

 ｂ．３次元詳細炉心動特性解析コードの開発等 

 ａ．の３次元核熱結合解析コード TRACE/PARCS を始め、これまでの安全研究で用いてきた解析コードは、炉心を燃料集合体単位

の空間スケールで取り扱う中性子動特性解析手法を採用してきた。一方で、例えば反応度投入事故時に想定される燃料集合体内外

における局所的なボイド発生といった熱流動挙動の変化に伴う事象では、中性子束の空間分布に対してもその影響が強く現れる。

異常な過渡変化及び事故時の事象をより精緻に把握するためには、核特性解析においては炉心を燃料棒単位の空間スケールに詳細

化した中性子動特性解析手法を適用することが必要である。 

 安全研究プロジェクト「国産システム解析コードの開発」（平成２６年度～平成３０年度）(18)において、国内外の機関における

開発・実機適用に係る実績と今後の見込み、取扱可能な空間スケール、今後の計算機性能の向上等を見据えた計算コストに係る課

題等を踏まえ、プレナーキャラクタリスティックス法（以下「プレナーMOC」という。）(25),(26)に着目し、これに基づく３次元詳細

炉心動特性解析コードのプロトタイプを開発した。プレナーMOC は、図１に示すとおり、炉心を軸方向に対して分割した２次元プ

レーン体系（燃料、被覆管、減速材などから構成される非均質断面）を計算し、その体系を燃料棒単位で均質にした上で積み重ね

た３次元体系の計算を行うことで、炉心全体を対象とした核特性解析を実施する。 

 

 

図１ プレナーMOC の概略図 

 

 そのため、プレナーMOC による炉心を燃料棒単位の空間スケールに詳細化した解析を行うことで、異常な過渡変化及び事故時の

事象をより精緻に把握することが可能となる。OECD/NEA の国際ベンチマーク問題(27)-(29)の解析をとおして、当該解析コードの適用

性を検証するとともに、実機炉心体系に適用するに当たって解決すべき技術的課題として、 

 ・計算時間、計算メモリといった計算コストの低減（粗細が異なる解析条件の組合方法及び効率的な並列化） 

 ・制御棒位置の変化を伴う事象の解析精度の向上（制御棒キャスピングモデル(30)-(32)の検討） 

 ・３次元詳細炉心動特性解析コードで使用する核反応断面積の取扱いの検討（集合体核特性解析コード CASMO5(33)からの受渡し） 

を抽出した。 
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 本プロジェクトにおいては、３次元詳細炉心動特性解析コードの本格開発を実施するとともに、実機炉心体系への適用に係る技

術的課題を解決する。また、近年 OECD/NEAにおいて提案されている動特性解析の検証に係るベンチマーク問題（C5G7-TDベンチマ

ーク問題）(29)の解析等をとおして、解析精度を評価する。 

 

（２）不確かさ評価手法の導入・整備【分類②、③、④】 

 ａ．核分裂収率などの不確かさの伝播 

本プロジェクトにおいては、安全研究プロジェクト「詳細解析手法の導入に向けた熱流動・核特性安全解析手法の整備（Phase-

2）」（平成２５年度～平成２９年度）(6)及びその後の安全研究における核分裂収率などの不確かさの取扱いに関する基礎検討（核

分裂生成核種間での核分裂収率の不確かさの相関の考慮など）の成果を踏まえ、核分裂収率などの不確かさの伝播を考慮した不確

かさ評価機能をランダムサンプリング法に基づく不確かさ評価手法に取り入れていく。また、OECD/NEA における軽水炉における不

確かさ評価に係る国際ベンチマーク問題（UAM-LWR ベンチマーク問題）Phase II の解析、実機炉心体系を対象としたベンチマーク

問題の解析への適用を行う。 

 

 ｂ．遅発中性子割合などの不確かさの伝播 

 本プロジェクトにおいては、諸外国の研究機関等における動特性計算で使用する遅発中性子割合などの不確かさの取扱いに関す

る研究(34)-(36)を参考にしつつ、遅発中性子割合などの不確かさの伝播を考慮した不確かさ評価機能をランダムサンプリング法に基

づく不確かさ評価手法に取り入れていくとともに、UAM-LWRベンチマーク問題 Phase II の解析、実機炉心体系を対象としたベンチ

マーク問題の解析への適用を行う。 

 

 ｃ．評価済み核データライブラリ等における最新知見の活用 

 これまでの安全研究において、主軸として使用している国産の評価済み核データライブラリ（JENDL）だけでなく、国外の評価済

み核データライブラリ（ENDF/B、JEFF など）における最新知見（核データ及びその不確かさの整備状況など）を収集・活用してき

た。特に JENDL については、JENDL-4.0(37)の次期バージョンである JENDL-5 の整備が国立研究開発法人日本原子力研究開発機構に

おいて進められており、Ｒ４年度の公開が見込まれている(38)。また、国内外の不確かさ評価に関する研究において幅広く利用され

ている SCALE 共分散ライブラリ（米国オーク・リッジ国立研究所が開発している統合解析コードシステム SCALE が ENDF/Bを基本と

しつつも独自に改訂している核反応断面積の不確かさ）について、次期バージョンである SCALE6.3(39)においては ENDF/B-VIII.0(40)

に基づくものが整備されることが予定されており、Ｒ２年度中の公開が見込まれている。 

 本プロジェクトにおいては、評価済み核データライブラリ及び SCALE 共分散ライブラリに関する最新知見を継続的に収集し、核

データ及びその不確かさの改訂・拡充の内容を確認するとともに、当該最新知見を上記ａ．及びｂ．の実施計画に反映する。 

 

実施行程表 

  Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

（１）最適

評価手法の

導入・整備 

ａ．３次元核熱結合解析コ

ード TRACE/PARCS の実機炉

心体系への適用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学会発表▽ 

 

 

 

 

論文投稿▽ 

 

 

 

 

ｂ．３次元詳細炉心動特性

解析コードの開発等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学会発表▽ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

論文投稿▽ 

 

 

 

 

 

 

学会発表▽ 

 

 

学会発表▽ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

論文投稿▽ 

 

 

 

学会発表▽ 

 

 

学会発表▽ 

 

 

（２）不確

かさ評価手

法の導入・

整備 

ａ．核分裂収率などの不確

かさの伝播 

 

 

 

 

 

 

 

論文投稿▽ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・基本設計及び詳細設計 

・静特性計算機能等の開発及び検証 

・核反応断面積の取扱いに関する検討 

・動特性解析機能 

の開発及び検証 

・核反応断面積再 

構築機能の追加 

・粗細が異なる解析条件の組合方法及び 

効率的な並列化の検討 

・制御棒キャスピングモデルの検討 

・国際ベンチマーク問題の解析 

 （C5G7ベンチマーク問題、C5G7-TDベ 

ンチマーク問題など） 

・国際ベンチマーク問題の解析 

 （UAM-LWR ベンチマーク問題など） 

・実機炉心体系を対象としたベンチマー 

ク問題の解析 

・実機炉心データの整備 

・原子炉起動時及びに出力運転中に 

おける制御棒の異常な引抜き時 

並びに制御棒落下事故時の解析 

・３次元核熱結合解析コード TRACE/ 

PARCS の改良・機能追加 
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ｂ．遅発中性子割合などの

不確かさの伝播 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学会発表▽ 

 

 

 

論文投稿▽ 

 

 

 

 

 

 

 

ｃ．評価済み核データライ

ブラリ等に関する最新知見

の活用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

７．実施計画 

【Ｒ３年度の実施内容】 

（１）最適評価手法の導入・整備【分類②、③、④】 

 ａ．３次元核熱結合解析コード TRACE/PARCSの実機炉心体系への適用 

 異常な過渡変化及び事故時の燃料集合体内燃料棒出力変動を評価するため、高速核定数処理コード及び３次元核動特性解析コー

ド PARCS(7)の改良を実施する。また、定常状態における燃料集合体内燃料棒出力分布について、３次元炉心核特性解析コード

SIMULATE5(41)で得られた解析結果と比較し、上記コード改良の検証を実施する。 

 

 ｂ．３次元詳細炉心動特性解析コードの開発等 

 ３次元詳細炉心動特性解析コードの基本設計及び詳細設計を行うとともに、主として静特性計算機能の開発を進める。また、集

合体核特性解析コード CASMO5(33)によって作成された核反応断面積を３次元詳細炉心動特性解析コードで使用するため、核反応断面

積再構築手法の検討を実施する。 

 

（２）不確かさ評価手法の導入・整備【分類②、③、④】 

 ａ．核分裂収率などの不確かさの伝播 

 燃焼計算で使用する核分裂収率などの不確かさの伝播を考慮して、燃焼に伴う反応度及び核種組成並びにこれらの変化の不確か

さを、UAM-LWRベンチマーク問題 Phase II の解析、実機炉心解析等への適用などをとおして評価する。 

 

 ｂ．遅発中性子割合などの不確かさの伝播 

 動特性計算で使用する遅発中性子割合などの不確かさを、国内外における最新の研究動向を踏まえて整備する。また、当該不確

かさの伝播が考慮できるよう、ランダムサンプリング法に基づく不確かさ評価手法を拡張する。 

 

 ｃ．評価済み核データライブラリ等に関する最新知見の活用 

 Ｒ２年度内の公開が見込まれている統合解析コードシステム SCALE6.3(39)における ENDF/B-VIII.0(40)に基づく SCALE 共分散ライ

ブラリについて、旧バージョンの SCALE 共分散ライブラリとの差異を、文献調査、これまでの安全研究において取得した解析デー

タの再評価などをとおして確認する。 

 

【Ｒ４年度の実施内容】 

（１）最適評価手法の導入・整備【分類②、③、④】 

 ａ．３次元核熱結合解析コード TRACE/PARCSの実機炉心体系への適用 

 Ｒ３年度に改良した高速核定数処理コード及び３次元核動特性解析コード PARCS の検証として、OECD/NEA 及び U.S.NRC の PWR 

MOX/UO2炉心過渡変動ベンチマーク問題(42)の解析を実施し、燃料棒単位の出力変動等の解析精度を評価する。また、安全評価で確認

する燃料エンタルピや破損燃料棒本数の評価方法の検討を実施し、同評価が可能となるように３次元核熱結合解析コード

TRACE/PARCS への機能追加を行う。 

 

 ｂ．３次元詳細炉心動特性解析コードの開発等 

 主として静特性計算機能について、Ｒ３年度に引き続き開発を進めて、完了する。また、当該機能を簡易なベンチマーク問題の

解析をとおして検証する。また、集合体核特性解析コード CASMO5によって作成された核反応断面積を３次元詳細炉心動特性解析コ

ードで使用するため、核反応断面積再構築手法の検討を完了し、これに基づく処理コードを開発する。 

 

（２）不確かさ評価手法の導入・整備【分類②、③、④】 

 ａ．核分裂収率などの不確かさの伝播 

 Ｒ３年度に引き続き、燃焼計算で使用する核分裂収率などの不確かさの伝播を考慮して、燃焼に伴う反応度及び核種組成並びに

これらの変化の不確かさを、UAM-LWR ベンチマーク問題 Phase IIの解析、実機炉心解析等への適用などをとおして評価する。 

 

 ｂ．遅発中性子割合などの不確かさの伝播 

 動特性計算で使用する遅発中性子割合などの不確かさの伝播を考慮して、動特性計算結果の不確かさを評価する。３次元核動特

性解析コード PARCS のみを用いた熱水力フィードバックを含まない条件下での不確かさ評価と、３次元核熱結合解析コード

・不確かさの取扱 

いの検討 

・不確かさ評価手 

法の機能拡張 

・核熱結合の有無

による不確かさ

評価結果の差異

の検討 

・国内外の評価済み各データライブラリ等における核データ 

及びその不確かさの改訂・拡充の内容の確認・実施計画への 

反映 

・国際ベンチマーク 

問題の解析 

 （UAM-LWR ベンチ

マーク問題など） 

・実機炉心体系を対

象としたベンチ

マーク問題の解

析 
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TRACE/PARCS を用いた核熱結合を前提と熱水力フィードバックを含む条件での不確かさ評価結果を比較し、核熱結合の有無による

不確かさ評価結果の差異についてとりまとめる。 

 

 ｃ．評価済み核データライブラリ等に関する最新知見の活用 

 Ｒ３年度に引き続き、統合解析コードシステム SCALE6.3 における ENDF/B-VIII.0 に基づく SCALE 共分散ライブラリについて、旧

バージョンの SCALE 共分散ライブラリとの差異を、文献調査、これまでの安全研究において取得した解析データの再評価などをと

おして確認する。また、Ｒ４年度に公開される見込みである JENDL-5(38)が公開され次第、改訂・拡充された核データ及びその不確

かさについて、旧バージョンの JENDL-4.0(37)との差異を、文献調査、これまでの安全研究において取得した解析データの再評価な

どをとおして確認する。 

 

【Ｒ５年度の実施内容】 

（１）最適評価手法の導入・整備【分類②、③、④】 

 ａ．３次元核熱結合解析コード TRACE/PARCSの実機炉心体系への適用 

 BWR UO2及び 1/3MOX 実機炉心データの整備を実施するとともに、Ｒ３年度までに改良した３次元核熱結合解析コード TRACE/PARCS

を用いて、制御棒落下事故による反応度投入時の解析を実施し、解析モデルの違いによる影響を確認する。 

 

 ｂ．３次元詳細炉心動特性解析コードの開発等 

 Ｒ４年度までに完了した静特性計算機能の開発に引き続き、動特性計算機能の開発を進め、これを完了する。また、当該機能を

簡易なベンチマーク問題の解析をとおして検証する。また、３次元詳細炉心動特性解析コードの静特性計算機能を用いて、粗細が

異なる解析条件の組合方法、効率的な並列化方法、制御棒キャスピングモデル(30)-(32)の検討を進める。さらに、３次元詳細炉心動特

性解析コードを用いて、OECD/NEAの非均質炉心体系における静特性解析の検証に係るベンチマーク問題（C5G7 ベンチマーク問題）
(27),(28)の解析を実施し、解析精度を評価する。 

 

（２）不確かさ評価手法の導入・整備【分類②、③、④】 

 ｂ．遅発中性子割合などの不確かさの伝播 

 ３次元核熱結合解析コード TRACE/PARCS を用いて UAM-LWR ベンチマーク問題 Phase II の解析、実機炉心解析等を実施し、動特性

計算で使用する遅発中性子割合などの不確かさが解析結果に与える影響、個別のパラメータごとの寄与割合の評価などを実施する。 

 

 ｃ．評価済み核データライブラリ等に関する最新知見の活用 

 Ｒ４年度に引き続き、JENDL-5 において改訂・拡充された核データ及びその不確かさについて、旧バージョンの JENDL-4.0 との

差異を、文献調査、これまでの安全研究において取得した解析データの再評価などをとおして確認する。また、国外の評価済み核

データライブラリ（ENDF/B、JEFFなど）の適用事例、次期バージョンの整備状況について最新知見を収集する。 

 

【Ｒ６年度の実施内容】 

（１）最適評価手法の導入・整備【分類②、③、④】 

 ａ．３次元核熱結合解析コード TRACE/PARCSの実機炉心体系への適用 

 ３次元核熱結合解析コード TRACE/PARCS を用いた異常な過渡変化及び事故の解析の実施に向けて、BWR UO2及び 1/3MOX 実機炉心

データの整備を実施するとともに、原子炉起動時及びに出力運転中における制御棒の異常な引抜き時の解析を実施し解析モデルの

違いによる影響を確認する。 

 

 ｂ．３次元詳細炉心動特性解析コードの開発等 

 ３次元詳細炉心動特性解析コードで使用する核反応断面積の取扱い（集合体核特性解析コード CASMO5からの受渡し）に関する研

究成果を踏まえ、核反応断面積の再構築に必要な機能を追加する。また、Ｒ５年度に引き続き、粗細が異なる解析条件の組合方法、

効率的な並列化方法、制御棒キャスピングモデルの検討を実施する。さらに、３次元詳細炉心動特性解析コードを用いて、OECD/NEA

の非均質炉心体系における動特性解析の検証に係るベンチマーク問題（C5G7-TD ベンチマーク問題）(29)の解析を実施し、制御棒位

置及び減速材密度が時間変化する事象に対する解析精度を評価する。 

 

８．実施体制 

【システム安全研究部門における実施者（主担当者には○を記載）】 

   北野 剛司 上席技術研究調査官 

 ○ 大川 剛  主任技術研究調査官 

 ○ 柴  茂樹 技術研究調査官 

 ○ 藤田 達也 技術研究調査官 

 ○ 岩橋 大希 技術研究調査官 

   酒井 友宏 技術研究調査官 

   山本 敏久 技術研究調査官 
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研究計画（案） 

１．プロジェクト 
18. 再処理施設及びＭＯＸ燃料加工施設における重大事故等の事象進展に係る

研究 

担当部署 
技術基盤グループ 

核燃料廃棄物研究部門 

担当責任者 森  憲治 主任技術研究調査官 

２．カテゴリー・

研究分野 
【核燃料サイクル・廃棄物】 J) 核燃料サイクル施設 主担当者 

横塚 宗之 技術研究調査官 

瀧澤 真  技術研究調査官 

３．背景 

核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（昭和３２年法律第１６６号。以下「原子炉等規制法」という。）第６１

条の２の２第１項４号ロにおいて、原子力事業者及び核原料物質を使用する者は、保安のために必要な措置について、原子力規制委

員会が行う検査を受けなければならないとされている。これを踏まえた新たな検査制度（以下「原子力規制検査」という。）が令和

２年４月から施行された。本原子力規制検査を実施するに当たり策定された原子力規制検査等実施要領(1)においては、検査の実施方

針、検査指摘事項の重要度評価等において、合理的な範囲でリスク情報注１）を活用し、効率的かつ効果的な検査の実施に努めること

とされている。このため、検査における優先度や検査結果に対する重要度を判断するためのリスク情報が重要である。 

このようなリスク情報を得るに当たっては、想定される全ての事故シナリオについてリスク評価を行うことにより、その相対的な

重要度を明確にすることができるが、そのためには、核燃料サイクル施設のリスク評価に適した評価手法の整備と、全ての事故シナ

リオを過度に保守的となることなく定量的に構築するためのデータや解析コードが必要になる。特に、事故の発生確率は低いがその

影響が大きいと想定される事故シナリオは重要度の評価に影響を及ぼす可能性があり、これらのデータを適切に取得・整備すること

が必要である。これまでの安全研究注 2）においてもそのようなデータ等の整備を行ってきたが、これらに加えて、上述した原子力規制

検査における優先度や重要度を評価する観点から必要なデータ等を整備していくことが重要である。 

本安全研究では、原子力規制検査において事業者が示すリスク情報の妥当性を原子力規制庁が確認することを想定しており、この

うち本安全研究により得られたデータは、このデータに基づく事故シナリオやその規模、放射性物質の挙動、影響範囲、余裕時間等

の知見を用いて事業者が示すリスク評価モデルの妥当性確認に活用される。図 1 に本安全研究で想定している、研究により得られた

データの原子力規制検査への活用のイメージを示す。なお、これらの妥当性確認のため、リスク評価を実施する環境については別途

整える。 

 

ＰＲＡ：確率論的リスク評価 

図 1 本安全研究で想定する研究成果の原子力規制検査への活用のイメージ 

再処理施設及び混合酸化物燃料（以下「ＭＯＸ燃料」という。）加工施設における重大事故としては様々な事故が想定されており、

使用済燃料の再処理の事業に関する規則（昭和四十六年総理府令第十号）では、臨界事故、冷却機能の喪失による蒸発乾固、放射線

分解により発生する水素による爆発、有機溶媒等による火災又は爆発、使用済燃料貯蔵槽に貯蔵する燃料の損傷及び放射性物質の漏

えいが挙げられ、核燃料物質の加工の事業に関する規則（昭和四十一年総理府令第三十七号）では臨界事故及び核燃料物質等を閉じ

込める機能の喪失が挙げられている。いずれの重大事故においてもその事故シナリオの把握は重要であるが、これまで原子力規制庁

で実施してきた加工施設及び再処理施設に係るリスク評価に関する安全研究では注２）、再処理施設については高レベル濃縮廃液の蒸

発乾固事象を、ＭＯＸ燃料加工施設ではグローブボックス（以下「ＧＢ」という。）火災（閉じ込め機能の喪失に至る恐れがある。）

を対象として、これらのリスク評価に必要な現象理解のための科学的・技術的知見を得るために試験や解析を実施してきた。これら

の重大事故を安全研究の対象とした理由は以下のとおりである。 

 

〇再処理施設において蒸発乾固事象を対象とした理由 

実施設の新規制基準適合性審査結果(2)によると、設計基準を超える厳しい条件下での発生を仮定した重大事故として、蒸発乾固、

水素爆発及び使用済燃料の著しい損傷が挙げられている注 3）。このうち、使用済燃料の著しい損傷については実用発電用原子炉と共

通する重大事故であり、実用発電用原子炉の知見が活用できることが想定される。また、蒸発乾固については、高レベル廃液があ

る一定温度を超えた際に揮発性物質の気相移行を示唆する知見が得られており(3)、その気相移行割合は水素爆発時に想定される気

相移行割合に比べて大きいことから、本研究における再処理施設の重大事故として、蒸発乾固を優先的に取り上げた。 

 

〇ＭＯＸ燃料加工施設においてＧＢ火災を対象とした理由 

臨界事象では、直接の放射線は施設の構造物で遮蔽され、また、核分裂生成物の大規模な環境への放出も考えにくいため、一般

公衆の被ばくという観点からは相対的な影響は大きくないものと考えられる。一方、閉じ込め機能の喪失では、ＭＯＸ燃料粉末の

環境への放出が想定されるが、その駆動力を与える事象として焼結炉における水素爆発及び有機材料を構成材料とし非密封のＭＯ

原子力規制検査
リスク情報の活用

事業者のリスク情報

必要に応じて修正等

検査への活用

安全研究の成果

妥当性確認
（PRA試評価を含む）
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Ｘ燃料粉末を内包するＧＢの火災が考えられる注 4)。焼結炉の水素爆発ではそれによる駆動力が大きく、その影響は大きいことが想

定されるが、水素爆発に関しては解析コードによる評価技術が検討されている実績がある(4)。一方、ＧＢについては施設内の広範

な領域に多数基設置されるものと考えられ、ＭＯＸ燃料加工施設の特徴の一つとなっている。また、ＧＢ火災は、構成材料で有機

材料であるＧＢパネルの熱分解及び燃焼、それに伴う熱流動、燃焼に伴うばい煙の発生等といった現象があり、ＧＢ間での延焼に

よる規模の拡大も想定されることから、事象進展に伴う火災の挙動（火災による事故シナリオ）は複雑になることが想定される。

加えて、海外ではＧＢの火災が多数報告されており(5)、フランス放射線防護原子力安全研究所（ＩＲＳＮ）ではＧＢ火災に関する

試験が進行中である(6)。このような理由から、ＭＯＸ燃料加工施設の重大事故として、ＧＢ火災を優先的に取り上げた。 

 

これらの科学的・技術的知見の習得は、事業者が実施する施設の安全性の向上に向けた評価において、そのリスク評価手法の妥当

性を確認することを目的として実施されたものであるが、原子力規制検査に活用する事故シナリオ及びその重要度の評価のためには

より詳細な知見が必要と考えられる。下記（１）及び（２）に、これまで取得した知見と、今後、取得する必要がある知見について

示す。 

 

注１) ここでリスク情報とは、各監視領域に関連する活動目的を達成できていない可能性又は状況及びその程度を検討・評価するために有用な原子力施設の

状態及び事業者の安全活動状況等に関する情報であり、直接的なものだけでなく、その可能性等の要因の特定や影響の大きさ等を含んでいる。また、

リスク情報は、従来も用いている安全上の重要度、運転経験及び不適合情報等の定性的な情報に加え、確率論的リスク評価（PRA）により得られる計算

結果や知見等の定量的な情報をいう(1)。 

注２) 加工施設のリスク評価に係る研究(平成２４年度～平成２８年度)、再処理施設のリスク評価に係る研究(平成２４年度～平成２８年度)、加工施設及び

再処理施設の内部火災等に関するリスク評価手法に関する研究(平成２９年度～令和２年度) 

注３）臨界及びＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応については、新規制基準適合性審査
(2)

で設定された設計基準を超える厳しい条件下での発生は想定されない

ものの、過去に他の施設での発生経験等を踏まえ、同重大事故の発生を想定したとしている。 

注４）国内のＭＯＸ燃料加工施設においては、重大事故（閉じ込め機能の喪失）の要因としてＧＢ火災と焼結炉の水素爆発が挙げられている(7)。 

 

 

（１）蒸発乾固 

ａ）Ｒ２年度までに得られた知見(8) 

高レベル廃液等の冷却機能が喪失した場合に、高レベル廃液等の沸騰により溶液中の水分が蒸発し、やがて水分が無くなり、最

終的には溶質が乾燥･固化に至るまでの一連の現象を蒸発乾固といい、この現象は再処理施設の重大事故の一つに挙げられている。 

図２に示す概念図のとおり、蒸発乾固では「沸騰初期段階」、「沸騰晩期段階」、「乾固段階」及び「乾固後の温度上昇段階」

といった事象進展に応じて、放射性物質の挙動や環境条件（蒸気･ガス組成等）が大きく変化する。したがって、高レベル濃縮廃液

を対象としたＲ２年度までの研究では、事象進展に応じて変化する環境条件に留意しつつ、Ｒｕの移行挙動に着目し、主に「沸騰

初期段階」から「乾固段階」までにおける「液相から気相への放射性物質移行挙動」及び「放出経路中での放射性物質移行挙動」

に着目したデータを取得した。研究成果の一例として、「液相から気相への放射性物質移行挙動」では難揮発性物質及び揮発性Ｒ

ｕの気相移行挙動、亜硝酸による揮発性Ｒｕの気相移行の抑制効果、乾固物への注水に伴う放射性物質の気相移行挙動等に関する

科学的・技術的知見を収集･蓄積し、「放出経路中での放射性物質移行挙動」では、揮発性Ｒｕの熱分解挙動、蒸気凝縮に伴う凝縮

液への移行挙動等に関する科学的・技術的知見を収集･蓄積した。 

 

 
 

図２ 蒸発乾固事故の事象進展に応じた放射性物質等の 

移行挙動の概念図(文献(8)の図を引用) 

 

ｂ）Ｒ３年度以降に検討が必要な事項 

Ｒ２年度までの研究成果とでは、Ｒｕの移行挙動に着目して、「沸騰初期段階」、「沸騰晩期段階」及びから「乾固段階」まで

における「液相から気相への放射性物質移行挙動」、「放出経路中での放射性物質移行挙動」等に関する一連の試験データ等を取

得したが、今後、Ｃｓの移行挙動に着目して、「乾固後の温度上昇段階」の条件下に拡張したデータを取得する必要がある。また、

「沸騰初期段階」、「沸騰晩期段階」及び「乾固段階」において、最新の再処理施設の重大事故対策や実施設環境を踏まえて想定

される条件下に拡張したＲｕの移行挙動データを取得するとともに、Ｒ２年度までの研究成果により、「放出経路中での放射性物

質移行挙動」を把握するために重要な現象であることが示唆された凝縮液へのＲｕの化学吸収効果について、この現象をより詳細
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に把握するためのデータの拡充を行う必要がある。さらに、長期的な目標として事象進展解析コードの整備に向けた検討を進めて

いく必要がある。 

 

（２）ＧＢ火災 

ａ）Ｒ２年度までに得られた知見(9) 

重大事故時の火災影響評価に係る科学的・技術的知見の収集・蓄積のため、ＭＯＸ燃料加工施設でのＧＢ火災について、ＧＢを

構成するパネル等の材料片を用いた小規模試験、パネル単体を用いた中規模試験等により、施設の閉じ込め性に重要となるこれら

の熱分解特性及び燃焼特性並びにこれらの燃焼に伴って発生するばい煙等のフィルターへの影響等に関するデータを取得・分析し、

科学的・技術的知見を収集・蓄積した。なお、ここでの熱分解特性及び燃焼特性は、ＧＢ火災の事象進展を念頭において採取した

データで、事象進展に伴うＧＢ火災の燃焼挙動の変化をシミュレーションするために必要なデータ等を取得している。 

また、ＩＲＳＮが開発したＳＹＬＶＩＡコード（ゾーンモデルコード）及びＣＦＤ（Ｃｏｍｐｕｔａｔｉｏｎａｌ Ｆｌｕｉｄ 

Ｄｙｎａｍｉｃｓ）コードを用い、ＧＢ火災について解析を行い、解析コードの適用に関する妥当性を確認するとともに、関連す

る換気システムの影響を含めた火災進展に関する科学的・技術的知見を収集・蓄積した。 

 

ｂ）Ｒ３年度以降に検討が必要な事項 

Ｒ２年度までの研究成果として、小規模、中規模試験等により、「ＧＢ構成材料の熱分解特性及び燃焼特性」、「ばい煙等のフ

ィルターへの影響」等に関する基礎的な知見を取得した。しかし、ＧＢ火災の燃焼挙動は、ＧＢの大きさ及び構成（材料パネルの

設置位置、開口部の有無等）にも大きく影響される。これは、ＧＢパネルのスケール効果やＧＢ内外の熱流動の影響が大きくなる

ためであり、実際のＧＢ火災の事象進展に関する知見が必須である。しかし、これらの知見は十分得られておらず、実際のＧＢを

模擬した実規模の試験データに基づく解析等により、当該知見を取得する必要がある。図３にＧＢ火災試験の試験規模の推移を示

す。 

 

図３ ＧＢ火災における試験規模の推移 
 

４．目的 

 原子力規制検査制度におけるでは、検査における優先度や検査結果に対する重要度を判断するためのリスク情報が重要である。こ

のようなリスク情報を得るに当たっては、想定される全ての事故シナリオについてリスク評価を行うことにより、その相対的な重要

度を明確にする必要がある。これを踏まえて、再処理施設及びＭＯＸ燃料加工施設のリスク情報に基づく検査に資することの一環と

して、より詳細なリスク評価結果を得るため、低頻度高影響の事象を含む重大事故等の事象進展シナリオを明確にすることを目的と

して以下の項目の技術的検討を行う。なお、これらの検討は、令和２年度までに実施した安全研究から得られた知見と合わせて実施

する。 

（１） 蒸発乾固に関する放射性物質移行挙動 

（２） ＧＢ火災に関する燃焼挙動 

５．知見の活用先 

本プロジェクトで得られた知見及び評価ツールは、原子力規制検査制度に基づく再処理施設及びＭＯＸ加工施設の検査において、

検査の優先度や検査結果に対する重要度を判断するため、事業者のリスク情報の妥当性確認に活用する。また、得られた知見は、リ

スク情報をまとめた検査資料や必要に応じて検査に係るガイドの参考情報として活用する。 

材料片を用いた
小規模試験

実際のＧＢを模擬した
実規模試験

令和２年度までに実施済み 令和３年度以降、入手した試験データを活用

パネル単体を用いた
中規模試験
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６．安全研究概要 

（始期：Ｒ３年度） 

（終期：Ｒ７年度） 

原子力規制検査制度に基づく再処理施設及びＭＯＸ燃料加工施設の検査に資するため、以下の研究を実施する。本プロジェクトの

研究は、「原子力規制委員会における安全研究の基本方針」（令和元年５月２９日原子力規制委員会決定）における安全研究のうち

以下の分類に基づき実施する。 

① 規制基準等の整備に活用するための知見の収集・整備（以下「分類①」という。） 

② 審査等の際の判断に必要な知見の収集・整備（以下「分類②」という。） 

③ 規制活動に必要な手段の整備（以下「分類③」という。） 

 

（１）蒸発乾固【分類①②③】 

 本研究の実施概要は以下のとおり。なお、これらのデータ取得は関係機関と協力して実施する。 

・実施設条件を踏まえた放射性物質移行挙動の把握 

再処理施設で想定される重大事故対策や実施設環境を踏まえた条件下（気相温度、ＮＯｘ等共存ガスの影響等）における揮発性

Ｒｕの移行挙動を把握するためのデータを取得する。また、揮発性Ｒｕの抑制効果のある亜硝酸について、実施設で想定される高

濃度硝酸条件における亜硝酸効果及び亜硝酸濃度の変動を把握するためのデータを取得する。 

・準揮発性物質の移行挙動等の把握 

乾固後の温度上昇段階での準揮発性物質（Ｃｓ等）の挙動を把握するためのデータを取得する。また、乾固物の温度挙動を把握

するためのデータを取得する。 

・凝縮液へのＲｕの化学吸収効果の把握 

凝縮液へのＲｕの化学吸収効果に関して、より広範な条件（亜硝酸濃度、温度等）下での試験及び必要に応じて解析を実施し、

関連するデータを拡充する。 

・事象進展解析コードに関する課題の整理 

  これまでに得られた研究成果等を踏まえた上で、蒸発乾固の事象進展解析コードの整備に向けた課題を整理する。なお、解析コ

ードの整備方針に関する検討は、同課題の整理結果等を踏まえて別途実施する計画である。 

 

（２）ＧＢ火災【分類①②③】 

ＭＯＸ燃料加工施設等のＧＢ火災を想定し、実規模のＧＢ火災試験データ等に基づく解析等により、ＧＢ火災の事象進展に関する

知見を得るとともに、火災事象進展シナリオを評価するための解析手法を整備する。本解析は、実規模ＧＢ火災の挙動等に関する知

見の分析により抽出した課題を踏まえて実施する。分析の対象及び解析項目は、以下のとおり。これらの分析及び解析においては、

ＧＢ内の温度分布及び圧力、発熱速度等を評価項目とし、また、火災事象進展シナリオに影響を与える因子（火災規模、可燃物の種

類、発生気体、ばい煙量等）の変動範囲等に留意して知見を得る。 

なお、実規模のＧＢ火災試験データ等は、主にＩＲＳＮと原子力規制庁との間で締結された協定「ＲＥＳＥＡＲＣＨ ＡＧＲＥＥＭ

ＥＮＴ ＯＮ ＴＨＥ ＩＲＳＮ ＧＬＯＶＥ ＢＯＸ ＦＩＲＥＳ ＰＲＯＧＲＡＭ」に基づいて２０１９年から２０２３年の期間で実

施されているＧＢ火災試験（ＦＩＧＡＲＯプロジェクト）で得られる試験データ等を活用する。 

 

・分析の対象 

- 換気系統の影響下における中規模ＧＢ火災の挙動 

- 開放空間における実規模ＧＢ火災の挙動 

- 換気系統の影響下における実規模ＧＢ火災の挙動 

- 核燃料物質（粉末）への火勢の影響 

- ＧＢパネル材の燃焼挙動 

・解析項目 

- 換気系統の影響下における中規模ＧＢ火災 

- 開放空間における実規模ＧＢ火災 

- 換気系統の影響下における実規模ＧＢ火災 
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実施行程表 

  

 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 

（１）蒸発乾固 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

（２）ＧＢ火災 

 

 

 

 

     

 

 

７．実施計画 

【Ｒ３年度の実施内容】 

（１）蒸発乾固【分類①②③】 

 実施設条件を踏まえた放射性物質移行挙動の把握 

－再処理施設で想定される重大事故対策や実施設環境を踏まえた放射性物質移行挙動及び実施設で想定される亜硝酸濃度の変動等

を把握するための試験条件を検討するとともに、試験装置を整備し、予備試験を実施する。 

 準揮発性物質の移行挙動等の把握 

－乾固後の温度上昇段階に着目した際の準揮発性物質の挙動を把握するための試験条件を検討するとともに、試験装置を整備し、

予備試験を実施する。また、乾固物の温度挙動を把握するための予備解析を実施し、より現実的な評価に必要なデータ等を検討

する。 

 凝縮液へのＲｕの化学吸収効果の把握 

－凝縮液へのＲｕの化学吸収効果を把握するための試験条件を検討するとともに、試験装置を整備し、予備試験及び必要に応じて

関連する解析を実施する。 

 事象進展解析コードの整備に向けた課題の分析 

－これまでに得られた研究成果等を踏まえ、蒸発乾固に関する事象進展解析コードの整備を実施する際の課題を分析する。 

 

（２）ＧＢ火災【分類①②③】 

 開放空間での中規模ＧＢ火災における挙動の把握 

－開放空間での中規模ＧＢ火災における挙動について、過年度までに得られている試験データ等を基に解析を実施し、ＧＢ火災の

事象進展に関する知見を収集・蓄積する。 

 換気系統の影響下における中規模ＧＢ火災の挙動の把握 

－前年度に得られた換気系統の影響下における中規模ＧＢ火災の挙動に関する知見、核燃料物質（粉末）への影響に関する知見及

びその他ＧＢパネル材の燃焼に関する物理的知見を分析し、課題を抽出する。 

 

【Ｒ４年度の実施内容】 

（１）蒸発乾固【分類①②③】 

論文投稿 
リスク評価モデ
ルの妥当性確認
に活用 

各事象進展段階に
応じたデータ整理 

論文投稿 
リスク評価モデ
ルの妥当性確認
に活用 

ＧＢ火災の挙動に関する知見の分析、課題の抽出 

抽出した課題を踏まえた解析 

火災事象進展シナリ
オを評価するための
解析手法の整備 

開放空間におけ
る中規模ＧＢ火
災解析 

換気系統の影響
下における中規
模ＧＢ火災解析 

開放空間におけ
る実規模ＧＢ火
災解析 

換気系統の影響
下における実規
模ＧＢ火災解析 

換気系統の影響
下における実規
模ＧＢ火災解析 

･事象進展解析コ
ードの整備に向
けた課題の分析 

 

・試験条件の検
討、予備試験・解
析 

･実施設条件を踏まえた放射性物質移行挙動の把握 
･準揮発性物質の移行挙動等の把握 
･凝縮液へのRuの化学吸収効果の把握 

･課題等を踏まえた解析コードの
整備方針に関する検討 
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 Ｒ３年度の研究成果を踏まえ、継続して以下の研究を実施し、科学的・技術的知見を収集・蓄積する。 

 実施設条件を踏まえた放射性物質移行挙動の把握 

－再処理施設で想定される重大事故対策や実施設環境を踏まえた放射性物質移行挙動及び実施設で想定される亜硝酸濃度の変動等

を把握するための試験（Ｒ４～７年度の実施項目として、気相温度及びＮＯｘ等共存ガスに着目した熱分解試験、気相温度及び

ＮＯｘ等共存ガスに着目したエアロゾル生成挙動把握試験、高濃度硝酸条件における亜硝酸効果把握試験、実廃液で想定される

亜硝酸濃度変動試験を実施する。） 

 準揮発性物質の移行挙動等の把握 

－乾固後の温度上昇段階に着目した際の準揮発性物質の挙動を把握するための試験及び乾固物の温度挙動を把握するための解析

（Ｒ４～７年度の実施項目として、Ｃｓの移行挙動に着目した試験、Ｃｓの移行挙動に関するＴｃ等の影響に着目した試験、放

出経路中のＲｕの再揮発に着目した試験、乾固物の物性値測定及び乾固物の温度挙動解析を実施する。） 

 凝縮液へのＲｕの化学吸収効果の把握 

－凝縮液へのＲｕの化学吸収効果を把握するための試験等（Ｒ４～７年度の実施項目として、液の亜硝酸濃度、温度、組成等に着

目した試験、Ｒｕの化学吸収反応及びその反応速度の検討を実施する。） 

 

（２）ＧＢ火災【分類①②③】 

 換気系統の影響下における中規模ＧＢ火災の挙動の把握 

－前年度に抽出した換気系統の影響下における中規模ＧＢ火災の挙動、核燃料物質（粉末）への影響及びＧＢパネル材の燃焼に関

する課題を踏まえた解析を実施し、ＧＢ火災の事象進展に関する知見を収集・蓄積する。 

 開放空間における実規模ＧＢ火災の挙動の把握 

－開放空間における実規模ＧＢ火災の挙動に関する知見及びＧＢパネル材の燃焼に関する物理的知見を分析し、課題を抽出する。 

 

【Ｒ５年度の実施内容】 

（１）蒸発乾固【分類①②③】 

 Ｒ４年度までの研究成果を踏まえ、継続して以下の研究を実施し、科学的・技術的知見を収集・蓄積する。 

 実施設条件を踏まえた放射性物質移行挙動の把握 

－再処理施設で想定される重大事故対策や実施設環境を踏まえた放射性物質移行挙動及び実施設で想定される亜硝酸濃度の変動等

を把握するための試験（気相温度及びＮＯｘ等共存ガスに着目したエアロゾル生成挙動把握試験Ｒ４年度の成果を分析し、必要

に応じて試験条件、試験装置等を再検討した上で、【Ｒ４年度の実施内容】に示す実施項目のうち未対応の試験を行う。） 

 準揮発性物質の移行挙動等の把握 

－乾固後の温度上昇段階に着目した際の準揮発性物質の挙動を把握するための試験及び乾固物の温度挙動を把握するための解析

（Ｃｓの移行挙動に関するＴｃ等の影響に着目した試験Ｒ４年度の成果を分析し、必要に応じて試験条件、試験装置、解析モデ

ル、解析に必要な物性値データ等を再検討した上で、【Ｒ４年度の実施内容】に示す実施項目のうち未対応の試験・解析を行

う。） 

 凝縮液へのＲｕの化学吸収効果の把握 

－凝縮液へのＲｕの化学吸収効果を把握するための試験等（液の温度に着目した試験Ｒ４年度の成果を分析し、必要に応じて試験

条件、試験装置等を再検討した上で、【Ｒ４年度の実施内容】に示す実施項目のうち未対応の試験を行う。） 

 

（２）ＧＢ火災【分類①②③】 

 開放空間における実規模ＧＢ火災における挙動の把握 

－前年度に抽出した開放空間における実規模ＧＢ火災の挙動及びＧＢパネル材の燃焼に関する課題を踏まえた解析を実施し、ＧＢ

火災の事象進展に関する知見を収集・蓄積する。 

 換気系統の影響下における実規模ＧＢ火災の挙動の把握 

－換気系統の影響下における実規模ＧＢ火災の挙動に関する知見及びＧＢパネル材の燃焼に関する物理的知見を分析し、課題を抽

出する。 

 

【Ｒ６年度の実施内容】 

（１）蒸発乾固【分類①②③】 

 Ｒ５年度までの研究成果を踏まえ、継続して以下の研究を実施し、科学的・技術的知見を収集・蓄積する。 

 実施設条件を踏まえた放射性物質移行挙動の把握 

－再処理施設で想定される重大事故対策や実施設環境を踏まえた放射性物質移行挙動及び実施設で想定される亜硝酸濃度の変動等

を把握するための試験（高濃度硝酸条件における亜硝酸効果把握試験Ｒ５年度までの成果を分析し、必要に応じて試験条件、試

験装置等を再検討した上で、【Ｒ４年度の実施内容】に示す実施項目のうち未対応の試験を行う。） 

 準揮発性物質の移行挙動等の把握 

－乾固後の温度上昇段階に着目した際の準揮発性物質の挙動を把握するための試験及び乾固物の温度挙動を把握するための解析

（放出経路中のＲｕの再揮発に着目した試験Ｒ５年度までの成果を分析し、必要に応じて試験条件、試験装置、解析モデル、解

析に必要な物性値データ等を再検討した上で、【Ｒ４年度の実施内容】に示す実施項目のうち未対応の試験・解析を行う。） 

 凝縮液へのＲｕの化学吸収効果の把握 

－凝縮液へのＲｕの化学吸収効果を把握するための試験等（液の組成に着目した試験Ｒ５年度までの成果を分析し、必要に応じて

試験条件、試験装置等を再検討した上で、【Ｒ４年度の実施内容】に示す実施項目のうち未対応の試験を行う。） 

 

（２）ＧＢ火災【分類①②③】 
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 換気系統の影響下における実規模ＧＢ火災の挙動の把握 

－前年度に抽出した換気系統の影響下における実規模ＧＢ火災の挙動及びＧＢパネル材の燃焼に関する課題を踏まえた解析を実施

し、ＧＢ火災の事象進展に関する知見を収集・蓄積する。 

－前年度に得られた換気系統の影響下における実規模ＧＢ火災の挙動に関する知見及びＧＢパネル材の燃焼に関する物理的知見を

分析し、課題を抽出する。 

 

【Ｒ７年度の実施内容】 

（１）蒸発乾固【分類①②③】 

 Ｒ６年度までの研究成果を踏まえ、継続して以下の研究を実施し、科学的・技術的知見を収集・蓄積する。 

 実施設条件を踏まえた放射性物質移行挙動の把握 

－再処理施設で想定される重大事故対策や実施設環境を踏まえた放射性物質移行挙動及び実施設で想定される亜硝酸濃度の変動等

を把握するための試験（液の亜硝酸濃度変動試験Ｒ６年度までの成果を分析し、必要に応じて試験条件、試験装置等を再検討し

た上で、【Ｒ４年度の実施内容】に示す実施項目のうち未対応の試験を行う。） 

 準揮発性物質の移行挙動等の把握 

－乾固後の温度上昇段階に着目した際の準揮発性物質の挙動を把握するための試験及び乾固物の温度挙動を把握するための解析

（乾固物の物性値測定及び乾固物の温度挙動解析Ｒ６年度までの成果を分析し、必要に応じて試験条件、試験装置、解析モデ

ル、解析に必要な物性値データ等を再検討した上で、【Ｒ４年度の実施内容】に示す実施項目のうち未対応の試験・解析を行

う。） 

 凝縮液へのＲｕの化学吸収効果の把握 

－凝縮液へのＲｕの化学吸収効果を把握するための試験等（Ｒｕの化学吸収反応及びその反応速度の検討Ｒ６年度までの成果を分

析し、必要に応じて試験条件、試験装置等を再検討した上で、【Ｒ４年度の実施内容】に示す実施項目のうち未対応の試験を行

う。） 

 また、これまでに取得したデータを基に実施設で想定される蒸発乾固の事象進展シナリオを明確にするとともに、各事象進展段階

に応じた定量的データを整理する。 

 

（２）ＧＢ火災【分類①②③】 

 換気系統の影響下における実規模ＧＢ火災の挙動の把握 

－前年度の課題を踏まえた解析を実施し、ＧＢ火災の事象進展に関する知見を収集・蓄積する。 

 実規模ＧＢ火災における火災事象進展シナリオを評価するための解析手法の整備 

－前年度までの知見の分析結果、抽出した課題及び当該年度分も含めた解析結果を踏まえ、ＭＯＸ燃料加工施設等のＧＢ火災を想

定した火災事象進展シナリオを評価するための解析手法を整備する。 

 

８．実施体制 

【核燃料廃棄物研究部門における実施者（主担当者には○を記載）】 

○  横塚 宗之 技術研究調査官 

  寺垣 俊男 技術研究調査官 

  古田 昌代 技術研究調査官 

○  瀧澤  真  技術研究調査官 

山口 晃範 技術研究調査官 

櫻井 智明 技術研究調査官 

久保田和雄 統括技術研究調査官 

藤根 幸雄 技術参与 

山田  隆  技術参与 

山手 一記 技術参与 

野島 康夫 技術参与 

 

９．備考 

文 献 

(1)原子力規制庁、原子力規制検査等実施要領、原規規発第 1912257 号-1、令和元年１２月 

(2)原子力規制委員会、日本原燃株式会社再処理事業所における再処理の事業の変更許可申請書に関する審査書（核原料物質、核燃

料物質及び原子炉の規制に関する法律第４４条の２第１項第２号及び第４号関連）、令和２年７月２９日 

(3)「再処理施設における放射性物質移行挙動に係る研究」運営管理グループ、再処理施設における放射性物質移行挙動に係る研究

報告書、平成２６年２月 

(4)玉内義一、他、再処理工場における放射線分解による水素爆発発生時の燃焼挙動調査 (5) 小型環状層の燃焼解析、構造解析、日

本原子力学会 2016 年秋の大会 予稿、3H02、平成２８年９月７日～９日 

(5)Coutin M. and Audouin L., “Glove box fire behaviour in free atmosphere”, 24th International Conference on 

Structural Mechanics in Reactor Technology (SMiRT 24) -15th International Post-Conference Seminar on“FIRE SAFETY 

IN NUCLEAR POWER PLANTS AND INSTALLATIONS”, 6/10/2017. 

(6)IRSN, “Glovebox fire: first results for IRSN research”,  

programhttps://www.irsn.fr/EN/newsroom/News/Pages/20181120_Glovebox-fire-IRSN-research.aspx, 20/11/2018 

(7)日本原燃株式会社、ＭＯＸ燃料加工施設における新規性基準に対する適合性（第２２条：重大事故等の拡大防止等）、令和２年

５月２６日 
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(8)国立研究開発法人日本原子力研究開発機構、平成 31年度原子力規制庁委託成果報告書再処理施設内での放射性物質の移行挙動に

係る試験等、令和２年３月 

(9)国立研究開発法人日本原子力研究開発機構、平成 31年度原子力規制庁委託成果報告書再処理施設等における火災事故時影響評価

試験、令和２年３月 
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研究計画（案） 

１．プロジェクト 20. 廃棄物埋設における長期性能評価に関する研究 
担当部署 

技術基盤グループ 

核燃料廃棄物研究部門 

担当責任者 山田 憲和 首席技術研究調査官 

２．カテゴリー・

研究分野 
【核燃料サイクル・廃棄物】 K)放射性廃棄物埋設施設 主担当者 

廣田 明成 技術研究調査官 

入江 正明 技術研究調査官 

３．背景 

（廃棄物埋設に係る規制基準の整備状況） 

 中深度処分について 2015 年から規制要求の考え方の検討を進め 2016 年 8 月に「炉内等廃棄物の埋設に係る規制の考え方につい

て」〔1〕としてと取りまとめ、20187 年 4 10 月に成立施行したされた改正原子炉等規制法では廃棄物埋設地の掘削等の行為の制

限、坑道の閉鎖に対する規制を導入した。その後、中深度処分の規制要求に係る技術的内容を検討するとともに、長期の放射線防護

の実効性をより高めていくための ALARA の考え方に関して原子力規制委員会において議論をすすめ進め、2018 年に規制要求の骨子

案〔2〕、2020 年に中深度処分に係る規制基準等における要求事項の概要について取りまとめ、引き続き技術的な検討を進めている

〔3〕。しているところ。今後、規制基準及び関連する審査ガイドの整備に加えて、より具体的な中深度処分システムを想定して規制

基準への適合性が審査において判断できるように知見の蓄積が必要となる。 

 中深度処分の規制基準に関する検討を反映して、ピット処分及びトレンチ処分に関連する第二種廃棄物埋設事業規則及び第二種廃

棄物埋設許可基準規則とその解釈が 2019年に改正された。その中で、廃棄体及び埋設施設に関する技術基準の性能規定化が行われる

と共ともに、トレンチ処分について雨水及び地下水の浸入を十分抑制する覆土が要求されることとなった。この規則に基づき、現在、

日本原電株式会社のトレンチ処分及び日本原燃株式会社のピット処分について、事業許可の審査が行われている。 

 地層処分については、2017 年に地層処分を行う場所を選ぶ際に考慮する科学的特性とその日本全国の分布を示した科学的特性マッ

プが公開され、原子力発電環境整備機構（NUMO）による立地へ向けた取組が進められている。原子力規制委員会は、2015年に閣議決

定された特定放射性廃棄物の最終処分に関する基本方針において、最終処分に関する安全確保のための規制に関する事項について順

次整備、運用すること、及び概要調査地区等の選定時に安全確保上少なくとも考慮されるべき事項を順次示すことが適当とされてい

る。 

 加工施設等から発生する専らウランによって汚染された廃棄物については、天然起源核種であると同時に原子力利用の行為から発

生した廃棄物である特性を考慮した規制の考え方について、原子力規制委員会において検討が行われている。 

 RI使用施設から発生した廃棄物については、2017年の原子炉等規制法及び放射性同位元素等規制法の改正によって、原子炉等規制

法の廃棄事業者へ廃棄を委託できるように処分規制の合理化が行われた。RI使用施設及び核燃料物質使用施設から発生した廃棄物を

含む研究施設等廃棄物は、国立研究開発法人日本原子力研究開発機構（JAEA）を事業主体として埋設事業の検討が進められている。 

  

（規制基準の整備に対応した安全研究フェーズの段階の考え方） 

 中深度処分の要件を示した許可基準規則の制定が 2020 年度中を目途に進められているため、今後行われる事業許可の審査を見据

えて、規則への適合性が具体的に判断できるようにするための知見の取得と整理を行うことが必要である。廃棄物埋設は、個々の施

設が設置される地質・水理環境条件及び廃棄物特性に応じて必要な機能とその性能を持つ処分システムを設計したものとなる。審査

においては、具体的な条件と設計に応じてそれが規則に沿った適切なものであることについて、地質・水理環境条件、ALARA の考え

方、多重性、機能維持等を組み込んだ処分システムの構成、個々の処分システム構成要素の性能とその技術的実現性を確認し、その

妥当性を判断する必要がある。また、建設・操業の段階において、処分システムが設計どおりに施工され性能を発揮するものである

ことを確認するための方法等を整備することも必要である。これらに用いる知見のうち共通するものは、今後の浅地中処分の審査に

も反映する。 

 地層処分においては、10 万年を超える長期間にわたって高レベル放射性廃棄物（HLW ）を起因とする放射線による影響から公衆と

生活環境を防護する必要があり、具体的な要求深度や評価期間については中深度処分とは異なると考えられるため、さらなる更なる

技術的な検討が必要と考える。しかしながら、長半減期核種の濃度制限等、該当しない考え方はあるものの、例えば長期間にわたっ

て公衆と生活環境を防護するための根幹的な対策として、事業者に離隔と閉じ込めといった設計上の対策を要求する考え方などは、

中深度処分の考え方と共通するものと考えられる。〔［1〕］   

 

（中深度処分の特徴） 

 中深度処分は、数万年を超える長期間にわたって炉内等廃棄物等を起因とする放射線による影響から公衆と、公衆を防護する上で

必要な環境を防護するための根幹的な対策として、廃棄物と公衆の離隔に有効と考えられる深度へ廃棄物を埋設し、自然現象に起因

する事象及び人間活動に起因する事象による廃棄物への擾乱等を防ぐとともに、その周辺の岩盤又は地盤等が有する物理的及び化学

的な特性や、天然バリアへの放射性核種の漏出の防止及び低減の機能を有する人工構築物を活用することにより、埋設された廃棄物

からの放射性核種の漏出や生活圏への移行を抑制するものである〔1〕。このため、火山・火成活動、断層活動等の廃棄物埋設地を著

しく擾乱して処分システムの機能を損なうような自然現象が起こらない場所であることの確認に加えて、放射性物質の移行を抑制す

る性能を安定して発揮する天然バリア及び人工バリアの状態を把握することが必要となる〔2〕。中深度処分の概念を図 1に示す。天

然バリアについては、地下水流速が遅く還元的な水質等の状態が安定して存在する場所で、その特性を損なう局所的な短絡経路とな

る高透水性構造が存在せず、海水準の変動に伴う地下水流動場の著しい変化等の環境条件を擾乱する事象の影響を受けない等の特性

を持つことが望ましい。このため、中深度処分が行われる地下 70m 以深における岩盤の状態や関連する自然事象の程度を考慮しつつ、

このような水理、地質、及び化学条件を把握する技術、それらの条件の長期的な変動に影響する現象を理解することが重要である。

人工バリアについては、これが持つ放射性核種の閉じ込め及び移行を抑制する機能が、処分システムを構成する要素を腐食、変質さ

せる等の緩慢な自然事象等によっても安定であることを示す必要がある。このような中深度処分に関連する安全研究の分野は、図 2

に示すような空間的及び技術分野の広がりを持つ。 
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図 1 中深度処分の概念と安全研究項目 （電気事業連合会資料〔2〕の図に研究項目等を追記） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                  図 2 中深度処分の空間スケールと対応する技術分野 

 

（研究課題） 

 上記の技術分野から、中深度処分等の場所と設計の適切性を判断するに当たって重要な点について、研究課題とした。研究課題は、

以下の 4つの分野に分類して示す 

（１） 自然事象の長期評価に関する課題 

（２）廃棄物埋設における性能評価及び線量評価手法に関する課題 

（３）地質環境及び水理環境モニタリングに関する課題 

（４）中深度処分及び浅地中処分等に関共通する課題 

 

４．目的 

 中深度処分の審査ガイド等の整備及び適合性審査、後続規制の確認（以下「審査等」という。）の際の判断に必要な知見の収集・

整備等における人工バリアの長期性能評価手法及び天然バリアとなる地質環境の長期安定性評価手法の整備に係る科学的・技術的知

見の取得を行う。 

５．知見の活用先 

本プロジェクトで得られた成果は、第二種廃棄物埋設における中深度処分の地質地盤等調査ガイド、設計プロセス・線量評価ガイ

ド等に反映する。具体的には、以下のとおり。なお、前フェーズでは、このうち①の規制基準類への反映が中心であったが、今フェ

ーズでは②が中心となる。 

①下記に示す対象規則等の整備における規制要求等の検討に関する科学的・技術的知見の収集・整備 

 ・中深度処分の廃棄物埋設地の設計プロセス及び公衆被ばく線量評価審査ガイド（以下「設計プロセスガイド」という。） 

 ・中深度処分における廃棄物埋設地の位置に係る審査ガイド（以下「位置に係るガイド」という。） 

 ・廃棄物埋設に関する原子力規制委員会の確認等に係る運用ガイド（廃棄物埋設確認）（以下「確認ガイド」という。） 

技術分野  

場
所
の
条
件 
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②審査等の規制活動において、審査等の際の判断に必要な根拠となる科学的・技術的知見の収集・整備 

 ・中深度処分及び浅地中処分の審査における基準適合性の判断 

③審査等の規制活動において、審査等の際の判断に必要な核種移行解析等のコード作成のための科学的・技術的知見の収集・整備 

 ・中深度処分及び浅地中処分の審査における核種移行解析等のコード作成のためのモデルの妥当性又は根拠 

④処分分野の技術基盤の構築及び人材維持・育成のための科学的・技術的知見の収集・整備 

６．安全研究概要 

（始期：Ｒ３年

度） 

（終期：Ｒ６年

度） 

本プロジェクトにおいては、現在進められている中深度処分の事業規則及び許可基準規則並びに審査ガイド等の整備を受けて、今

後行われる審査等の際の判断に必要な知見の収集等を行う。具体的には、中深度処分の環境条件及び設計を想定して、地質環境、水

理環境等の評価手法に関する科学的・技術的知見を整理する。また、地質環境及び水理環境のモニタリング及び閉鎖措置又は廃止措

置における性能等の確認及び地下水等モニタリングについて具体的判断指標等について検討を行う。これらの科学的・技術的知見の

抽出のために以下に示す項目について安全研究を行い、規制基準等へ反映すべき又は適用すべき判断指標等の整備を行う。 

本プロジェクトは、「原子力規制委員会における安全研究の基本方針」（令和元年５5 月２９29日原子力規制委員会決定）における安

全研究の目的のうち以下の分類に基づき実施する。 

① 規制基準等の整備に活用するための知見の収集・整備（以下「分類①」という。） 

② 審査等の際の判断に必要な新たな知見の収集・整備（以下「分類②」という。） 

③ 規制活動に必要な手段の整備（以下「分類③」という。） 

④ 技術基盤の構築・維持（以下「分類④」という。） 

 

なお、研究項目は、中深度処分に関連する技術分野の中で規制要件の観点から重要な課題のうち、原子力規制庁等において既に研

究が実施されて規制の判断基準としてまとめる段階のもの、他機関で研究が進められているもの*)、今後具体的な地質環境条件及び

設計に応じて研究の要否を検討するもの＊*）を除いて設定した。 

*) 廃棄物中の濃度が高く比較的低収着性かつ半減期が長い C-14 の挙動（インベントリ、廃棄物からの浸出挙動、人工バリア
及び天然バリア中の化学形態、移行挙動等）等 

**)火山フロントの背弧側における長期的な火口の形成、金属容器の腐食挙動等 

 

（１）自然事象の長期評価に関する研究【分類①、分類②、分類③及び分類④】 

 中深度処分における自然事象に関する規制基準等では、廃棄物埋設地を設置する場所の条件として、廃棄物埋設地を損傷するさ

せる火山活動、断層活動及び、著しい侵食、天然資源がないことが求められる。また、好ましい条件として、人工バリア等を劣化

させる水質等でないこと、地下水が滞留する条件にあって例え放射性物質が廃棄物埋設地から漏えいしても生活環境に至るまでに

長時間を要すること等がある。これらの自然事象に関して数万年にわたる評価が求められていることから、以下に示す項目を抽出

し、規制基準審査ガイド等の整備に活用可能な知見の収集等を行い、最終年度に成果の内容を取りまとめる。 

 

a. 中深度処分における断層等に関する評価手法の研究【分類①及び分類②】 

中深度処分における廃棄物埋設地は、断層活動による断層の著しい変動が生ずるが著しい影響を及ぼすおそれのない区域に設

置しなければならない。考慮する断層の性状について浅地中処分の許可基準規則では、後期更新世以降（約１２12～１３13万年

前以降）の活動が否定できない場合は中期更新世以降（約４０40万年前以降）まで遡って地形、地質・地質構造、応力場等を総

合的に検討した上で対象となる断層の評価を行うことが求められており〔4〕、中深度処分施設は、埋設する廃棄物の特性等を考

慮して対象とする断層の範囲が検討がされている。このような断層には、地下７０70ｍを超える深部の廃棄物埋設地が設置され

る地盤等では、トレンチ等による直接観察による評価ができないものがあることから、地表・空中からの物理探査等及びボーリ

ング孔からの物理検層等によっても評価することになるため、それらの調査手法を調査してきた。 

これらの情報を用いて、調査方法、調査範囲、調査密度等について整理すると共ともに、解析対象とする深度における分解能

に対して必要な調査密度や調査方法の組み合わせについて、これまでの研究事例を参照してまず新第三紀の堆積岩の物性データ

を用いて仮想的地質モデルを作成し、反射面が出やすい地層の物性、厚さ等を考慮した解析的に検討を解析的に行う。また、活

動が否定できない断層に対する理解を深めるために、科学的に想定されるプレート運動等の設定における、地殻造構応力の空間

的な広がり、継続性、活動性等及び、断層の力学的水理学的影響範囲について、数値シミュレーションと観測される地震活動・

応力逆解析等の手法を組み合わせて検証を行い、科学的・技術的知見の取得を行う。 

 

b. 中深度処分における涵養域から流出域までの地下水流動の評価手法の研究【分類②及び分類③】 

 これまで申請された浅地中処分においては、埋設される廃棄物の濃度、半減期等の特性から、地下水流動については、線量評価

の観点からその状態を示すこととされているが、潜在的な影響度が低くなるまでに数万年を要する廃棄物を含む中深度処分にお

いては、遅い地下水流れの場であることが求められる。地下水の流速を直接観測することはできないため、地質構造とこれに対応

した透水係数を把握し地形等による圧力ポテンシャルの境界条件を用いて解析的に地下水流動場を得る方法、ボーリング孔等を

用いた地下水圧の測定値と解析値を比較することによってこれを検証する方法、水質・地下水年代を測定しその空間的分布から

地下水の起源や滞留性を検討する方法等を組み合わせて検討されるものと考えられる。これら個々の測定技術についての研究は

行われているが、いずれの測定も測定地点及び深度等の数が限られ不確実性を含むことから、地下水流動場を理解し、処分システ

ムとして不利となる地下水移行経路が存在しないことを証明するために必要な調査範囲、調査項目、測定数、測定方法等を整理す

る必要がある。 

このため、試みに、中深度処分の廃棄物埋設地が想定される深度を含む範囲で、断層等を含む地質構造、透水係数、地形等から

水理地質モデルを構築し、解析により地下水流動と水質形成についてのモデル化を行う。一方で、これらのモデルの検証のため同

時に、当該地域の涵養域から湧出域までの間でボーリング調査、水文調査等を行い、地下水水質、地下水年代、地質ごとの透水係

数等の分布を把握し、地下水の起源、滞留性等について検討すると共ともに、異なる起源の地下水の混合を把握するための判断手

法についても検討を行い、モデル解析と相互にフィードバックすることにより地下水流動場の評価手法に係る科学的・技術的知

見を取得する。ボーリング調査においては、平面的及び縦断的に複数の地下水等の採取及び分析を行うことで、地下水及び地質の
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データの空間的ばらつきの検討、地球化学データから化学環境の評価及び地下水等の試料の妥当な採取法についても調査、検討

を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 ボーリング調査、地下水流動解析、水質形成解析を組み合わせた地下水評価手法 

 

c. 中深度処分における岩盤の力学状態と水理特性等に関する研究【分類②及び分類④】 

  (i) 処分坑道周辺等の岩盤の力学状態、水理学特性及び物質移動特性に関する研究 

    放射性廃棄物を埋設する岩盤は、造構運動等の自然事象及び処分場の坑道掘削等の人為事象によりる様々な作用により、

損傷又は破壊し、その結果、地下水の流動や放射性核種の移行経路となることが懸念される。これらの現象は埋設地の性能を

損なわせるものであるため、その性状の把握及びその影響が埋設地の広範囲に及ばないための対策が必要となる。特に、放射

性廃棄物を処分するための坑道等の掘削によって岩盤応力が解放された場合、物質移行経路となり得る掘削影響領域が処分坑

道の周辺に形成されることが考えられる〔35〕。掘削影響領域には、坑道の構造安定性を力学的に評価する領域と水理特性を

評価する領域の２2つが存在し、力学的側面は土木工学（岩盤力学）的に検討が進んでいるが、同時に起こり得る水理学的特

性の変化については測定例がいくらかあるが現象論的な理解が進んでいない。両者は密接に関連した現象であるため、こうし

た岩盤を評価するためには、岩盤の力学的状態とそれに伴う岩盤損傷等による水理学的特性の関係性を適切に把握することが

必要である。  

    そこで、岩盤の力学的状態とそれに伴う岩盤の状態を原位置試験又は室内試験により把握するとともに水理学的特性を実

験的に取得して、放射性核種の移行挙動が適切に評価されていることの妥当性を確認するために必要な科学的・技術的知見を

取得する。室内試験では、岩盤損傷を模擬した人工供試体及び原位置採取のコア等を用いて力学状態に対する水理特性の機構

を明らかにする。原位置試験では、健岩部の岩盤に予あらかじめモニタリング装置等を敷設して、坑道掘削による影響、さら

に、埋戻したときの現象等について一連の坑道で試験を行う。このようにスケール等の実条件を反映できる一方でケース数や

分析及び条件の測定に限界がある原位置試験と、条件の再現には限界があるが制御された条件下で多様な分析及び測定を行う

ことができる室内試験を組み合わせて検討を実施する。 

    また、放射性物質を移行させる地下水は、浅地中の堆積岩中においては、それらの媒体中に比較的均質に分布する空隙

（多孔質）中を平均的に流れると理解されているが、花崗岩等の結晶質岩やある程度以下の深度の堆積岩では媒体が緻密にな

り水を通しにくくなる一方で多数の亀裂が存在し、その限られた亀裂の空隙を比較的速く地下水が流れることが懸念されてい

る。水理試験によって観測できるのは平均的な地下水流速であるため、亀裂内の実流速を知るためには原位置の孔間トレーサ

試験やひび割れ部を含むボーリングコアを用いた室内トレーサ試験等が必要である。こうした特性を測定した試験例や亀裂ネ

ットワークによる地下水の流れと物質移行についての解析例はあるが、多孔質の岩盤中に亀裂が含まれていて両方の特性を持

つ媒体についての知見は少ない。このため、このような岩盤中の透水及び物質移行の評価において、平均的又は局所的な透水

及び物質移動の速度と実際の空隙を通過する速度との関係について整理する。試験では、このような特性を持つ試料を用いた

トレーサ試験等を行い、平均的な速度と地下水流速、非収着性のトレーサの移動速度、収着性のトレーサの移動速度との関係

を整理する。 

 

 

   想定される原位置試験のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4 掘削影響領域に関する原位置試験 

 

 

 

 

地下水流動解析 

水質形成解析 

地質、透水係数、水質、地下水年代等の調査 
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  想定される室内試験のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5 力学／水理学連成試験 

 

  (ii) 処分坑道の閉鎖に用いる材料の長期的特性に関する研究 

    坑道の閉鎖においては、掘削影響領域の存在を考慮した上で、坑道及びその周辺が高透水性の地下水移行経路にならないよ

う、坑道自体の埋戻し及び坑道端部等に設置される水理プラグによって適切に対策が埋戻しが行われていることの確認が必要

である。坑道等の埋戻しに用いられることが想定されているベントナイト系止水材については、初期のみならず長期的な変質

とそれに伴う透水性の変化についての知見が必要である。化学反応及び透水特性についてこれまで多くの研究が行われてきた

が、極めて緩慢に進行する現象であるため、pH、温度条件を変えたり、希薄な粉体状の試料を用いたりする等の加速試験でデ

ータが得られてきたが、常温で緻密に圧縮された実条件との違いもあり、統一した理解に至っていない。日本原燃（株）ピッ

ト処分の審査においては埋設される廃棄物の性状から主に埋設後 1,000 年間において著しい変質がなく性能が維持される見通

しとしたが、中深度処分ではこの期間が 1 桁以上長くなることから、得られる情報が限られることを前提とした性能維持期間

を示すことができるロジックの構築とそれに合わせたデータ取得を考慮して、科学的・技術的知見の整理を行う。具体的には、

ベントナイトに対してアルカリ性溶液を通水することによる、鉱物組成の変化、透水性、イオンの移動性についての試験及び

地球化学計算、物質移行計算による鉱物組成の変化、空隙中の粘性、イオン会合度等の水質や拡散二重層で表される静電場の

影響等の整理を行う。 

    

 

 

 

 

 

 

 

図 6 ベントナイト系人工バリアの変質試験に用いる透水試験装置 

 

（２）廃棄物埋設における性能評価及び線量評価手法に関する研究【分類①、分類②、分類③及び分類④】 

  中深度処分における規制基準等を整備するに当たっては、廃棄物埋設地における多重バリアシステムとしての人工バリア及び天

然バリアの長期性能を評価するための評価手法の妥当性の確認に必要な科学的・技術的知見を取得する。そこで、以下に示す項目

を抽出し、規制基準等の整備に活用可能な知見の整備等を行い、最終年度に成果の内容を取りまとめる。 

a. ベントナイト系人工バリアの長期性能評価手法の研究【分類①、分類②、分類③及び分類④】 

埋設施設から漏出する放射性物質のフラックスを低減するために、埋設施設内の地下水流速を極めて小さくする必要があり、

そのために低透水性の粘土系材料で埋設施設を覆うことが考えられているが、粘土系材料は長期間には化学的に変質して低透水

性が失われることが懸念されている。この課題は、坑道の埋戻しに用いられることが想定されている材料と共通であるので、（１）

c.（ii）の項において実施する。 

 

b. セメント系人工バリアの長期性能評価手法の研究【分類①、分類②、分類③及び分類④】 

緻密な空隙構造を持ち低拡散性を示すセメント系材料は、埋設施設から漏出する放射性物質のフラックスを低減する機能が期

待されているが、一方で応力状態に応じてひび割れを生じると、その部分が際立って大きい透水係数と拡散係数を示す特性を持

つ可能性がある。このため、日本原燃（株）が行ったピット処分の申請においては、セメント系材料を用いた外周仕切設備等によ

って、埋設の終了までの期間について放射性物質を閉じ込めることとされたが、それより長期については低拡散性を持つ構成材
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として扱われていない。中深度処分において、現在電気事業者等が示している概念では、埋設終了後の数万年の期間について、性

能の維持が求められる。供試体スケールでこの特性は測定されたものがあるが、応力状態と空隙構造の変化及びそれに伴う物質

移動特性の変化についての現象論的な理解は進んでいない。 

このため、中深度処分の廃棄物埋設地の設計におけるセメント系人工バリアについて、３００300年を超える長期の漏出抑制性

能を評価するために必要な科学的・技術的知見として、セメント硬化体の長期安定性に関係する結晶構造や物質移行特性を支配す

る細孔構造及び収着に関係するカルシウムシリケート水和物のナノ構造等の条件による違いについて、水蒸気吸着装置等の細孔

を圧力で壊さない手法による層間空隙までの空隙構造の測定、閉塞した空隙やインクボトル形態などの評価、反応によって変化す

るカルシウムシリケート水和物の結晶構造のトリメチルシリル誘導体化(TMS)法による評価等を用いてについて、その機構を明ら

かにする。さらに、セメント系人工バリアについて、体積変化によるひび割れ等の発生が物質移行特性への及ぼす影響について科

学的・技術的知見の取得を行う。 

 

c. 中深度処分における岩盤の収着・移行現象に関する研究【分類②及び分類④】 

岩盤中の放射性核種の移行を考える際、微小な空隙中での放射性核種の物質輸送とその過程での鉱物への収着は、移行を遅延

させる重要な機構である。この機構については、核種の分散系での収着反応評価、金属酸化物の集合体の評価など水分子の移動

や空隙内の分布、表面の凹凸、電気二重層の影響等様々な評価がされているが〔6〕〔7〕、実条件でそれら全てを把握することが

極めて困難であることから、当該場所の水質と岩及び放射性物質を特定すれば収着特性は固有の比例係数（収着分配係数）で表

すことができるとする仮定が広く用いられている。この仮定は実用的であるとされつつも、長期間の環境条件の変化や岩等の変

質に伴う環境条件の変化を考慮する必要性が出てくると、より現象に立ち戻った理解が必要であるが、特に、空隙構造とそれが

収着現象及び物質移行現象に与える影響についての検討例は少ない。このため、微小空間での収着に寄与する特異的な現象を統

一的に考慮することで、岩石中の微小な空隙での特異的な収着反応のメカニズムを明らかにし、そのような特異的な収着反応が

放射性核種の移行に与える影響を検討する。岩石中の放射性核種の拡散及び収着には、岩石の固相及び液相の様々な条件が影響

を与えるため、各試験の目的に合わせて空隙中の液相の化学状態、空隙のサイズ等を制御した試料を用いた試験を行う。 

岩盤中の放射性核種の移行には、種々の空隙中における移流と拡散による移動現象と空隙を構成する鉱物表面への収着現象が

関与する。移動現象には、連結した比較的大きな空隙中の移動、行き止まりの微細な空隙への拡散、鉱物表面の束縛された水の

状態等が影響する。また、収着現象については、岩石を構成する種々の鉱物との化学反応、鉱物表面の電気二重層、それらによ

る局所的な化学環境、鉱物表面の凹凸等の影響が検討されている〔46〕〔57〕。一方、それら全てを把握することが困難であるこ

とから、移動現象については多くの場合、対象物の平均的な特性である拡散係数や透水係数で整理されている。また、収着現象

については、水質と岩及び放射性物質を特定すれば収着特性は固有の比例係数（収着分配係数）で表すことができるとする仮定

が広く用いられており、かつ、多くの場合分散系（バッチ試験）でデータが取得されている。この仮定は実用的であるとされつ

つも、長期間の環境条件の変化や岩等の変質に伴う環境条件の変化を考慮する必要性が出てくると、より現象に立ち戻った理解

が必要となる。個別の現象についても多くの研究があり、それらを組み立てて系全体の挙動を評価する手法も検討されている

が、その中で、空隙構造とそれが移動現象と収着現象に与える影響についての検討例は少ない。材料によっては、微小な空隙が

特異的な収着挙動を示し、また移動現象にも影響することもあるため、本研究では、そのような特異的な収着反応が放射性核種

の移行に与える影響を検討する。試験では、岩石の固相及び液相の様々な条件が影響を与えるため、各試験の目的に合わせて空

隙中の液相の化学状態、空隙のサイズ等を制御した試料を用いた拡散試験、収着試験等を組み合わせて実施する。 

 

 

 

 

 
       ・データ品質の検討                 ・岩の状態変化 

       ・類似条件についてのデータベースでの確認      ・水質の状態変化、等 

       ・収着メカニズムの検討 

       ・空隙構造、物質移行空隙の検討 

       ・局所的な水質、表面状態の検討 

       ・鉱物組成、比表面積、CEC等による補正、等 

図 7 評価に用いる収着分配係数の設定フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

d. 生活環境における放射性物質の移行及び決定グループの設定【分類①及び分類②】 

廃棄物埋設地から漏出した一部の放射性物質は、地下水、河川、海等へ至り、さらに生活環境中の水、土、大気、生物等を移

行する種々の経路を通じて周辺住民に至るため、このような生活環境における放射性物質移行経路を考慮した被ばく線量の評価

が要求される。この際、生活環境中の放射性物質の移行経路と関連するパラメータ、種々の生活習慣を持つ周辺住民のグループの

設定の適切性について確認する必要がある。生活環境における放射性物質の移行は、生活環境中の種々の媒体中を定常的に移行

図 8 空隙中の放射性核種の移行の概念 図 9 岩石中の空隙の例 

室内試験での岩へ
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実際の岩体に対す

る収着分配係数の

設定 

将来の環境条件にお

ける岩体に対する収

着分配係数の設定 
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するものとして、希釈係数、移行率等で表現されることが多いが、福島第一原子力発電所事故によって放出された Csの環境中の

動態の評価などでは、媒体相互間の移行や湖を湖水と湖底堆積物に分けて表現するなど、より現実的な扱いが検討されている。 

このため、河川、海等の生活環境へ放出された放射性物質が、生活環境中の水、土、大気、生物等を移行する種々の経路を通

じて周辺住民に至る環境中のそれらの動態の評価について、河川、沿岸域、農地等に着目し、国際的な研究プロジェクト、諸外国

の規制におけるガイド、福島第一原子力発電所事故で放出された放射性物質の環境動態に関する研究等を参考に、移行経路、評価

モデル、適用されるパラメータ等を整理するとともに、それらを組み込んだ解析モデルを構築し、試解析を行い、重要な経路、パ

ラメータ等の検討を行う。また、周辺住民の中で最も影響を受ける可能性のある「決定グループ」の生活習慣の設定について国際

機関及び諸外国における設定等を参考にして検討を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      図 10 福島第一原子力発電所事故によって放出された Csの樹林、河川等を通じた移行モデルの例 

        JAEA-Research 2016-020 「放射性物質の環境動態に伴う被ばく経路を考慮したコンパートメントモデルの構築」(2016)より 

 

（３）地質環境及び水理環境モニタリングに関する研究（特に閉鎖確認に着目して）【分類①及び分類②】 

 廃棄物埋設施設においては、事業許可申請前の段階における環境条件を把握するベースラインモニタリング、建設・操業が適切

に行われていることを確認する施設確認及び廃棄物確認、埋設の終了から廃止措置の終了に至る間の放射性物質の漏えいの監視、

その間の環境条件の維持と処分システムが設計に対応した性能を発揮しつつあることの確認等がある。これらの各段階における

観測項目等について、国際原子力機関（IAEA）等の国際的な動向を踏まえつつ整理を行ってきた。これらのモニタリング等に用い

る観測孔は、適切に閉鎖が行われなければ、放射性物質が廃棄物埋設施設から生活環境へ至る短絡経路になる可能性があるうえ上

に、本数が多く、口径が小さいために途中に埋戻しが不十分な領域が出やすいことから、その閉鎖の確認が重要である。このため、

モニタリング終了後に観測孔等の閉塞・埋戻しが適切に行われていることの確認等に関する科学的・技術的知見を整理するために

以下の項目を実施する。この課題は、処分坑道の埋戻しと共通であるために、併せて検討することとする。 

  ・閉鎖が不十分な観測及びその周辺（又は処分坑道周辺）の掘削影響領域の、水理場に対する影響に関する検討 

高透水性であったり、亀裂ネットワークが発達していたりする岩盤の場合には、観測孔等の閉鎖が不十分であっても、

周辺岩盤と比べて特異的な高透水構造とはなりにくい。一方で、廃棄物埋設地と地表近傍の地層を粘土層などが低透水性

の構造で隔離されていて（こちらの方が廃棄物埋設地としては好ましい条件）、これを貫通するボーリング孔が設けられ

ている場合などにおいては、大きな影響を与え水理構造になり得る。このため、代表的な地質水理構造を設定し、ボーリ

ング孔等が水理場に与える影響について検討する。 

・閉鎖前に把握しておくべき亀裂、透水性等の情報に関する検討 

ボーリング孔を閉鎖した際には、閉塞部より深部側の情報を得ることができなくなるため、閉塞部の両端に水圧を掛け

て漏水の有無を測定する等の直接的な確認方法を用いることは困難である。閉鎖の前後における透水特性の変化の有無

を用いる場合について、閉鎖前に、判断に必要となる情報を特定して取得する。 

・閉鎖後の水理試験による確認方法に関する検討 

閉鎖後に、閉塞部より浅い側に水圧をかけ、定常状態、非定常状態における流量、水圧等の応答を測定することによっ

て、不十分に施工された閉塞部、ボーリング孔周辺のゆるみ域等を通じた透水の影響を確認する方法を検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

          図 11 観測孔の閉鎖確認と可能性のある地下水移行経路 

 

 

掘削影響領域がある場合 
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（４）中深度処分及び浅地中処分等に共通する課題に関する研究【分類①、分類②、分類③及び分類④】 

  浅地中処分については、既に操業中の施設があり、新たな施設についての事業許可申請についての審査も現在行われている

が、廃炉の進展等に伴って今後も新たな事業の申請が行われることが想定されることから、。このことから、さらに更に適切な審

査を行うため、以下の課題について中深度処分及び浅地中処分の両方の観点から検討を行う。 

a.   中深度処分及び浅地中処分における侵食に関する評価手法の研究【分類①及び分類②】 

中深度処分においては、埋設地の性能に影響するような著しい侵食作用がないこと、及び 10万年後も埋設地の深度が地表から

深度 70m以上であることを確保する必要がある。そのため、これまでの研究で、変動地形学的手法、ルミネッセンス年代測定法等

の種々の手法によって、数十万年までの隆起量及び侵食量の測定法に関する研究を行ってきた。また、それらのデータを用いた将

来の地形変化の予測についても、限定した条件においては、ある程度予測することができるようになっている。しかしながら、中

深度処分が対象とする長期においては、沢・谷等による局所的な侵食が埋設地の深度を減少させ、地下水流動の境界条件を変える

地形変化を起こす可能性があるため、更に局所的な現象についての検討が必要となる。浅地中処分については、主要な放射性核種

の濃度が低減するまでの期間は事業が継続し、事業者による管理が行われ必要に応じて補修がされるが、想定される環境条件に

おける性能を基に保全の措置を要しないことをもって事業が終了されるので、この後の期間において、シート状侵食から、リル侵

食、ガリー侵食に至り局所的な溝を形成し、埋設地近傍の斜面崩壊なども引き起こす可能性について検討する必要がある。 

こうした埋設地近傍の侵食に関する技術及びその評価手法について、社会基盤分野で用いられている河川治水評価に加えて、

廃棄物埋設特有の長期評価を考慮して整理する。 

 

b.   粘土系材料の透水特性、空隙構造等に関する研究【分類①、分類②、分類③及び分類④】 

粘土系材料の低透水性は、粘土の配合率、化学的特性、密度、初期含水比等の物理的、化学的特性、水質等に依存する。これ

まで、比較的粘土の配合率が高い粘土系材料を中心として多くの測定が行われており、有効粘土密度、粘土の交換性イオン種等に

よって整理されてきたが、浅地中処分に用いられる比較的粘土の配合率が低い粘土系材料においては、材料段階での空隙構造が

残る等の理由により初期含水率等の施工条件が施工後の低透水性に影響することが指摘されてきている。整合性のある品質又は

施工管理のためには、空隙構造とそこでの化学的特性等に着目して、力学的特性、水理学的特性等を統一的に理解することが重要

である。 

このため、ベントナイトによる覆土の構造安定性及び物質移行性に関する機構を明らかにし、材料、調合、締固め等の施工管

理パラメータの適切性等を判断できる科学的・技術的知見の取得を行うため、ベントナイトの粒子間空隙、層間空隙等からなる空

隙構造と、それらの空隙中の水質、静電場等を統一的に整理することにより、力学特性、透水特性、拡散特性等と、施工条件を含

めた状態特性との関係を整理する。 

 

c.   生活環境における放射性物質の移行及び決定グループの設定【分類①及び分類②】 

廃棄物埋設地から漏出した一部の放射性物質は、地下水、河川、海等へ至り、さらに、生活環境中の水、土、大気、生物等を

移行する種々の経路を通じて周辺住民に至るため、このような生活環境における放射性物質移行経路を考慮した被ばく線量の評

価が要求される。この際、生活環境中の放射性物質の移行経路と関連するパラメータ、種々の生活習慣を持つ周辺住民のグループ

の設定の適切性について確認する必要がある。生活環境における放射性物質の移行は、生活環境中の種々の媒体中を定常的に移

行するものとして、希釈係数、移行率等で表現されることが多いが、東京電力（株）福島第一原子力発電所事故によって放出され

た Csの環境中の動態の評価などでは、媒体相互間の移行や湖を湖水と湖底堆積物に分けて表現するなど、より現実的な扱いが検

討されている。 

このため、河川、海等の生活環境へ放出された放射性物質が、生活環境中の水、土、大気、生物等を移行する種々の経路を通

じて周辺住民に至る環境中のそれらの動態の評価について、河川、沿岸域、農地等に着目し、国際的な研究プロジェクト、諸外国

の規制におけるガイド、東京電力（株）福島第一原子力発電所事故で放出された放射性物質の環境動態に関する研究等を参考に、

移行経路、評価モデル、適用されるパラメータ等を整理するとともに、それらを組み込んだ解析モデルを構築し、試解析を行い、

重要な経路、パラメータ等の検討を行う。また、周辺住民の中で最も影響を受ける可能性のある「決定グループ」の生活習慣の設

定について国際機関及び諸外国における設定等を参考にして検討を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      図 10 福島第一原子力発電所事故によって放出された Csの樹林、河川等を通じた移行モデルの例 

        JAEA-Research 2016-020 「放射性物質の環境動態に伴う被ばく経路を考慮したコンパートメントモデルの構築」(2016)より 
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実施行程表 

 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 

放射性廃棄物埋

設の規制の考え

方及び規制基準

等の整備（基盤

課） 

 〇中深度処分 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

（１）自然事象の

長期評価に関す

る研究【分類①、

分類②、分類③及

び分類④】 

 

a.断層等に関する

評価手法の研究 

・断層等に係る施

設の要求機能及

び要求性能の整

理 

b.地下水流動場に

関する評価手法

の研究 

・広域の地下水流

動モデル化の概

念 c.c.岩盤の力

学状態と水理特

性に関する研究

e.岩盤の力学状

態と水理特性に

関する研究 

c.岩盤の力学状態

と水理特性に関

する研究 

・室内力学試験機

の製作 

 

 

・原位置における

モニタリング装

置の設置 

 

・国内外の文献調

査等による整理 

 

 

 

 

a.断層等に関する

評価手法の研究 

・断層等の調査法

の整理 

 

 

b. 地下水流動場

に関する評価手

法の研究 

・試料採取データ

による検証 

 

 

 

 

 

 

c. 岩盤の力学状

態と水理特性に

関する研究 

・室内水理学試験

機の製作及び力

学試験器との連

結 

・原位置試験の準

備 

 

 

・施設表層の侵食

に評価に関する

機構解明等の文

献調査 

 

 

a. 断層等に関す

る評価手法の研

究 

・断層等の変位・

変形に関する評

価 

b.地下水流動場に

関する評価手法

の研究 

・試料採取データ

による検証（前

年から続き） 

 

 

 

 

 

c. 岩盤の力学状

態と水理特性に

関する研究 

・室内力学水理連

成試験機による

実験 

 

・原位置試験によ

るトンネル掘削

等 

 

・地表付近の侵食

及び侵食防止対

策の整理 

  

 

 

a. 断層等に関す

る評価手法の研

究 

・断層等の水理特

性評価 

 

b.地下水流動場に

関する評価手法

の研究 

・広域地下水流動

モデルの構築 

 

 

 

 

 

 

c. 岩盤の力学状

態と水理特性に

関する研究 

・実験に基づく構

成モデルの構築

とシミュレーシ

ョン 

・原位置試験によ

るトンネル掘削

等（前年からの

続き） 

・埋設表層の侵食

に評価手法の整

理 

 

・位置に係る審査ガイド、設計プロセス・線量評価ガイド等の整備 

・地質地盤調査ガイド、性能確認モニタリングガイド等の整備 

・確認要領等後続規制に資する科学的・技術的知見の整備 

 

 

（R２年度中に規制基準の整備（予定） 

（Ｈ２８年度中に廃棄物性状調査及び論点整理） 

（R１年１２月に規制基準の整備） 
〇トレンチ処分、ピット処分 

〇研究施設等廃棄物 

・（仮称）安全評価に係る審査ガイド（予定） 

（第一種廃棄物埋設の安全確保上少なくとも考慮すべき事項の整備） 

〇第一種廃棄物埋設 

▽論文公表 ▽論文公表 

▽論文公表 

97



 

 

 

 

 

 

 

 

  

（２）廃棄物埋設

における性能評

価手法に関する

研究【分類①、分

類②、分類③及び

分類④】 

 

 

a.ベントナイト系

人工バリアの長

期性能評価手法

の研究 

・変質を考慮した

透水性及び拡散

等の試験の整理 

・覆土の締固めと

透水性能に関す

る試験 

 

b.セメント系人工

バリアの長期性

能評価手法の研

究 

・細孔構造の計測

法の整理及び体

積変化の評価法

の検討  

c.岩盤の収着に関

する研究 

・吸着試験の準備 

 

d.放射性物質の移

行等の設定 

 

 

a. ベントナイト

系人工バリアの

長期性能評価手

法の研究 

・変質を考慮した

透水試験（前年

からの続き） 

・覆土の締固めと

透水性能に関す

る試験（前年か

らの続き） 

b. セメント系人

工バリアの長期

性能評価手法の

研究 

・体積変化に関す

る評価方法の整

理 

 

c.岩盤の収着に関

する研究 

・吸着試験 

 

d.放射性物質の移

行等の設定 

 

 

a. ベントナイト

系人工バリアの

長期性能評価手

法の研究 

・変質を考慮した

透水性能の評価

手法の整理 

・覆土の締固めと

透水性能に関す

る試験（前年か

らの続き） 

b. セメント系人

工バリアの長期

性能評価手法の

研究 

・細孔構造の材齢

変化と結晶安定

性の評価 

 

c.岩盤の収着に関

する研究 

・吸着試験（前年

の続き） 

d.放射性物質の移

行等の設定 

 

 

a. ベントナイト

系人工バリアの

長期性能評価手

法の研究 

・変質と考慮した

透水性能の科学

的妥当性の整理 

 

 

 

 

b. セメント系人

工バリアの長期

性能評価手法の

研究 

・物質移行評価法

の整理 

 

 

c.岩盤の収着に関

する研究 

・岩盤収着の考え

方の整理 

d.放射性物質の移

行等の設定 

 

（３）地質環境及

び水理環境モニ

タリングに関す

る研究【分類①及

び分類②】 

 

a.地質環境等モニ

タリングに関す

る研究 

・天然バリアに関

する性能確認法

の整理 

・小径孔の閉鎖評

価法の整理 

 

a.地質環境等モニ

タリングに関す

る研究 

・人工バリアに関

する性能確認法

の整理 

・中大孔の閉鎖評

価法の整理 

 

a.地質環境等モニ

タリングに関す

る研究 

・廃棄物埋設に関

する性能確認法

の整理 

・掘削孔の閉鎖評

価法の妥当性評

価の整理 

 

a.地質環境モニタ

リングに関する

研究 

・性能確認に関す

る取りまとめ 

 

・性能確認モニタ

リングの妥当性

評価手法の整理 

 

 

（４）中深度処分

及び浅地中処分

に共通する課題

に関する研究浅

地中処分等に関

する研究【分類

①、分類②及び分

類④】 

a.侵食に関する評

価手法の研究 

・埋設表層の侵食

に評価に関する

機構解明等の文

献調査 

b.覆土の締固めと

透水性能に関す

る試験 

 

 

a.侵食に関する評

価手法の研究 

・埋設表層の侵食

に評価に関する

機構解明等の文

献調査 

b.覆土の締固めと

透水性能に関す

る試験（前年か

らの続き） 

 

a.侵食に関する評

価手法の研究 

・地表付近の侵食

及び侵食防止対

策の整理 

 

b.覆土の締固めと

透水性能に関す

る試験（前年か

らの続き） 

 

a.侵食に関する評

価手法の研究 

・埋設表層の侵食

に評価手法の整

理 

 

b.覆土の締固めと

透水性能に関す

る試験（前年か

らの続き） 

 

随時反映 

設計プロセスに係る審査ガイド等の整備 

提供 

地質地盤調査ガイドの整備及び確認

等後続規制に資する科学的・技術的知

見の整備 

随時反映 

地質地盤調査ガイドの及び確認等後続規制に資する運営

ガイドの整備 

位置に係る審査ガイド等の整備 

▽論文等公表 

▽論文等公表 

随時反映 

▽論文等公表 

▽論文等公表 

▽論文等公表 
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c.放射性物質の移

行等の設定 

 

 

 

 

  

 

c.放射性物質の移

行等の設定 

c.放射性物質の移

行等の設定 

 

 

 

 

c.放射性物質の移

行等の設定 

 ▽論文等公表 

随時反映 

浅地中処分に関する審査ガイドの整備 
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７．実施計画 

【Ｒ３年度の実施内容】 

 

（１）自然事象の長期評価に関する研究【分類①、分類②、分類③及び分類④】 

a.断層等に関する評価手法の研究【分類①及び分類②】 

 ・断層等に係る施設の要求機能及び要求性能の整理 

b.地下水流動場に関する評価手法の研究【分類②及び分類③】 

 ・広域の地下水流動モデル化の概念 

c.岩盤の力学状態と水理特性に関する研究【分類②及び分類④】 

 ・掘削影響領域の力学状態を模擬できる試験装置の設計と製作 

 ・坑道の評価に係る原位置におけるモニタリング装置の設置 

 

（２）廃棄物埋設における性能評価手法に関する研究【分類①、分類②、分類③及び分類④】 

a.ベントナイト系人工バリアの長期性能評価手法の研究【分類①、分類②、分類③及び分類④】 

 ・変質を考慮した透水性及び拡散等の試験の整理 

b.セメント系人工バリアの長期性能評価手法の研究【分類①、分類②、分類③及び分類④】 

 ・細孔構造の計測法の整理及び体積変化の評価法の検討 

c.岩盤の収着・移行現象に関する研究【分類②及び分類④】 

 ・岩盤中の微小な空隙に対するイオンの拡散試験の試験装置の検討及びイオンの吸着のモデル化のための電位分布等に関する検

討。 

d.生活環境における放射性物質の移行及び決定グループの設定【分類①及び分類②】 

 

（３）地質環境及び水理環境モニタリングに関する研究【分類①及び分類②】 

・モニタリング孔、処分坑道等の閉鎖確認に係る評価手法の整備【分類①及び分類②】 

 ・天然バリアに関する性能評価確認法の整理 

 ・小径孔の閉鎖評価法の整理 

 

（４）中深度処分及び浅地中処分に共通する課題に関する研究浅地中処分等に関する研究【分類①、分類②、分類③及び分類④】 

a.侵食に関する評価手法の研究【分類①及び分類②】 

 ・埋設表層における侵食の評価に関する機構解明等の文献・事例調査 

b.粘土系材料の透水特性、空隙構造等に関する研究【分類①、分類②、分類③及び分類④】 

 ・覆土の締め固めと透水性能に関する試験 

c.生活環境における放射性物質の移行及び決定グループの設定【分類①及び分類②】 

 ・放射性物質の移行等の設定 

【Ｒ４年度の実施内容】 

（１）自然事象の長期評価に関する研究【分類①、分類②及び分類③】 

a.断層等に関する評価手法の研究【分類①及び分類②】 

 ・断層等の調査法の整理 

b.地下水流動場に関する評価手法の研究【分類②及び分類③】 

 ・試料採取データによる検証 

c.岩盤の力学状態と水理特性に関する研究【分類②及び分類④】 

 ・掘削影響領域の水理特性を模擬できる試験装置の設計と製作 

 ・坑道の評価に係る原位置における坑道掘削評価及び水理モニタリング 

 

（２）廃棄物埋設における性能評価手法に関する研究【分類①、分類②、分類③及び分類④】 

a.ベントナイト系人工バリアの長期性能評価手法の研究【分類①、分類②、分類③及び分類④】 

 ・変質を考慮した透水性及び拡散等の試験等 

b.セメント系人工バリアの長期性能評価手法の研究【分類①、分類②、分類③及び分類④】 

 ・細孔構造の評価法の整理及び結晶安定性の評価並びに体積変化の評価法の検討 

c.岩盤の収着・移行現象に関する研究【分類②及び分類④】 

 ・岩盤中の微小な空隙に対するイオンの拡散試験の試験装置を用いた試験の準備 

d.生活環境における放射性物質の移行及び決定グループの設定【分類①及び分類②】 

 

（３）地質環境及び水理環境モニタリングに関する研究【分類①及び分類②】 

a.モニタリング孔、処分坑道等の閉鎖確認に係る評価手法の整備【分類①及び分類②】 

・人工バリアに関する性能評価確認法の整理 

・中大孔の閉鎖評価法の整理 

 

（４）中深度処分及び浅地中処分に共通する課題に関する研究浅地中処分等に関する研究【分類①、分類②及び分類④】 

a.侵食に関する評価手法の研究【分類①及び分類②】 

 ・埋設表層における侵食の評価に関する機構解明等の文献・事例調査 

b.粘土系材料の透水特性、空隙構造等に関する研究【分類①、分類②、分類③及び分類④】 

100



 ・覆土の透水性能に及ぼす材料鉱物組成等の影響について 

c.生活環境における放射性物質の移行及び決定グループの設定【分類①及び分類②】 

 ・放射性物質の移行等の設定 

【Ｒ５年度の実施内容】 

（１）自然事象の長期評価に関する研究【分類①、分類②及び分類③】 

a.断層等に関する評価手法の研究【分類①及び分類②】 

 ・断層等の変位・変形に関する評価」 

b.地下水流動場に関する評価手法の研究【分類②及び分類③】 

 ・試料採取データによる検証（前年からの続き） 

c.岩盤の力学状態と水理特性に関する研究【分類②及び分類④】 

 ・掘削影響領域の力学状態と水理特性に関する連成試験を用い関係性を整理する 

 ・坑道の評価に係る原位置における坑道掘削評価及び水理モニタリング（継続） 

 

（２）廃棄物埋設における性能評価手法に関する研究【分類①、分類②、分類③及び分類④】 

a.ベントナイト系人工バリアの長期性能評価手法の研究【分類①、分類②、分類③及び分類④】 

 ・変質を考慮した透水性及び拡散等の評価手法の整理 

b.セメント系人工バリアの長期性能評価手法の研究【分類①、分類②、分類③及び分類④】 

  細孔構造の形成と物質移行の機構解明のための水蒸気吸着装置等による分析及び結晶安定性の TMS 法等による観察並びにひ

び割れ等の体積変化に関する予備試験 

c.岩盤の収着・移行現象に関する研究【分類②及び分類④】 

 ・岩盤中の微小な空隙に対するイオンの拡散試験の試験及びイオンの吸着のモデル化のための電位分布等に関する試験 

d.生活環境における放射性物質の移行及び決定グループの設定【分類①及び分類②】 

 

（３）地質環境及び水理環境モニタリングに関する研究【分類①及び分類②】 

a.モニタリング孔、処分坑道等の閉鎖確認に係る評価手法の整備【分類①及び分類②】 

 ・廃棄物埋設に関する性能評価法の整理 

 ・掘削孔の閉鎖評価法の妥当性評価の整理 

 

（４）中深度処分及び浅地中処分に共通する課題に関する研究浅地中処分等に関する研究【分類①、分類②及び分類④】 

a.侵食に関する評価手法の研究【分類①及び分類②】 

 ・地表付近の侵食及び侵食防止対策の整理 

b.粘土系材料の透水特性、空隙構造等に関する研究【分類①、分類②、分類③及び分類④】 

 ・覆土の透水性能の確認に関する検討 

c.生活環境における放射性物質の移行及び決定グループの設定【分類①及び分類②】 

 ・放射性物質の移行等の設定 

【Ｒ６年度の実施内容】 

（（１）自然事象の長期評価に関する研究【分類①、分類②及び分類③】 

a.断層等に関する評価手法の研究【分類①及び分類②】 

 ・断層等の水理特性評価 

b.地下水流動場に関する評価手法の研究【分類②及び分類③】 

 ・広域地下水流動モデルの構築 

c.岩盤の力学状態と水理特性に関する研究【分類②及び分類④】 

 ・掘削影響領域の力学状態と水理特性に関する連成試験を基に構成モデルの構築 

 ・坑道の評価に係る原位置における坑道掘削評価及び水理モニタリング（継続） 

 ・亀裂を含む岩盤中の物質移動シミュレーション 

 

（２）廃棄物埋設における性能評価手法に関する研究【分類①、分類②、分類③及び分類④】 

a.ベントナイト系人工バリアの長期性能評価手法の研究【分類①、分類②、分類③及び分類④】 

 ・変質を考慮したベントナイトの評価手法の取りまとめ 

b.セメント系人工バリアの長期性能評価手法の研究【分類①、分類②、分類③及び分類④】 

 ・セメント硬化体の物質移行に関する取りまとめ 

c.岩盤の収着・移行現象に関する研究【分類②及び分類④】 

 ・岩盤中の微小な空隙を考慮した収着・移行現象の整理 

d.生活環境における放射性物質の移行及び決定グループの設定【分類①及び分類②】 

 

（３）地質環境及び水理環境モニタリングに関する研究【分類①及び分類②】 

a.モニタリング孔、処分坑道等の閉鎖確認に係る評価手法の整備【分類①及び分類②】 

 ・性能確認に関する取りまとめ 

 ・性能確認モニタリングの妥当性評価手法の整理 

 

（４）中深度処分及び浅地中処分に共通する課題に関する研究浅地中処分等に関する研究【分類①、分類②及び分類④】 
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a.侵食に関する評価手法の研究【分類①及び分類②】 

 ・埋設表層の侵食に係る評価手法の整理 

b.粘土系材料の透水特性、空隙構造等に関する研究【分類①、分類②、分類③及び分類④】 

 ・覆土の性能評価に関する取りまとめ 

c.生活環境における放射性物質の移行及び決定グループの設定【分類①及び分類②】 

 ・放射性物質の移行等の設定 

８．実施体制 

【核燃料廃棄物研究部門における実施者（主担当者には○を記載）】 

 ○ 廣田  明成 技術研究調査官 

 ○ 入江  正明 技術研究調査官 

   青木  広臣 主任技術研究調査官 

   市耒  高彦 技術研究調査官 

   河原木 千恵 技術研究調査官 

   鏡   健太 技術研究調査官 

   木嶋  達也 技術研究調査官 

   伊豆本 幸恵 技術研究調査官 

   森田  彰伸 技術研究調査官 

   伊藤  一充 技術研究調査官 

   室田  健人 技術研究調査官 

【共同研究先】 

・国立研究開発法人日本原子力研究開発機構           ・・・実施項目（１）c(ii) 

・国立大学法人埼玉大学及び国立研究開発法人産業技術総合研究所 ・・・実施項目（１）c(i) 

・国立大学法人東京大学                    ・・・実施項目（２）c 

 

９．備考 

文 献 

〔1〕原子力規制委員会（2016）「炉内等廃棄物の埋設に係る規制の考え方について」 

〔2〕平成 30年度第 22回原子力規制委員会 

〔3〕令和 2年度第 16回原子力規制委員会 

〔4〕原子力委員会第二種廃棄物埋設施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈 

〔35〕Tsang, C. F., et al(2005) Geohydromechanical processes in the Excavation Damaged Zone in crystalline rock, rock 

salt, and indurated and plastic clays – in the context of radioactive waste disposal. International Journal of Rock 

Mechanics and Mining Sciences, 42, 109-125 

〔46〕Wang, Y., (2014) Nanogeochemistry: Nanostructures, emergent properties and their control on geochemical reactions 

and mass transfers. Chem. Geol. 378-379, 1−23. 

〔57〕Zachara, J., et al., (2016). Internal Domains of Natural Porous Media Revealed: Critical Locations for Transport, 

Storage, and Chemical Reaction. Environ. Sci. Technol. 50, 2811–2829.  
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研究計画（案） 

１．プロジェクト 21. 放射性廃棄物の放射能濃度等の定量評価技術に関する研究 

担当部署 
技術基盤グループ 

核燃料廃棄物研究部門 

担当責任者 酒井 宏隆 主任技術研究調査官 

２．カテゴリー・

研究分野 
【核燃料サイクル・廃棄物】 L) 廃止措置・クリアランス 主担当者 

酒井 宏隆 主任技術研究調査官 

大塚伊知郎 主任技術研究調査官 

高橋 宏明 主任技術研究調査官 

３．背景 

クリアランス検認（核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（昭和 32年法律第 166号。以下「原子炉等規制法」と

いう。）第 61条の 2第 1項）、廃棄体等の安全性確認（原子炉等規制法第 51条の 3第 2項、第 51条の 6第 2項及び第 51条の 18第

1項）、及び廃止措置中の実用発電用原子炉施設に対する原子力規制検査（原子炉等規制第 61条の 2の 2第 2項及び第 3項）におい

て、事業（変更）許可申請書の妥当性審査及び対象となる放射性廃棄物等の放射能濃度を原子力規制委員会が確認するために必要な

科学的・技術的知見を整備する必要がある（図 1参照）。 

本プロジェクトの研究は、「原子力規制委員会における安全研究の基本方針」（令和元年５月２９日原子力規制委員会決定）にお

ける安全研究の目的のうち以下の分類に基づき実施する。 

② 審査等の際の判断に必要な新たな知見の収集・整備（以下「分類②」という。）、及び、④ 技術基盤の構築・維持（以下「分

類④」という。） 

 

（１）クリアランス検認（分類②） 

中部電力株式会社浜岡原子力発電所のタービンロータ、国立

研究開発法人日本原子力研究開発機構新型転換炉原型炉ふげん

の金属くずなどのこれまで 7 施設から発生した放射能濃度確認

対象物（以下「クリアランス対象物」という。）に対してクリア

ランス制度を適用した実績がある。 

一方で、工場等において用いた資材その他の物に含まれる放

射性物質の放射能濃度が放射線による障害の防止のための措置

を必要としないものであることの確認等に関する規則（令和 2年

原子力規制委員会規則第 16号。以下「放射能濃度確認規則」と

いう。）により、従来規定されていたクリアランス対象物（金属

くず、コンクリートの破片及びガラスくず）以外の対象物（以下

「新規クリアランス対象物」という。）にクリアランス制度が適用されることになった。また、工場等において用いた資材その

他の物に含まれる放射能濃度についての確認を受けようとする物に含まれる放射性物質の放射能濃度の測定及び評価の方法に係

る審査基準（原規規発第 2007294号 原子力規制委員会決定。以下「放射能濃度確認審査基準」という。）により、測定において

不確かさを考慮した定量評価を行うことが求められている。 

放射能濃度の測定方法では、過小評価にならないような条件設定（文献(1),(2)）の上で、適切に放射能濃度を定量評価する必

要がある。さらに、放射能濃度の測定方法はクリアランス対象物によって異なる。これらに対して、原子力規制庁は放射能濃度

の測定及び評価の手法が適切なものであることを確認する。 

放射能濃度確認規則及び放射能濃度確認審査基準の制定に前後して、放射能濃度の測定において定量評価結果の信頼性を確保

するための測定の不確かさの考慮に関する基礎検討（文献(3),(4)）及びアスベスト、PCBなどの一部の新規クリアランス対象物

の測定方法の検討（文献(5)）を先行的に行ったが、放射能濃度確認規則及び放射能

濃度確認審査基準の制定に伴い、対象が拡大された新規のクリアランス対象物（図

2 参照）にクリアランス制度を適用する場合のクリアランスレベル検認※方法を整

備することが重要である（※クリアランスレベルを用いて、放射性物質として扱う

必要がない物であることを事業者が判断し、その判断に加えて国が適切な関与を行

うことを「クリアランス検認」という。）。 

対象となる規制活動根拠：原子炉等規制法第 61条の 2第 1項 

 

（２）廃棄体等の安全性確認（分類②） 

第二種廃棄物埋設施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則（平成 25 年原子力規制委員会規則第 30 号）に基づく、廃止

措置開始以降の公衆の被ばく線量評価において、廃棄体のインベントリに影響する微量元素の詳細な評価は行われておらず、ま

た、及び核種の放出率及び並びに処分システムにおける物理化学的環境変化に基づく核種の化学種の変化に基づく移行挙動変化

（以下「ソースターム設定等」という。）は、重要な因子であるがり、現在操業中である日本原燃株式会社廃棄物埋設施設の線

量評価においては、考慮されていない。一方で、今後事業（変更）許可申請が想定される、炉内構造物等を対象とした中深度処

分及び研究施設由来の雑固体廃棄物を対象とした研究施設等廃棄物の埋設事業においては、これらを考慮することが想定される

ことから、事業（変更）許可申請の審査において、その妥当性を判断するための知見を整備する必要がある。 

さらに、今後中深度処分施設、日本原子力発電株式会社のトレンチ処分施設等の操業に伴いこれまでピット処分で実績のある

200Lドラム缶の廃棄体とは異なる新たな形状の廃棄体（遮蔽材が含まれる角形容器を用いたもの、容量の大きな鉄箱等）及びコ

ンクリート等廃棄物（容器封入又は固型化されていない放射性廃棄物。廃棄体と合わせて、以下「廃棄体等」という。）の発生

が想定される。第二種埋設規則改正に伴い、放射性廃棄物の受け入れの基準（Waste Acceptance Criteria、以下「WAC」という。）

を埋設事業者が保安規定に定めることになり、保安規定の審査において WAC に基づく廃棄体の放射能濃度の評価方法の妥当性を

確認する必要がある。200Lドラム缶の廃棄体の放射能濃度は主に非破壊測定に基づき評価しているが、これまでの検討からその

 

図 1 本研究の概要 

 
図 2 新規のクリアランス対象物と可視化の例 

ケーブルのように金属と有機物が混合した新規
のクリアランス対象物に含まれる放射能を定量
化する際にの内部の物質の分布を把握のために
可視化した情報が有用となる。 
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評価精度は、対象物の性状（材質、形状、充填状態、核種組成等）に依存することが明らかとなっている。また、中深度処分対

象廃棄体については、従来の二次的な汚染物だけでなく、放射化金属廃棄物が含まれると想定されている。このことから、新た

な廃棄体等についてはその性状を踏まえて既存技術の適用性を確認するとともに、必要に応じて、放射化計算による確認方法等、

新たに確認手法を整備することが重要である。 

対象となる規制活動根拠：原子炉等規制法第 51条の 3第 2項、第 51条の 6第 2項及び第 51条の 18第 1項 

 

（３）廃止措置リスク評価（分類②） 

令和 2 年 4 月の原子力規制検査の開始により、従来の保安検査から、よりリスクの高い活動に着目した検査が行われることと

なった。しかしながら、我が国においては実用発電用原子炉の廃止措置の実績が少なく、旧独立行政法人原子力安全基盤機構に

おいて、廃止措置の主要工程における放射性物質の飛散の可能性に関する検討を行った事例はあるものの、総合的に廃止措置の

リスク評価を行った事例は確認されない一方、諸外国、特に原子力先進国において発電炉の廃止措置が進んでいる。こうした実

態を踏まえ、効果的な原子力規制検査に資するため、廃止措置リスク評価手法に関する知見を整備する必要がある。 

対象となる規制活動根拠：原子炉等規制法第 61条の 2の 2第 2項及び第 3項 

 

（４）長半減期放射性核種等の定量評価に係る信頼性確保に関する研究（分類④） 

廃止措置・クリアランス分野においては放射線計測では定量が難しい長半減

期放射性核種等の分析を技術的基盤として、具体的な研究課題の解決を進めて

いる。その中でも、長半減期放射性核種等の定量評価の妥当性確認をどのように

実施するかが共通的な課題となっている。 

長半減期放射性核種等の定量評価の妥当性を確認するためには、多様な測定・

分析方法が持つ不確かさの把握等の科学的・技術的知見を計画的かつ効率的に

蓄積する必要がある。また、必要な分析精度を確保した放射性核種分析のために

は、広範な要素技術、すなわち試料の採取、試料からの対象核種の溶解等の前処

理、濃縮・化学分離、測定等に係る基礎データを取得し、各要素技術における留

意点を明らかにする必要がある。 

 

４．目的 

事業（変更）許可申請及び後続規制における、クリアランスの検認、廃棄物等の安全性の確認並びに廃止措置リスクの定量化を

適切に行う上で、必要となる科学的・技術的知見を取得し、蓄積する。また、上記に共通する基盤技術として、最新の放射能濃度

の測定技術について広く情報を集め、測定における不確かさ等について知見を蓄積する。 

 

（１）クリアランス検認 

今後クリアランス対象物の多様化が予想されるため、クリアランス制度を適用する際の放射能濃度の評価手法の妥当性を不確

かさの考慮の下で判断する手段を整備する。 

 

（２）廃棄体等の安全性確認 

中深度処分対象廃棄体及び研究施設等廃棄物を対象に、安全評価上重要となるソースターム設定等の事業（変更）許可申請に

関するおける審査に必要な知見を蓄積するとともに、技術的留意点を整理する。また、廃棄物確認及び WAC に係る保安規定（変

更）認可申請の審査における放射能濃度評価方法の妥当性に係る科学的・技術的知見を整理する。 

 

（３）廃止措置リスク評価 

実用発電用原子炉の廃止措置の主要工程における放射性物質の飛散等による被ばくの可能性に関する知見を基に、事故発生記

録等に照らしてリスクを評価する方法を検討する。 

 

（４）長半減期放射性核種等の定量評価に係る信頼性確保に関する研究 

複雑な性状の試料に含まれる長半減期放射性核種等の分析に必要な前処理等様々な要素技術に関し、最新の質量分析計を用い

た分析方法による核種分析に関する研究を行い、一連の分析プロセスにおける科学的・技術的知見を蓄積する。 

 

５．知見の活用先 

（１）クリアランス検認（分類②） 

新規クリアランス対象物にクリアランス制度を適用する場合のクリアランス検認に活用する。 

対象となる規制活動等：放射能濃度確認規則第 2 条（放射能濃度の基準）に基づく確認並びに第 6 条（測定及び評価の方法の

認可の基準）及び放射能濃度確認審査基準に基づく審査 

 

（２）廃棄体等の安全性確認（分類②） 

事業（変更）許可申請の審査及び WAC に係る保安規定（変更）認可申請の審査に関する技術基盤並びに原子力規制検査のうち

廃棄物確認に関する技術基盤に活用する。 

対象となる規制活動等：原子炉等規制法第 51条の 3第 2項に基づく事業（変更）許可の審査 

第二種埋設規則第 8 条（放射性廃棄物等の技術上の基準）に基づく確認並びに第 20 条第 1 項第 14 号（保安規定）及び第二種

廃棄物埋設事業に係る廃棄物埋設施設における保安規定の審査基準（原管廃発第 1311278号 原子力規制委員会決定）に基づく

審査 

 

 

 

図 3 分析装置の例 
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（３）廃止措置リスク評価（分類②） 

廃止措置中の実用発電用原子炉施設の原子力規制検査に活用する。 

対象となる規制活動等：原子炉等規制法第 61条の 2の 2第 2項及び第 3項に基づく廃止措置中の実用発電用原子炉施設に対す

る原子力規制検査 

 

（４）長半減期放射性核種等の定量評価に係る信頼性確保に関する研究（分類④） 

廃止措置・クリアランス分野における審査に技術的に資するために必要な技術基盤の構築・維持に活用する。 

 

６．安全研究概要 

（始期：Ｒ３年度） 

（終期：Ｒ６年度） 

本プロジェクトの研究は、「原子力規制委員会における安全研究の基本方針」（令和元年５月２９日原子力規制委員会決定）にお

ける安全研究のうち以下の分類に基づき実施する。 

② 審査等の際の判断に必要な知見の収集・整備（以下「分類②」という。） 

④ 技術基盤の構築・維持（以下「分類④」という。） 

 

（１）クリアランス検認（関係機関と協力実施）【分類②】 

新規クリアランス対象物を放射線測定する際、組成・形状が複雑な物質が含まれる場合においても、放射能濃度の値を不確か

さとともに定量的に導出する方法について、実験的手法も交えて知見を蓄積する。また、国内外の低濃度放射能測定技術及び計

量・校正制度の運用・開発動向の調査を行い、事業者の行う放射線測定の定量評価の妥当性を合理的に確認するための手段の開

発、バックデータの整備を進める。 

 

（２）廃棄体等の安全性確認【分類②】 

今後想定される中深度処分対象廃棄体及び研究施設等廃棄物におけるソースターム設定等は、廃棄物埋設施設の安全性を評価

する上で重要であり、事業（変更）許可の審査において、その設定の妥当性を評価するために必要な、金属廃棄物の腐食挙動、

金属の腐食に伴う放射性核種の放出挙動、廃棄物埋設施設の間隙水の物理化学的環境条件の変化に伴うよる核種移行挙動等への

影響に関する情報を獲得する。 

また、廃棄物確認に関して、中深度処分対象廃棄体には放射化された廃棄物が含まれることから、これら放射化核種の分析に

おける技術的留意点及び放射化計算により放射能量を評価する場合の留意点に関する知見を蓄積する。さらに、中深度処分対象

廃棄体の放射能濃度を外部からの放射線測定により評価する場合の評価精度及び多数の廃棄物を一括して計測する場合の放射能

濃度評価への影響について整理する。 

 

（３）廃止措置リスク評価（関係機関と協力実施）【分類②】 

廃止措置の主要工程における平常時及び事故時の放射性物質の飛散及び被ばくにつながる関連事象を整理し、廃止措置活動の

リスクに関する科学的・技術的知見を取得する。また、廃止措置終了確認を目的に整備した廃止措置安全評価コードについて、

必要に応じて廃止措置中の放射性物質の環境への放出及びその影響を評価するための改良を行う。 

 

（４）長半減期放射性核種等の定量評価に係る信頼性確保に関する研究【分類④】 

廃棄物等の被ばく線量評価上重要で、複雑な性状の試料に含まれ、放射線計測では定量が難しい長半減期核種（90Sr、93Zr、129I、

U 同位体等）を対象にそれらの原子数を計測する分析方法に係る最新の研究動向の調査及び実験的研究を実施して、一連の分析

プロセスにおける科学的・技術的知見を蓄積する。具体的には、試料の採取、試料からの対象核種の溶解等の前処理、濃縮、化

学分離、質量分析等の複雑な多段階処理を通して得られる原子数の分析値の信頼性が不確かさ等も含めてどのように確保されて

いるかを確認するための科学的・技術的知見を取得する。 
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実施行程表 

 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

（１）クリアラン

ス検認 

 

 

▽学会発表 

・放射能濃度測定の信頼

性確認のための測定・

評価手段の検討・構築 

 

 

 

 

 

▽学会発表 

・混合物定量化手段の検

討、測定評価体系の構

築 

 

 

   ▽論文公表 

・放射能濃度測定の信頼

性確認のための測定・

評価手段の検討・構築 

・測定評価試験実施 

 

 

 

 ▽論文公表 

   ▽学会発表 

・混合物定量化手段の検

討、測定評価体系の構

築 

・試験の実施 

 

 

 

▽学会発表 

・混合物の定量化も含む

放射能濃度測定の信

頼性確認のための測

定・評価手段の見直

し、追加 

・測定・評価試験実施 

 

▽論文公表 

・試験の実施 

・定量化手段の取りまと

め 

 

 

▽論文公表 

・ 測定・評価試験の実

施 

・ クリアランス検認に

おける科学的・技術

的知見の取りまとめ 

 

 

クリアランス検認の信

頼性確保に係る技術基

盤 

 

 

（２）廃棄体等の

安 全 性 確

認 

 

 

・ソースターム設定等に

関する海外類似事例

及び核種移行挙動に

係る調査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・放射能濃度評価に係る

留意事項抽出 

・多数の廃棄物の一括測

定に係る調査 

▽学会発表 

 

・ソースターム設定等に

関する海外類似事例

及び核種移行挙動に

係る調査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・放射能濃度評価に係る

影響に係る解析 

・多数の廃棄物の一括測

定に係る解析 

▽論文公表 

 

・ソースターム設定等に

関する海外類似事例

及び核種移行挙動に

係る試験 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・放射能濃度評価の評価

精度に係る試験 

・多数の廃棄物の一括測

定に係る試験 

 

 

・ソースターム設定等に

関する科学的・技術的

知見の取りまとめ 

 

中深度処分等の廃棄体

確認及び事業（変更）許

可申請に係る審査及び

保安規定（変更）認可申

請の審査並びに研究施

設等廃棄物処分に係る

廃棄物確認の技術基盤 

 

 

・放射能濃度評価に係る

影響度合いと評価精

度に係る知見の取り

まとめ 

（３）廃止措置リ

スク評価 

 

・事象発生記録の調査 

・諸外国における廃止措

置リスク評価の最新

動向調査 

・コード改良（必要に応

じて実施※） 

 

※：必要に応じて実施 

 

・事象発生記録の調査 

・諸外国における廃止措

置リスク評価の最新

動向調査 

・コード改良（必要に応

じて実施※） 

 

 

 

・リスク認識・分析評価

方法の検討 

・コード改良（必要に応

じて実施※） 

 

 

 

・リスク認識・分析評価

方法の検討 

・コード改良（必要に応

じて実施※） 

  

 

 

廃止措置中の実用発電

用原子炉に対する原子

力規制検査に係る技術

基盤 

（４）長半減期放

射性核種等の

定量評価に係

る信頼性確保 

 

     

・最新の分析方法の調査 

・実験装置導入・整備計

画立案 

▽学会発表 

     

・装置導入・整備 

・試料前処理方法検討 

・化学分離方法検討 

 

▽学会発表 

    論文公表▽ 

・装置導入・整備 

・性状の異なる試料の核

種分析方法の検討 

▽学会発表 

    論文公表▽ 

・試験検討結果取りまと

め 

 

廃棄物等の長半減期核

種分析に係る技術基盤 

 

 

新規クリアランス対象物のクリアランス測定法の認可申請の審査支援（得られた知見を適宜反映） 
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７．実施計画 

【Ｒ３年度の実施内容】 

（１）クリアランス検認【分類②】 

ａ．放射能濃度測定の信頼性確認のための測定・評価手段の検討・構築 

放射能濃度測定の信頼性確認のために必要な要素を抽出・評価するための代表的な測定体系の構築のための条件整理、実験体

系の構築のための調査、試測定、計算評価を不確かさの考慮の下で行う。また、関連する国内外の低濃度放射能濃度測定技術及

び計量・校正制度の運用・開発動向の調査を行う。 

ｂ．混合物定量化手段の検討、測定評価体系の構築 

クリアランスの対象として想定される金属と有機物等の異なる材質が混合した新規のクリアランス対象物（以下、混合物とい

う。）について調査を行い、内部の混合状況と濃度換算への影響について確認した上で、混合状況を定量的に確認する手段の検

討と、その測定評価体系の構築のための調査、試測定、計算評価を行う。 

 

（２）廃棄体等の安全性確認【分類②】 

ａ．ソースターム設定等に関する検討 

中深度処分対象廃棄体及び研究施設等廃棄物に係る金属廃棄物を対象に、諸外国のセーフティケースにおける放射性核種の放

出率等の設定方法に係る調査を行う。 

ｂ．廃棄体の放射能濃度評価に係る留意事項抽出 

中深度処分対象廃棄体に含まれる放射化核種について、放射化学分析及び放射化計算により放射能量を評価する場合の留意点

の抽出のための調査を行う。あわせて、廃棄体の放射能濃度を外部からの放射線測定により評価する場合の影響因子を解析計算

により抽出する。 

ｃ．多数の廃棄物の一括測定に係る調査 

多数の廃棄物を一括して計測する場合に放射能濃度評価へ影響を及ぼす因子を解析により抽出する。 

 

（３）廃止措置リスク評価【分類②】 

・諸外国における廃止措置リスク評価の最新動向について調査するとともに、廃止措置の主要工程における放射性物質の飛散及

び被ばくにつながる事象の抽出及び事故発生記録等の調査を行う。 

・必要に応じて廃止措置安全評価コードを改良する。 

 

（４）長半減期放射性核種等の分析における信頼性確保に関する研究【分類④】 

・90Sr、93Zr、129I、U同位体等の最新の分析方法の調査を実施する。 

・最新の質量分析計を用いた分析方法の研究に必要な実験装置等の導入・整備計画立案を行う。 

【Ｒ４年度の実施内容】 

（１）クリアランス検認【分類②】 

ａ．放射能濃度測定の信頼性確認のための測定・評価手段の検討・構築 

放射能濃度測定の信頼性確認のために必要な要素を抽出・評価するための代表的な測定体系の構築のための条件整理、実験体

系の構築のための調査、試測定、計算評価を不確かさの考慮の下で行い、その結果を基に測定体系を構築するとともに、測定評

価実験を開始する。また、関連する国内外の低濃度放射能濃度測定技術及び計量・校正制度の運用・開発動向の調査を行う。 

ｂ．混合物定量化手段の検討、測定評価体系の構築 

クリアランスの対象として想定される混合物について調査を行い、内部の混合状況と濃度換算への影響について確認した上で、

混合状況を定量的に確認する手段の検討を行い、測定評価体系の構築のための調査、試測定、計算評価を行い、測定評価実験を

開始する。 

 

（２）廃棄体等の安全性確認【分類②】 

ａ．ソースターム設定等に関する検討 

令和 2 年度に引き続き、中深度処分対象及び研究施設等廃棄物に係る金属廃棄物を対象に、諸外国のセーフティケースにおけ

る放射性核種の放出率等の設定方法に係る調査を行う。 

ｂ．廃棄体の放射能濃度評価に係る検討 

中深度処分対象廃棄体に含まれる放射化核種の評価上の留意点について、放射化学分析における評価精度の検討のため中深度

処分固有核種を中心とした分析試験を実施する。あわせて、廃棄体を外部からの放射線測定により評価する場合の影響因子につ

いて、解析によりその影響度合いを整理する。 

ｃ．多数の廃棄物の一括測定に係る検討 

多数の廃棄物を一括して計測する場合に放射能濃度評価へ影響を及ぼす因子について、解析によりその影響度合いを整理する。 

 

（３）廃止措置リスク評価【分類②】 

・R3に引き続き、諸外国における廃止措置リスク評価の最新動向について調査するとともに、廃止措置の主要工程における放射

性物質の飛散及び被ばくにつながる事象の抽出及び事故発生記録等の調査を行う。 

・必要に応じて廃止措置安全評価コードを改良する。 

 

（４）長半減期放射性核種等の分析における信頼性確保に関する研究【分類④】 

・実験装置の導入・整備を実施する。 

・試料の前処理方法、化学分離方法及び分析方法に係る実験的の検討を実施し、技術的課題を整理する。 
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【Ｒ５年度の実施内容】 

（１）クリアランス検認【分類②】 

ａ．放射能濃度測定の信頼性確認のための測定・評価手段の検討・構築 

Ｒ４年度に実施した調査、実験結果を基に、測定体系の見直しを行った上で、測定評価実験を実施する。また、関連する国内

外の低濃度放射能濃度測定技術及び計量・校正制度の運用・開発動向の調査結果も含め、クリアランス検認における科学的・技

術的知見を取りまとめる。 

ｂ．混合物定量化手段の検討、測定評価体系の構築 

Ｒ４年度に実施した調査、実験結果を基に、測定体系の見直しを行った上で、測定評価実験を実施し、混合物定量化手段を取

りまとめる。 

 

（２）廃棄体等の安全性確認【分類②】 

ａ．ソースターム設定等に関する検討 

ソースターム設定等に関する海外類似事例を取りまとめるとともに、試験実施の要否を検討し、必要に応じて試験計画を立案

する。 

ｂ．廃棄体の放射能濃度評価に係る検討 

中深度処分対象廃棄体に含まれる放射化核種の評価上の留意点について、放射化前の微量元素の分析における評価精度の検討

のため、中深度処分固有核種の微量元素を中心とした分析試験を実施する。あわせて、廃棄体を外部からの放射線測定により評

価する場合の影響因子について、模擬体等による測定試験を実施し、過年度までの解析結果との比較により評価精度を整理する。 

ｃ．多数の廃棄物の一括測定に係る検討 

多数の廃棄物を一括して計測する場合に放射能濃度評価へ影響を及ぼす因子について、模擬体等による測定試験を実施し、過

年度までの解析結果との比較により評価精度を整理する。 

 

（３）廃止措置リスク評価【分類②】 

・解体作業におけるリスク認識・リスク分析方法を検討する。高経年化による閉じ込め機能をはじめとする安全機能の低下と事

象発生頻度の定量化について検討する。 

・必要に応じて廃止措置安全評価コードを改良する。 

 

（４）長半減期放射性核種等の分析における信頼性確保に関する研究【分類④】 

・実験装置の導入・整備を実施する。 

・性状の異なる試料の核種分析方法に係る実験的検討を実施し、技術的課題を整理する。 

【Ｒ６年度の実施内容】 

（１）クリアランス検認【分類②】 

混合物を定量化した結果が、放射能濃度測定の信頼性にどのように影響するかを取り込んだ上で、測定評価実験を実施する。

また、関連する国内外の低濃度放射能濃度測定技術及び計量・校正制度の運用・開発動向の調査を行う。 

 

（２）廃棄体等の安全性確認【分類②】 

ａ．ソースターム設定等に関する検討 

海外類似事例調査及び必要に応じて実施する試験結果を基にソースターム設定等の妥当性審査における科学的・技術的知見を

取りまとめる。 

ｂ．廃棄体の放射能濃度評価に係る検討 

放射化核種の評価、外部からの放射線測定による廃棄体の放射能濃度評価について、多数の廃棄物を一括して計測する場合の

放射能濃度評価の検討と併せて放射能濃度評価に係る影響度合いと評価精度に係る知見を取りまとめる。 

 

（３）廃止措置リスク評価【分類②】 

・Ｒ５年度に引き続き、リスク認識・分析評価方法の検討を行い、検討結果を取りまとめる。 

・必要に応じて廃止措置安全評価コードを改良する。 

 

（４）長半減期放射性核種等の分析における信頼性確保に関する研究【分類④】 

試料の前処理方法、化学分離方法及び核種分析方法について、前年度までに得られた課題を解決するための実験的検討を進め、

それぞれの要素技術の特徴を踏まえた上で、90Sr、93Zr、129I、U同位体等の核種分析方法に係る適用範囲や分析精度に係る知見を

取りまとめる。 

８．実施体制 

【核燃料廃棄物研究部門における実施者】 

〇酒井 宏隆  主任技術研究調査官 

〇大塚 伊知郎 主任技術研究調査官 

〇高橋 宏明  主任技術研究調査官 

佐藤 由子  技術研究調査官 

吉居 大樹  技術研究調査官 

古田 美憲  技術研究調査官 

深井 恵   技術研究調査官 

川﨑 智   技術参与 
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【共同研究先】 

・国立大学法人 東京大学 

・国立大学法人 東京工業大学 

・国立研究開発法人 日本原子力研究開発機構 

・国立研究開発法人 量子科学技術研究開発機構 

・学校法人五島育英会 東京都市大学 

 

９．備考 

文 献 

(1) 吉居 大樹，川﨑 智, γ線によるウランクリアランス対象物中のウラン量測定方法に関する検討, 日本原子力学会 2016年秋の大

会 1A09, 平成 28年 9月 

(2) 仲神 元順，三村 隆士，川合 健太，渡邉 将人, 浜岡 1・2 号機 解体撤去物を対象としたクリアランス測定評価手法の開発（1）

全体概要と二次的汚染の測定評価, 日本原子力学会 2019年秋の大会 2C20, 令和元年 9月 

(3) 酒井 宏隆, 吉居 大樹, 川﨑 智, 低濃度放射能測定における ISO 11929 に従った測定の不確かさと特性値の導出, 

RADIOISOTOPES 68(9) 659 – 673 令和元年 9月 

(4) 酒井 宏隆, 吉居 大樹, 川﨑 智, 放射能分布の逆問題解法でのモンテカルロ法による測定の不確かさ評価 , Radiation 

Detectors and Their Uses, Proceedings of the 33rd Workshop on Radiation Detectors and Their Uses (2019-4) 24 – 32, 

令和元年 12月 

(5) 吉居 大樹, 酒井 宏隆, 川﨑 智, PCB使用安定器内の残留放射能の測定に関する基礎的検討, 日本原子力学会 2019年秋の大会 

2N05, 令和元年 9月 
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研究計画（案） 

１．プロジェクト 
22. 特定重大事故等対処施設等を考慮した緊急時活動レベル（EAL）見直しに

関する研究 

担当部署 
技術基盤グループ 

シビアアクシデント研究部門 

担当責任者 
舟山 京子 安全技術管理官 

新添 多聞 技術研究調査官 

２．カテゴリー・

研究分野 
【原子力災害対策・放射線規制等】 M) 原子力災害対策 主担当者 

小城 烈  技術研究調査官 

市川 竜平 技術研究調査官 

３．背景 

原子力災害対策指針（以下「指針」という。）、その解釈である原子力災害対策指針の緊急事態区分を判断する基準等の解説（以下

「解説」という。）、原子力災害対策特別措置法（以下「原災法」という。）第１０条及び１５条並びにその内容を定めた省令及び規則

において、緊急事態区分（以下「EC」という。）及び緊急事態を判断する緊急時活動レベル（以下「EAL」という。）が定められている。

特定重大事故等対処施設等を踏まえた緊急時活動レベルの見直しの検討チーム（以下「検討チーム」という。）では、EAL 等に関する

中長期的な課題を整理し、その中で、新規制基準を踏まえてオンサイトにおける EAL とオフサイトにおける防護措置の全体の見直し

が必要とされている(1)。 

検討チームでは、①特定重大事故等対処施設等を考慮した EAL 見直し、②事故進展が非常に遅い場合における EAL 及び防護措置の

検討、③EAL のあるべき姿の検討を行う予定である。 

①特定重大事故等対処施設等を考慮した EAL 見直しでは、特定重大事故等対処施設及び多様性拡張設備（以下「特定重大事故等対

処施設等」という。）を踏まえた EAL の見直しの必要性が指摘されている(1)。②事故進展が非常に遅い場合における EAL 及び防護措

置の検討では、これまでの EAL 及び防護措置の検討における標準的な事故の進展が早いシナリオに加えて、新規制基準における炉心

損傷防止対策が失敗し格納容器破損防止対策のみが成功する場合、炉心損傷防止対策及び格納容器破損防止対策に失敗し管理放出が

行われる場合、格納容器破損に至るが格納容器破損の緩和が一部成功する場合等の事象進展が非常に遅いシナリオ等のオンサイトに

おける EAL とオフサイトにおける防護措置の最適化に取り組む予定である(2)。また、早期大量放出以外のシナリオにおいては、放出

される核種の特徴が異なることから、より実効的な防護措置（避難、屋内退避、安定ヨウ素剤服用等）の枠組みを検討することが重

要であることが指摘されている(1)。③EAL のあるべき姿の検討では、同一 EAL 内の複数判断基準を精査するため判断基準の深刻度の

整理並びに設備ベース及びパラメータベースの EAL の再検討を行う予定である(1)。 

これまでに、原子力規制庁（以下「規制庁」という。）では重大事故時における解析手法の整備を行っており、重大事故時の主要

な事故シーケンスにおける特徴の分析がなされた(3-4)。しかしながら、この研究では緩和操作を考慮しない場合に代表される放射性物

質の早期大量放出シナリオ又は放射性物質の放出を防止するための炉心損傷防止対策、格納容器破損防止対策等の有効性に関する格

納容器健全シナリオを主に取り扱っていることから、上述のような特定重大事故等対処施設等を考慮した解析モデルの整備及び部分

的な防止対策の失敗や部分的な緩和操作が考慮されたシナリオの解析手法の整備がなされていない。そのため、特定重大事故等対処

施設等及び部分的な緩和操作を含む重大事故の特徴分析手法の整備を行い、EAL 見直しのための参考事故シナリオの特徴の分析を行

うことが重要となる。 

また、国際的な研究の取り組みとしては、規制庁の取り組みと同様に主要な事故シーケンスに対する事故進展解析及び確率論的な

環境影響評価に関する取り組みがなされている（5-8）他、確率論的リスク評価(以下「PRA」という。)に基づくリスク情報を活用した防

災研究に関する取り組みがなされている（9-11）。この取り組みでは、同一 EAL 内の複数判断基準に対する確率論的な視点からの深刻度

が整理されているが（10）、日本国内においてはこれらの検討が行われていない。 

このため、種々のシナリオを考慮した EAL の見直しに必要なのための技術的根拠となる知見として、同一 EAL内の複数判断基準を

精査するため判断基準の深刻度の整理の事例並びに設備ベース及びパラメータベースの EAL の再検討に関連する設定に使用された技

術的根拠を示す解析評価事例について国際的な知見の調査を行う必要がある。 

さらにまた、オンサイトにおける EAL とオフサイトにおける防護措置の全体の見直しにおいて、防護措置として避難、屋内退避及

び安定ヨウ素剤服用が考えられるが、上述の重大事故のシナリオにおいて防護措置の対象やタイミングを考慮することで、実施可能

な防護措置の組合せは変化すると考えられる。そこで、EAL 判断基準と防護措置の組合せが線量等に及ぼす影響を検討するための解

析手法を整備し、防護措置の判断の分岐点になり得る要素をオンサイトとオフサイトの両方から検討するための試解析を行うことが

重要となる。 

防護措置の効果を分析する手法としては、代表的な知見として、米国 NRCにおける研究（5,10）があり、確率論的環境影響評価コード

MACCSを用いた評価が行われている。規制庁ではこれまでに、確率論的環境影響評価コード OSCAAR(5-812-15)（以下「OSCAARコード」と

いう。）に最新知見を活用した屋内退避及び避難のモデル、ヨウ素の環境への放出に係るモデル等を反映したし、被ばく低減効果を

定量的に解析するためのモデル整備を進めた(4)。さらに、原子力災害対策及び放射線防護に係る施策を検討する上で必要な評価手法

の技術的課題を摘出した。 

防護措置全体の見直しにおいては、オフサイトにおける空間放射線量率等で示される運用上の介入レベル（以下「OIL」という。）

の基準、それらに基づく実効的な防護措置の判断、予防的防護措置を準備する区域（以下「PAZ」という。）及び緊急防護措置を準備

する区域（以下「UPZ」という。）に係る目安範囲も、EAL の検討と併せて検討することが、防護措置の効果を整理する上で重要とな

る。 

 

４．目的 

検討チームでは、中長期的な課題を整理し、その中で、次のことが必要とされている。 

 新規制基準に適合した沸騰水型原子炉（BWR）について、特定重大事故等対処施設等を考慮した緊急時活動レベル（以下「EAL」

という。）を見直すこと 

 様々な事故シナリオを想定し、新規制基準を踏まえた防護措置となるようオフサイトとオンサイトが一体となって全体を検討す

ること 
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このため、EALの適切性を確認するための手法を整備するとともに、EALの判断に必要な知見を取得することを目的とする。また、確

率論的環境影響評価手法を高度化し、より実効的な防護措置（避難、屋内退避、安定ヨウ素剤服用等）の枠組みを検討するために必

要となる知見を取得することを目的とする。具体的には次のとおりである。 

(1) EALの検討に関する事故シナリオに係る研究 

EAL 設定の適切性の確認手法と EAL の判断に係る技術的な知見を取得するため、特定重大事故等対処施設等を考慮した EAL 見直し

に係るモデルの整備を行うとともに、特定重大事故等対処施設等及び部分的な緩和操作を含む事故進展におけるプラントモデルの整

備及び試解析を行い、EAL の高度化に必要な技術的知見として、事故進展の特徴分析及び着目すべき視点の整理を行う。ことにより、

EAL 設定の適切性の確認手法と EAL の判断に係る技術的な知見を取得する。また、EAL の見直しに関連する国際的な技術根拠の知見

を取りまとめる。 

(2)防護措置実施の検討に関するリスク評価研究 

より実効的な防護措置（避難、屋内退避、安定ヨウ素剤服用等）の枠組みを検討するため、EAL 判断基準と防護措置の組合せが線

量等に及ぼす影響を検討するための解析手法を整備し、防護措置の判断の分岐点になり得る要素をオンサイトとオフサイトの両方か

ら検討する。ことにより、より実効的な防護措置実施（避難、屋内退避、安定ヨウ素剤服用等）の枠組みを検討するための参考情報

を取得する。確率論的環境影響評価手法を整備するとともに、防護措置を適用した確率論的環境影響評価手法を用いた試解析により

を行い、防護措置の効果等に係る技術的知見を取得することにより、防護措置実施を検討するための参考情報を取得する。 

 

５．知見の活用先 

設計基準対象施設、重大事故等対処施設に加え、特定重大事故等対処施設、多様性拡張設備等を考慮した EAL 判断に必要な技術的

知見は、特定重大事故等対処施設等を考慮した EAL の見直しに活用する。また、原子力災害の中長期対策も含めた防護措置の効果等

に係る技術的知見は、線量異常等に伴う EAL 判断基準、空間放射線量率等で示される OIL 基準、それらに基づく実効的な防護措置の

判断、PAZ 及び UPZ に係る目安範囲等の継続的な改善に活用する。 

６．安全研究概要 

（始期：Ｒ３年度） 

（終期：Ｒ７年度） 

特定重大事故等対処施設等を考慮した EAL の見直しのため、設計基準対象施設、重大事故等対処施設に加え、特定重大事故等対処

施設、多様性拡張設備等を考慮したモデルの整備を行い、複数のシナリオでの試解析を実施し、これらのシナリオの特徴分析を行う。

また、シナリオと防護措置を組み合わせた試解析を行い、EAL の高度化に必要な技術的知見を取りまとめる。また、EALの判断根拠の

整理のため、国際的な EAL の判断根拠、EAL の相互関係等について調査を行う。 

また、原子力災害時における防護措置を適用した確率論的環境影響評価手法を整備し、整備した確率論的環境影響評価手法を用い

た試解析を行い、原子力災害の中長期対策も含めた防護措置の効果等に係る技術的知見を取得する。 

安全研究計画の概要を図 1に示す。 

 

  

図 1 安全研究計画の概要 

 

(1)  EALの検討に関する事故シナリオに係る研究【分類③】 

a. EAL見直しのための参考事故シナリオの選定及び事象の整理 

新規制基準における炉心損傷防止対策が失敗し格納容器破損防

止対策のみが成功する場合、炉心損傷に至るが炉心損傷の緩和が

一部成功する場合等の対策によって事故進展が遅くなるシナリ

オ及び管理放出が行われる場合、格納容器破損に至るが格納容器

破損の緩和が一部成功する場合等の非常に事故進展が遅い場合

等に関する特徴的なシナリオの選定方法を整備する。選定された

シナリオについて、事故進展解析コード MELCOR(916)を用いた解析

モデルを整備する。整備したモデルを用いて、選定されたシナリ

オの試解析を行い、EAL到達及び各緊急事態の発出時期、放射性

物質の放出時期、放出される放射性物質の核種等が特徴的となる

シナリオについて整理する（図 2）。 
 

図 2シビアアクシデント発生時の事故進展特徴の整理の例 
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b. EAL見直しのための参考事故シナリオの解析及び特徴分析手法の検討 

EALの見直しのために必要な事故シナリオについて、被ばく評価を

含む解析を実施する（図 3）。解析結果から事故シナリオのグルー

プ化を行い、EALの発出から格納容器機能喪失までの時間、距離別

の線量等の EAL 及び防護措置に関する特徴を整理するための手法

を整備する。 

 

(2) 防護措置実施の検討に関するリスク評価研究【分類③】 

防護措置としては、避難、屋内退避、安定ヨウ素剤服用が考えられ

るが、対象やタイミングを考慮することで、実施可能な防護措置の

組合せは変化すると考えられる。このため、防護措置の組合せや事

故進展等が線量等に及ぼす影響を検討するための解析手法を整備

し、前項（EALの検討に関する事故シナリオに係る研究）の成果も

踏まえて確率論的環境影響評価手法を用いた試解析を行う（図 3）（図 3）を行う。防護措置の対象者ごとに影響の時系列変化

を整理し、影響が大きくなる条件を確認することにより、防護措置の判断の分岐点になり得る要素をオンサイトとオフサイトの

両方から検討する。 

実施行程表 

 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 

(1)EAL の検討に関

する事故シナリオ

に係る研究 

 

 

解析モデルの高度

化 

 

海外調査 

 

 ▽学会発表 

 

試解析及びシナリ

オ選定手法の整備 

 

リスク情報の調査 

 

 

シナリオの選定及

び特徴分析手法の

検討 

 

▽論文公表 

 

シナリオと防護措

置を考慮した解析

及び特徴分析 

 

 

 

 

EAL 判断に必要な技

術的知見の取りま

とめ 

(2)防護措置実施の

検討に関するリス

ク評価研究 

 

被ばく解析モデル

の検討 

 

 

防護措置の最適化

に関する手法整備 

 

 

防護措置に関する

知見整理 

 

 

 

 

 

 

確率論的環境影響

評価手法を用いた

試解析 

  

 

EAL 判断に必要な技

術的知見の取りま

とめ 

 

 

図 3 炉心損傷からの時間に対する個人の被ばく評価の例 

７．実施計画 

【Ｒ３年度の実施内容】 

(1) EALの検討に関する事故シナリオに係る研究【分類③】 

新規制基準における炉心損傷防止対策、格納容器破損防止対策、炉心損傷の緩和、格納容器破損の緩和及び管理放出に関するモ

デルの整備を行うとともに、EAL選定に使用されたシナリオ(10-1117-18)に関する適応性を確認する。 

また、同一 EC 内での異なる EALの補完性、同一 EAL 内での複数の判断基準の整合性並びに核分裂生成物の障壁の喪失及びその

おそれに係る EAL 判断基準の根拠について、海外事例を調査して、我が国の設定条件との比較を行い、最新知見を取りまとめ

る。さらに、解析シナリオ設定への参考情報を取りまとめる。 

(2) 防護措置実施の検討に関するリスク評価研究【分類③】 

沈着モデルのパラメータに関する最新動向を調査し、沈着モデルの見直しに必要な技術的知見を整理するとともに、OSCAAR コ

ードで評価の対象外としている、再浮遊した放射性物質からの外部被ばくを評価するためのモデル及びパラメータ検討を実施

する。 

また、防護措置実施の判断の分岐点になり得る要素をオンサイトとオフサイトの両方から把握するために、線量等の時系列変化

を出力できるように、OSCAAR コードを整備する。 

 

【Ｒ４年度の実施内容】 

(1) EALの検討に関する事故シナリオに係る研究【分類③】 

新規制基準における炉心損傷防止対策、格納容器破損防止対策等を考慮した解析モデルを用いた試解析を実施し、EAL 及び防護

措置に資するためのシナリオを選定するための手法を整備する。 

国内プラントを対象に、事故時の事象進展及びリスク情報として、放射性物質の放出割合及び放出タイミング並びに条件付き炉

心損傷確率及び条件付き格納容器破損確率について調査し、EC 及び EAL の策定の合理性を高めるためのデータ及び解析事例に

ついて、最新知見を取りまとめる。また、解析シナリオ設定への参考情報を取りまとめる。 

(2) 防護措置実施の検討に関するリスク評価研究【分類③】 

 

図 2.1.10 ABWR TQUV事象時に GE発出後直ちに行動を開始した場合の 

被ばく線量の経時変化 

Fig. 2.1.10 Time dependent estimated radiation dose (ABWR TQUV sequence scenario b)) 
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前年度の検討結果を基に、沈着モデル及び被ばくモデルの OSCAARコードへの反映を実施する。さらに、被ばく線量から確定的

影響及び確率的影響を評価するためのモデル更新を検討するとともに、防護措置の効果を検討するために必要となるパラメー

タを調査する。 

また、線量等の時系列変化を活用し、防護措置の組合せ、事故進展等が線量等に及ぼす影響に関する情報を整理するための手法

を整備する。 

 

【Ｒ５年度の実施内容】 

(1) EALの検討に関する事故シナリオに係る研究【分類③】 

新規制基準における炉心損傷防止対策、格納容器破損防止対策等を考慮した解析モデルを用いて試解析を実施し、緩和操作が一

部成功する場合等の組み合わせによって事故進展が遅くなるシナリオ、管理放出等のソースタームの放出形態が特徴的なシナ

リオの選定を行う。また、試解析の結果を用いて特徴の分析を行う。 

(2) 防護措置実施の検討に関するリスク評価研究【分類③】 

前年度の検討結果を基に、被ばく線量から確定的影響及び確率的影響を評価するためのモデル更新を実施するとともに、防護措

置パラメータの OSCAARコードへの反映を実施する。 

また、整備した OSCAARコードを用いて、EAL の検討に関する事故シナリオに係る研究における成果を踏まえ確率論的環境影響評

価手法を用いた試解析を実施し、防護措置の組合せ、事故進展等が線量等に及ぼす影響を整理するための解析手法を整備する。 

【Ｒ６年度の実施内容】 

(1)  EALの検討に関する事故シナリオに係る研究【分類③】 

EALの見直しのために必要な事故シナリオについて、被ばく評価を含む解析を実施する。解析結果から事故シナリオのグループ

化を行い、EALの発出から格納容器機能喪失までの時間、距離別の線量等の EAL及び防護措置に関する特徴を整理するための手

法を整備する。 

(2) 防護措置実施の検討に関するリスク評価研究【分類③】 

前年度に引き続き、試解析を実施し、防護措置の組合せ、事故進展等が線量等に及ぼす影響を整理するための解析手法を整備す

る。 

 

【Ｒ７年度の実施内容】 

(1) EALの検討に関する事故シナリオに係る研究【分類③】 

これまでに実施した複数のシナリオと防護措置を考慮した解析について放射性物質の放出までの時間、放出割合、発生確率等に

関する特徴を分析し、EAL の見直し等に使用する参考情報のまとめを行う。 

(2) 防護措置実施の検討に関するリスク評価研究【分類③】 

これまでに実施したシナリオと防護措置の組み合わせを考慮した解析について特徴を分析し EAL の見直しのために必要な事故シ

ナリオについて、避難、屋内退避、安定ヨウ素剤服用の対象やタイミングの組合せを考慮した評価を実施することにより、EAL判

断に必要な技術的知見を取りまとめる。オンサイトとオフサイトの両方の観点から、防護措置の見直し等に使用する参考情報の

まとめを行う。 

 

８．実施体制 

【シビアアクシデント研究部門における実施者】 

   新添 多聞 技術研究調査官 

   鈴木 ちひろ 技術研究調査官 

 ○ 小城 烈 技術研究調査官 

 ○ 市川 竜平 技術研究調査官 

   和田山 晃大 技術研究調査官 
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